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プロジェクトの位置図

 
 
 

（出所：JICA 専門家チーム作成） 
注：上位目標を同じくする円借款「デリー上水道改善事業」は 6 つのパッケージから構成されている（P1:浄水場の更新と SCADA
の導入、P2:西地区の送配水管更新、P3:中央地区の送配水管更新、P4:東地区の送配水管更新、P5:デリー準州の施設情報に係

る GIS 情報整備（図に表記）、P6:住民啓発活動）。パッケージの説明については、本報告書本文 4 ページ以降を参照。 

India Delhi 

SCADA Pilot Project Area  

Pitampura 

Chandrawal WTP Command Area

Yamuna
 River 

円借款附帯プロジェクト対象エリア 

円借款事業・円借款附帯プロジェクト 

対象エリア 

円借款パッケージ 5: GIS 作成はチャン

ドラワール系統を除くデリー準州全域



iv 

 

 
 
 
 
 

浄水場（パッケージ 1：P1）、西（パッケージ 2：P2）、中央（パッケージ 3：P3）、東（パッケージ 4：P4）の位置 
（出所：JICA 専門家チーム作成）

 
注：上位目標を同じくする円借款「デリー上水道改善事業」は 6 つのパッケージから構成されている（P1:浄水場の更新と SCADA
の導入、P2:西地区の送配水管更新、P3:中央地区の送配水管更新、P4:東地区の送配水管更新、P5:デリー準州の施設情報に係

る GIS 情報整備、P6:住民啓発活動）。パッケージの説明については、本報告書本文 4 ページ以降を参照。 

P2：West 

P3: Central 

P4: East 

P1: 浄水場 
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写     真

 

DJB の各種プロジェクトの実施を行う部署の職員。本プロジェクト

のプロジェクトマネジャー、副マネジャー、調整を行う職員。 

 DJB ピタンプラ事務所でプロジェクト活動に関わるエンジニア。

 

SCADA オペレーション予定サイトのピタンプラ配水池。  本プロジェクトによりピタンプラ配水池内に設置された SCADA。

 

ピタンプラ地区の公園に設置されたチャンバーと 

パネルボックス。 

 ピタンプラに設置された耐水性試験用モデルチャンバー。2016

年 5月から雨季開始時期（同年 7月末）にかけて試験を行った。

 

耐水性試験用モデルチャンバーのマンホールに専門家の 

ガイダンスの下、防水加工を行う DJB 職員。 

 専門家からチャンバー耐水性実証結果の説明を受ける 

DJB ピタンプラ事務所職員、業者、JICA 関係者。 
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チャンドラワール浄水場 I。円借款事業により施設改修が行われる。  チャンドラワール浄水場職員との面談。 

 

Central I 事務所の周辺地域。デリー市内でも最も古い地区。 

狭い路地に配管、電線が複雑に張り巡らされており、 

プロジェクトで行った既存管の調査も時間を要した。 

 Central II 事務所職員は同地区の配管等の情報を地図に 

手書きで記録している。 

 

DJB 職員を含むアジア開発銀行(ADB)のテクニカルアシスタント 

チームと技術情報交換を行う、円借款事業コンサルタント 。 

技術アドバイスを行う JICA 専門家チーム。 

 ADB の支援によりワジラバード浄水場の改修、同浄水場系統地区

の配管更新を行う事業を担当する DJB 職員は成果 1 で作成した

調査報告書活用し、修得した知識を活用している。 

 

中間レビュー協議に参加する DJB のカウンターパートと 

日本側プロジェクト関係者（2016 年 8月 2日）。 

 第 6回合同調整会議（JCC）では第 4年次の計画が 

協議された（2016 年 8月 4日）。 
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略 語 表

組織名称  
 ADB Asian Development Bank  アジア開発銀行 
 CPWD Central Public Works Department  都市開発省公共事業局 
 DDA Delhi Development Authority デリー開発公社 
 DJB Delhi Jal Board デリー上下水道公社 
 DEA Department of Economic Affairs, 

Ministry of Finance 
インド財務省経済局 

 E&M Electrical & Mechanical 機電ユニット 
 JICA Japan International Cooperation Agency 独立行政法人国際協力機構 
 MCD Municipal Corporation of Delhi デリー市 
 LDI Leakage Detection and Investigation Unit 漏水調査部門 
 MoF Ministry of Finance 財務省 
 MoUD Ministry of Urban Development 都市開発省 
 NCTD National Capital Territory of Delhi デリー準州 
 PDA Planning and Development Authorities 計画開発庁 
 PWD Public Works Department デリー準州公共事業局 
職位  
 A.E. Assistant Engineer 技師補（EE の管轄下にある） 

管理区域を持たず、主に本庁に勤務してい

る。 
 C.E. Chief Engineer  主席技師 

（計画局長、支所長に相当する技術職） 
 CEO Chief Executive Officer 筆頭執行役員（最高責任者） 
 CVO Chief Vigilance Officer 監察局長（CE及び事務職のDirectorと同列）

 E.E. Executive Engineer 技師（SE の管轄下にある） 
22 か所の Division を管轄する Zonal office
［（配水）維持管理事務所］を管理している。

 J.E. Junior Engineer 技師補佐（EE の管轄下にある） 
 S.E. Superintending Engineer 主任技師（局長補佐相当） 
 Z.E. Zonal Engineer 地区担当技師（EE の管轄下にある。AE と

ほぼ同格である） 
各 Division を構成する Ward を管理してい

る。 
技術用語、計画、その他

 DD Detailed Design 詳細計画 
 DIP Ductile Iron Pipe ダクタイル鋳鉄管 
 DPR Detailed Project Report プロジェクト実施計画書 

（詳細設計や Feasibility Study を含むプロ

ジェクトの詳細が記載されたレポートで、

インド国内の計画や投資に係る意思決定の

根拠となる文書である。本体事業各コンポ

ーネントにおいて、施工業者調達に向けた

公示を行う前にインド国都市開発省から

DPR の承認を得なければならない） 
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 DSSDI Delhi State Spatial Data Infrastructure デリー準州空間データ基盤 
（デリー準州政府により、不動産情報、イ

ンフラ情報（水道、ガス、電力など）を統

合管理するために情報性が進められている

GIS システム） 
 DMA District Metering Area 配水小ブロックあるいは配水管理区域 
 GIS Geographical Information System 地理情報システム 
 MGD Million Gallon per Day 百万ガロン/日（=4,546m3/日） 
 MP Master Plan 全体計画 
 lpcd Liter per capita per day リットル/人/日 
 JCC Joint Coordination Committee 合同調整委員会 
 NRW Non-Revenue Water 無収水 

（浄水場で生産された水のうち、料金請求

ができない水の割合） 
 O&M Operation and Maintenance 運転維持管理 
 OJT On-the-Job Training オンザジョブトレーニング 
 PDM Project Design Matrix プロジェクト・デザイン・マトリックス 
 PLC Programmable Logic Controller プログラマブル・ロジック・コントローラ

ー 
 PO Plan of Operation 活動計画 
 RMS Revenue Management System 収入管理システム 
 Rs Rupee インド国の通貨単位 
 SCADA Supervisory Control And Data 

Acquisition 
計測データの制御及び監視 
（適時の流量、水圧などのデータ取得と遠

隔でのバルブ等の操作を行う遠隔監視制御

システムであり、計測データに基づくタイ

ムリーな流量、水圧の調整が可能となる）

 ToR Terms of Reference 業務指示書 
 UGR/UR Underground Reservoir 地下配水池 
 UPS uninterruptible power supply 無停電電源供給装置 
 WTP Water Treatment Plant 浄水場 
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評価調査結果要約表

１. 案件の概要 
国名：インド共和国 案件名：デリー上水道運営・維持管理能力強化プロジェ

クト 
分野：水資源・防災-都市給水 援助形態：有償勘定技術協力 
所轄部署：地球環境部水資源グループ 協力金額（評価時点での予定額）：5.07 億円 
協力期間 （R/D:2013 年 3 月 25 日） 

 2013 年 6 月～2018 年 3 月

（4 年 10 カ月間） 

先方関係機関：デリー上下水道公社（Delhi Jal Board）
日本側協力機関：株式会社 TEC インターナショナル、

東京水道サービス株式会社 
他の関連協力：円借款「デリー上水道改善事業」 

１-１ 協力の背景と概要 
デリー準州では給水時間が約 3 時間/日であり、その主な原因は、限られた水源と、高い無収

水率が挙げられる1。無収水率は 40‐50%と言われており、主に施設の老朽化及び不十分な運転

維持管理による漏水と盗水に起因する。最も古いチャンドラワール浄水場、送配水施設は 1937
年に建設され、1950 年代を中心に施設整備が進められてきたため、近年では施設老朽化による

劣化が問題となっている。しかし、施設データの整備が出来ておらず、施設更新計画を含む長

期アセットマネジメント計画を有していないことから、計画的な施設の更新が実施されてこな

かった。さらに、適切な運転維持管理がなされておらず、無収水の原因分析やその対策が出来

ていない。加えて、配水量の地域毎のばらつきがあることから地域間の水圧差が生じ、水圧の

高い地域では漏水量が増える原因の一つとなっている。これらに起因する高い無収水率は財務

状況を悪化させ、必要な施設投資を行うことが出来ず、さらなる無収水率の悪化を招くという

悪循環が生じている。 
かかる状況に対応すべく、2008 年にデリー開発庁により策定された「デリー都市計画 2021」

の中で、特に上水道セクターについては無収水削減対策と均等給水の必要性が指摘されており、

デリー上下水道公社（以下、「DJB」という）は当該計画に基づいた事業実施を推進することが

求められている。その一環として、JICA は開発調査「デリー水道事業改善計画調査」（2009 年

度－2011 年度）を通じマスタープラン策定を支援した。同マスタープランでは、2021 年を目標

年とし、均等給水実現と無収水率対策を実施するために、配水方式について 124 の配水区に設

定した。さらに、各配水区にて 3 階層①浄水場から配水池、②配水池から小ブロック（DMA）、

③小ブロック内配水に送配水を分け、それらを遠隔データ収集・監視制御システム（以下、

「SCADA」という） で監視・制御を行い、小ブロック単位での無収水対策を行うことを提案し、

必要な施設整備計画を作成した。 
このような背景から、インド政府は日本政府に対して、同マスタープランの中で最優先事業

とされていたチャンドラワール浄水場系統について、既存上水道施設のリハビリによる給水サ

ービス改善を目的とする、円借款「デリー上水道改善事業」（2012 年 10 月－2023 年 1 月）（以

下、「本体事業」という）を要請した 。想定される事業工期も長いこと等から、本体事業の実

施促進支援、ハード支援と技術協力の相乗効果による開発効果増大を目指すことを目的とした

円借款附帯プロジェクトの実施が合意された。2012 年 12 月に「デリー上水道運営維持管理能力

強化プロジェクト」（以下、「本プロジェクト」という）の詳細計画策定調査が行われ、本体事

業および本プロジェクトの枠組みが合意され、2013 年 6 月に本プロジェクトは開始された。 
本プロジェクトでは、DJB の「デリー上水道改善事業」実施、維持管理に係る能力が強化さ

れることを目指し、総括/上水道計画、副総括、送配水管網、水道事業経営、GIS マッピング、

SCADA、無収水分析、DMA、漏水探査、GIS 活用計画、業務調整、土木等の分野で 13 名の専

                                                        
1 無収水量とは、水道システムに投入された水量のうち、水道料金の請求対象にならない水量のことである。デリー準州の場

合、気候条件から水源が限られているため、無収水を削減し、既存水源を最大限に活用することが求められている。 
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門家を派遣して活動を進めている。当初 2016 年 5 月までに終了する予定であったが、SCADA
の導入が遅れているため、期間を延長する必要が生じた2。2016 年 3 月に R/D の修正が承認され、

プロジェクト期間は 2018 年 3 月まで延長され、全体期間 4 年 10 カ月間の予定で実施されてい

る。 
 
１-２ 協力内容 
（１）上位目標 

インド北部デリー準州において、給水装置を含む既存の上水道施設を改築・更新することに

より、24 時間連続給水かつ、均等で安定的給水サービスの提供を図り、もって同地域住民の

生活環境の改善に寄与する3。 
（２）プロジェクト目標 

DJB の「デリー上水道改善事業」実施、維持管理に係る能力が強化される。 
（３）成果 

1) チャンドラワール浄水場系統の施設データ・情報における DJB の管理能力が強化され

る。 
2) 均等給水・無収水管理のための配水管理、操作に係る DJB の能力が強化される。 
3) GIS/RMS（収入管理システム）活用に係る段階ごとの発展シナリオ案が作成される。 

（４）投入（評価時点での予定額） 
日本側：総投入額 5.07 億円 
長期専門家派遣： 0 名  機材供与： 58,558,000 円

短期専門家派遣： 13 名  ローカルコスト負担： 22,093,000 円

研修員受入： 8 名  その他：（本邦研修費） 4,170,000 円

相手国側： 
カウンターパート配置： 延べ 19 名  機材購入: 
土地・施設提供： 本部事務所、DJB ピタン

プラ事務所4（事務用家

具付）、ピタンプラ配水

池 SCADA コントロール

室 

 ローカルコスト負担：

（チャンバー建設費、

 電気・通信契約費）

約 1,560,000Rs

その他：チャンバー耐水性試験用給水車手配（約 10,000Rs 相当） 
２. 評価調査団の概要 
調査者 日本側 

団長・総括 讃良 貞信 JICA 国際協力専門員 
協力企画 藤原 真吾 地球環境部水資源グループ水資源第一チーム 
評価分析 小野里 宏代 グローバルリンクマネージメント株式会社 

インド側 
Mr. Neeraj Semwal デリー上水道公社 Additional Chief Executive Officer  

                                                        
2 （1）SCADA 導入にかかる仕様確定の遅れ（9 カ月延長）：SCADA 業者選定に必要となる仕様書を作成する際に、既設パイ

プラインの配置位置やサイズを確認する必要があったが、想定以上に管網情報が欠損し、かつ、不正確であったことから、

データ収集や追加的な試掘調査を実施するなどの情報確認に多くの時間を要した。（2）チャンバーの改良工事（1 年 1 カ月

延長）：SCADA の導入にあたっては、これを構成する流量計やバルブ制御装置（アクチュエータ）を、DJB が道路下に埋設

するチャンバーに設置する予定であった。しかし、デリーでは雨季に道路が冠水し、そのチャンバーの施工不良もあって、

チャンバー内に雨水が流れ込むことが判明した。設備保護や漏電による危険性を排除するため、チャンバーの改良並びに試

験施工が新たに必要となっており、改良工事等に係る期間プロジェクトを延長する必要が生じた。 
3 上位目標は本体事業である円借款「デリー上水道改善事業」と同じ上位目標が設定されており、本体事業完成予定の 2 年後

に達成されることを想定している。本体事業は 6 つのコンポーネントから構成される（①浄水場の更新と SCADA の導入、

②西地区の送配水管更新、③中央地区の送配水管更新、④東地区の送配水管更新、⑤デリー準州の施設情報に係る GIS 情報

整備、⑥住民啓発活動）。 
4   DJB ピタンプラ事務所には、次の 3 つの機能が備わっている。：①North West ゾーンを統括する S.E.事務所としての機能、②

Division を構成する Ward の管路を管理する Z.E.（土木：NW III）事務所としての機能、 ③同一敷地内にある配水ポンプ場

及び配水設備を管理する E.E.（機電：W&S/NW）事務所としての機能。 
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Mr. Vikram Singh デリー上水道公社 Chief Engineer (Drainage) Project-II/ Mapping Cell
Mr. Rajesh Mittal デリー上水道公社 Chief Engineer (Water) Project 
Mr. Ramesh Thakur デリー上水道公社 Chief Engineer (West) 
Mr. Ajay Kumar デリー上水道公社 Superintending Engineer (Project) Water-III 
Mr. B.S. Rawat デリー上水道公社 Executive Engineer (Project) Water-II 

調査期間  2016 年 7 月 18 日～2016 年 8 月 4 日 評価種類：中間レビュー 
３.評価結果の概要 
３-１ 実績の確認 
（１）成果の達成状況 

成果 1～3 の達成状況は以下のとおりである。 
1) 成果 1:チャンドラワール浄水場系統の施設データ・情報における DJB の管理能力が強化

される。 
成果 1 は達成された。本体事業では老朽化に起因する漏水を削減するために、施設整備を行

い、優先順位の高い配水管、全給水管の更新を行う。それに対し本プロジェクトの成果 1 では、

対象 3 地区（西、中央、東）の GIS マッピングと配管網の設計に必要な基礎情報の収集を行っ

た。試掘調査（259 カ所）、管切断（50 カ所）、横断調査（25 カ所）、平面測量（1,415km）を

経て、パイプ布設工法（開削、トレンチレス）と横断方法（鉄道、河川、排水路、主要道路）

に関する設計案「鉄道・河川等の横断箇所の施工検討書」（2015 年 8 月）が作成された。また、

更新管の基準書（布設替え対象管選定検討書含）、管路ルートおよび鉄道・河川等の横断箇所

の検討書、これらの GIS データは 2015 年 8 月までに取り纏められ、DJB 内で承認された（指

標 1a）。また、送配水管の布設位置と深さについては、「パイプ布設位置及び深さに関する設計

案」（2015 年 8 月）が策定された（指標 1b）。これらのチャンドラワール浄水場系統の施設デ

ータ・情報は、DJB 内の承認後、本体事業のコンサルタントへ提供され、同資料をもとに、プ

ロジェクト実施計画書（Detailed Project Report：DPR5）の策定が進められている。 
 

2) 成果 2: 均等給水・無収水管理のための配水管理、操作に係る DJB の能力が強化される。

成果 2 は達成されていない。設定された二つの指標はいずれも SCADA システムがパイロッ

トエリアに設置、運用開始されてから測定可能となる。しかし、SCADA の端末となる流量計

やコントローラー等を入れる弁室（チャンバー）の耐水性の問題により、機器の故障や漏電事

故を招く恐れがあったため、チャンバー改修作業（13 カ所）が必要となった。それに伴い、

SCADA 据付も中断したため、当初 2015 年から実施する予定であったパイロットプロジェクト

は、未だ開始していない。中間レビュー時点では、システムの試運転は 2017 年 2 月、対象 3
配水管理区域（DMA）の現況の水圧状況を確認するためのベースライン調査は 2017 年 3 月、

その後の SCADA を活用したパイロット地域の流量と圧力のモニタリング等は、2017 年 3 月～

2018 年 3 月に実施される予定である。DJB にとって DMA を設定して、均等給水を試みること

は、初めての取組みであり、着実に能力強化を実施するためには、関連部署の職員による試運

転段階からの積極的な参画の下、マニュアル作成、配水管理・操作、水道料金水量の算定、無

収水率の算定等の一連の活動が計画・実施されることが不可欠である。これらの活動が順調に

実施されれば、プロジェクト期間終了までに、マニュアルやガイドラインに従い SCADA を用

いてパイロットエリアにて流量、水圧を適切にコントロールできるようになり（指標 2a）、パ

イロットエリア内の無収水率が明確になり、継続して把握されることが見込まれる（指標 2b）。
 

3) 成果 3: GIS/RMS（収入管理システム）活用に係る段階ごとの発展シナリオ案が作成される。

成果 3 は達成された。DJB の GIS、及び RMS の現況を踏まえ、GIS/RMS の活用と開発に係

るシナリオが、「GIS/RMS 活用・開発シナリオ報告書」に取り纏められた。加えて、これらの

GIS/RMS のデータ分析・活用による配水管を含む、「アセットマネジメント導入ガイドライン」

                                                        
5 Detailed Project Report（プロジェクト実施計画書）:詳細設計やフィージビリティ・スタディを含むプロジェクトの詳細が記

載されたレポートで、インド国内の計画や投資に係る意思決定の根拠となる文書である。本体事業各コンポーネントにおい

て、施工業者調達に向けた公示を行う前にインド国都市開発省から DPR の承認を得なければならない。 
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が完成し、2015 年 3 月に DJB 内で承認された（指標 3）。 
 
（２）プロジェクト目標の達成状況 
プロジェクト目標： DJB の「デリー上水道改善事業」実施、維持管理に係る能力が強化される。

プロジェクト目標は達成に向け前進している。指標（a,b,c）はいずれも期間中に達成される見

込みである。 
成果 1 で実施された調査による送配水管網に係る基礎情報は、本体事業の 3 つのコンポー

ネント（②西地区、③中央地区、④東地区の送配水管更新）に係る DRP の策定に活用されて

いる。2016 年 7 月時点で、DJB は、円借款コンサルタントにより作成された、2 つの DPR（中

央地区、西地区）を精査中である。また、東地区の DPR 案は円借款コンサルタントが作成中

である。DPR は、近い将来、DJB 理事会の承認を経て、都市開発省に申請されれば、指標 a.
は達成される見込みである（2016 年 9－11 月頃の予定）。 

パイロットプロジェクトの対象 DMA 間における差（水圧差、及び給水管接続一件あたりの

平均水量の差）が減少する（指標 b.）に関しては、パイロット活動が DJB 職員の積極的な関

与の下、JICA 専門家による SCADA 操作方法、活用にかかる技術移転が計画どおりなされれ

ば、同指標が期間内に達成される見込みはある。 
DJB における GIS/RMS アプリケーションの段階的整備計画に基づいたアセットマネジメン

トの導入ガイドラインの内容が、「デリー上水道改善事業」のコンポ―ネント⑤の DPR に反映

される（指標 c.）に関しては、既に DJB はコンポーネント⑤の事業スコープを策定している。

本体事業への反映においては、当初のスコープ（浄水場やポンプ場の測量調査と GIS データ

化）に加え、DJB の経営改善に必要と考えられる開発項目（Zonal Office：維持管理事務所へ

の GIS 端末設置、GIS ファイリングシステムの導入、顧客情報（メーター情報）の整備、試掘

による管路施設の情報制度向上等）が追加されている。指標 c.についても、今後、パッケージ

⑤の DPR が理事会承認を経て、都市開発省に申請されれば、同指標は達成される（2016 年 9
－12 月頃の予定）。 

 
３-２ 評価結果の要約 
（１）妥当性 

妥当性は「高い」。本プロジェクトはインド政府の「第 12 次 5 カ年計画（2012-2017）」、「デ

リー都市計画 2021」との整合性がある。「第 12 次 5 カ年計画」の目標として、24 時間連続給

水、2017 年度までの都市部全人口への水供給、均等給水の実現等の目標が掲げられている。

また、「デリー都市計画 2021」では、無収水削減対策と均等給水の必要性が指摘されており、

DJB は当該計画に基づいた事業実施を推進している。その一環として、JICA の支援により実

施された開発調査「デリー水道改善計画調査」（2009－2011 年度）を通じ、マスタープランが

策定され、もっとも古いチャンドラワール浄水場系統の既存上水道施設のリハビリ・再構築

が最優先事業として特定された。また、本プロジェクトは、日本政府の対インド国別援助方

針における重点分野「環境・気候変動対策への支援」、協力プログラム「水質・水資源管理プ

ログラム」に位置づけられている。 
 

（２）有効性 
有効性は「やや高い」。プロジェクト目標は達成に向け前進しており、成果 1 と成果 3 は着

実にアウトプットを産出している。成果 2 も計画どおり実施されれば、プロジェクト目標の

達成も十分に可能である。更に、本プロジェクトで実施した調査結果は、本体事業の主要コ

ンポーネントである、チャンドラワール浄水場施設（二系統）の更新と SCADA 導入（コンポ

ーネント①）の詳細設計作業にも活用され、DJB は同パッケージの DPR 策定作業、承認手続

きをとおし、本体事業を実施するための能力を向上している。その他、プロジェクト目標達

成への促進要因は、Revenue Department により、GIS と RMS の統合作業が進められているこ

とである。これにより、成果 3 に絡むデータの正確性の向上と無収水分析精度向上、DMA 管

理への長期的な貢献が期待される。 
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（３）効率性 

効率性は「やや低い」。成果 1、及び成果 3 の投入とプロジェクト活動は計画どおり完了し、

2 つの成果は概ね達成されていることから、投入の量、質、タイミングは適切であったといえ

る。他方、上述のとおり、成果 2 では、SCADA 関連資機材の調達の遅れのほか、SCADA 関

連機器を格納する予定だったチャンバーの大雨による浸水等への対処のため、プロジェクト

期間を延長する結果となり、コスト面（改善作業、専門家投入）の負担も増加したことから、

効率性にマイナスの影響を与えた。 
 
（４）インパクト 

インパクトは「中程度」。既に正の波及効果が発現している。一方、上位目標の達成見込み

は本体事業の完了後に指標の進捗が確認できる予定である。プロジェクト目標と上位目標の

ロジックは現時点でも適切であり、円借款事業のチャンドラワール浄水場系統内施設と管路

の更新により、チャンドラワール浄水場系統内の顧客に対する給水時間の増加、チャンドラ

ワール浄水場系統における無収水率の減少、水道料金徴収率の上昇が実現する見込みである。

目標値の達成のためには、質の高い維持管理と長期的なアセットマネジメント・プランを実

行する十分な予算の確保が必要である。 
本プロジェクトの波及効果として、正のインパクトを示す事例が確認された。DJB はアジ

ア開発銀行（ADB）の支援によるワジラバード浄水場系統の改修事業の詳細設計を進めてい

るが、本プロジェクト（成果 1）で実施した各種調査の結果を取纏めた報告書を活用し、布設

替え対象管選定基準を適用し、送配水管網に関する基礎データを参照することで、DJB 職員

を含む当該事業の技術支援チームが自ら DPR を策定する等、効率化に繋がっており（調査時

間、費用面等）、特筆すべき本プロジェクトのインパクトといえる。なお、本プロジェクトの

実施による負のインパクトは観察されなかった。 
 
（５）持続性 

持続性は「中程度」。政策・制度面については、上述のとおり、政策の持続性は担保されて

いる。組織・財政面については、DJB の GIS/RMS 開発シナリオに基づき、本体事業のコンポ

ーネントである「浄水場やポンプ場の測量調査と GIS データ化」に加え、維持管理事務所へ

の GIS 端末設置、GIS ファイリングシステムの導入、顧客情報（メーター情報）の整備等、

DJB の経営改善に資する項目を追加予定であり、組織・財政面の持続性を確保する上でプラ

スの要素となる。 
技術面に関し、DJB は技術協力成果品であるガイドライン等を活用し、本体事業の各コン

ポーネントの DPR が策定している。更に「インパクト」の項で述べたとおり、ADB 事業にお

いてもこのガイドライン等が活用されている。また、本プロジェクトで導入した違法接続な

どを特定する戸別調査手法も、現在デリー全域に普及し始め、同調査手法の技術の定着が図

られている。他方、SCADA 機材に関しては、据付、試運転後、DJB への機材供与とともに、

管理責任が移譲される予定であるが、維持管理部門がなく、機電ユニットの統括の下、実際

のオペレーション・維持管理は外部の業者に委託して行われる予定である。技術面の持続性

を確保する為には、DJB が修得した技術を関係幹部やオペレーションに関わる職員へ普及す

る組織的な仕組みづくりが不可欠であり、本プロジェクトで整備する SCADA 施設を研修セン

ターとして活用することが求められている。 
 
３-３ 効果発現に貢献した要因 
（１）計画内容に関すること 

1) 既存管の試掘調査計画の変更 
成果 1 では、既設管の工事試掘に関し、道路掘削許可の取得に想定以上の時間を要した。

成果 1 の主目的は、円借款コンサルタントの設計作業の迅速化にあるため、試掘候補箇所数

を当初の 600 カ所から 300 カ所に減らし調査を実施した。一方、管切断個所数を 30 個から 50
個に増やし、日本の管更新基準を参考として、当該地区の管更新基準案をまとめた。また、
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当初、別のタイミングで行う予定だった西区、東区の調査作業を同時並行で行い期間を短縮

したほか、DJB のサーバーを通じた測量成果データの提供、再委託先の測量調査会社と円借

款コンサルタントとの確認作業を行った。これらの作業効率化の結果、当初予定から 2 カ月

遅れで全地区のデータを円借款コンサルタントに提供できた。 
 
（２）実施プロセスに関すること 

1) 円借款本体事業との連携 
本プロジェクトは円借款本体事業実施促進が目的の一つであり、本プロジェクトの実施の

遅れが、本体事業の実施に影響を与える恐れがあった。そのため、特に成果 1 及び成果 3 に

関しては、円借款コンサルティング・サービスで行う DPR 作成に必要な基礎情報（成果物案）

の DJB への提出、DJB による承認が、JICA 専門家チームのスケジュール管理の下で進められ、

円借款事業との連携が促進された。 
 
３-４ 問題点及び問題を惹起した要因 
（１）計画内容に関すること 

計画内容に係る問題点は確認されなかった。 
 

（２）実施プロセスに関すること 
1) 道路掘削許可申請手続きの長期化 

第 1 年次、DJB はデリー準州政府を通じ、財務省経済局、都市開発省より、本プロジェク

トの承認手続きを開始した。管路調査にかかる道路掘削作業には、各試掘箇所の管轄機関（デ

リー市等）からの許可書を取得する必要があり、プロジェクト承認が下りるまで、許可申請

手続きが中断した。また、JICA 専門家による DJB 管轄の浄水場・配水池への測量活動も制限

されたほか、C/P の本邦研修への派遣も制限され、第 1 年次に計画されていた研修は延期され、

第 2 年次に実施された。 
2) チャンバーの設計・施工問題 

「成果 2」の項で述べたとおり、パイロット活動にかかる、SCADA の調達、据付に関し、

複数の問題が発生し、計画が遅延した。2015 年 7 月までに施工が完了した SCADA の末端と

なる流量計やコントローラー等を入れるチャンバー（13 地点）が、大雨により浸水した。漏

電事故につながる恐れがあることから、チャンバーの耐水性改善策がとられている。また、

機材が浸水する前に電源を遮断する対策、この電源遮断が不動作でも安全性を確保する対策

も実施する予定である。加えて、維持管理に関し、電気設備工事の管理、SCADA 設備のメン

テナンス契約を行うことで、その役割分担を含め、DJB と JICA は合意した。同合意内容に基

づき改善策への対応が進められている。 
 
３-５ 結論 

本プロジェクトは実施過程でいくつかの課題に直面したものの、目標達成に向け前進してい

る。既に二つの成果は達成されており、本体事業の詳細設計、及び、有効なスコープ設定に直

接的に貢献した。SCADA システムを導入するパイロットプロジェクトの実施は、様々な予期せ

ぬ要因により、遅延しており、その結果、プロジェクト期間を 22 カ月延長することとなった。

新たに設定されたプロジェクト期間終了までに、パイロットプロジェクトが実施され、期待さ

れた成果が産出される見込みは高い。 
 
３-６ 提言 
（１）バルブ・チャンバーの浸水、及び漏電対策にかかる責任分担 

① チャンバーの改善作業と責任分担（2016 年 10 月開始） 
 プロジェクト専門家は、上床版開口部周りからの漏水対策を実施し、ノウハウを DJB と

共有する。 
 DJB は各所に設置しているチャンバーについて、側壁及び上床版からの漏水対策を実施

する。 
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② 残り 1 カ所のチャンバー建設（2016 年 10 月開始） 
 雨期明けに委託業者がバルブを設置した後、DJB は速やかに残り 1 カ所のチャンバーを

建設し、SCADA 運用の準備工事を終える必要がある。 
（２）バルブ・チャンバーの浸水、及び漏電対策にかかる品質管理 

チャンバー内部への浸水を軽減するためには、全ての機材の据付後に上板版を建設するこ

とで、開口部をマンホール一つにすることが望ましい。なお、本体事業では、本プロジェク

トの教訓を活かし、排出口付の鉄筋コンクリート製チャンバーが建設されるべきである。 
 

（３）修得知識と技術の応用による試行 SCADA システムの技術協力期間後の継続活用 
DJB は均等給水と無収水率削減のためにパイロットサイトに整備される SCADA システム

を、研修施設として継続的に活用すべきである。本技術協力は DJB の能力強化を意図してお

り、同施設を最大限活用することで、訓練された職員が、他地区の職員に対し、水量、水圧

モニタリングとコントロール手法、各 DMA への均等給水方法に関する指導を行う研修の場と

なることが期待される。従って、DJB は、同研修施設やマニュアルの活用により、どのよう

に技術知識やスキルを普及していくかの検討を、JICA 専門家の技術アドバイスの下、進めて

いくことが求められる。 
 

（４）質の高いサービスを維持するための適切な SCADA 施設維持管理 
ピタンプラに整備される SCADA 施設について、DJB は維持管理を行うための準備を進め、

そのための予算と実施体制を確保すべきである。先の JCC で合意されたとおり、同施設機材

の引渡後、DJB は条件を満たす業者と契約し、SCADA システムの維持管理を行っていくこと

が求められる。更に、最低 1 年に 1 回はチャンバーの点検を行い、清掃、除水など必要な作

業が行われることが不可欠であることから、プロジェクト期間終了前に DJB の土木、及び機

電ユニットのエンジニアは、JICA 専門家からチャンバー点検プロセスに係る指導を受けるこ

とが望ましい。 
 

（５）幹部職員のプロジェクトへの参画とオーナーシップの向上を図る実施プロセスの検討 
プロジェクト効果を促進するためには、幹部職員のプロジェクトに対する主体者意識を醸

成していく必要があり、DJB 幹部職員と JICA 専門家間の、より活発な情報、意見交換が図ら

れることが期待される。従って、パイロットプロジェクト開始前に、DJB カウンターパート

と JICA 専門家は、どのように幹部職員の現場活動への参画機会を増やすことが出来るか等、

活動の進め方を協議することが望ましい。また、人事異動の影響を最小限にするために、専

門家チームは、残りの能力強化活動を通し、常に複数のカウンターパートに対し、技術の共

有、フォローアップを行っていくことが不可欠である。 
 

（６）円借款事業への本有償勘定技術協力の好事例と教訓の活用 
本技術協力で得た優良事例や教訓等の知見を、継続して円借款事業や他事業に活用し、事

業実施プロセスの効率化が図られることが望ましい。 
 

（７）GIS データの更新 
「GIS/RMS 活用・開発シナリオ報告書」に示されたとおり、「アセットマネジメント導入

ガイドライン」に基づき、DJB がアセットを管理していくことが出来るようになるためには、

まずは施設設備情報を GIS 上で常に更新していく必要がる。また、DJB はパッケージ⑤を通

じて、マッピングセルが管理する GIS 機能を強化していく意向であることから、調達プロセ

スを迅速に行い、情報マネージメントシステムの構築が促進されることが望まれる。 
 
３-７ 教訓 
（１）幹部職員の積極的な協力による無収水にかかる戸別調査のプロジェクト対象地域外への

拡大（好事例） 
本プロジェクトではパイロットサイトで戸別訪問調査を実施し、RMS システムに登録され
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たメーターの顧客情報と請求記録等の突合せ、メーター迂回配管調査を行うことで、盗水等

の発見を含め、無収水量の実態を把握することができた。同調査の有効性は、幹部職員に認

識され、同様の調査手法を用いてデリーの他地域で調査が進められている。幹部層が現場の

実態や課題を理解し、関連職員へ指示することは、適切な施設運営管理、経営改善を図る上

で不可欠であるとともに、幹部職員の強いコミットメントにより、関連活動の促進といった

直接的なインパクトがもたらされると示唆される。 
 

（２）ビジネスマネジメントの向上を図る円借款事業のスコープ設定の調整（好事例） 
本プロジェクトの目的の一つは、GIS/RMS の開発シナリオ案に基づくアセットマネジメン

ト導入ガイドラインが、DJB が作成する円借款コンポーネント⑤に係る DPR に反映されるこ

とである。当初想定されていた浄水場やポンプ場の GIS 機器の設置に加え、各維持管理事務

所の GIS 端末やファイリングシステムの導入、顧客システムの整備等もスコープに追加する

手続きが進められている。このように柔軟なスコープ変更の結果、DJB の経営改善がもたら

されることが期待される。 
 

（３）第三者機関からの許可証取得にかかる期間の考慮 
道路の試掘を行うためには、デリー市や公共事業局等の関係機関からの道路掘削許可が必

要であるが、取得手続きには多大な時間を要し、活動スケジュールに影響を与えた。従って、

類似案件の際は、詳細設計段階から過去の案件の実績を踏まえ、十分な時間を確保した活動

計画を立てる必要がある。 
 

（４）土木工事にかかるリスク・コントロールの必要性 
SCADA 関連機器を設置するチャンバーの設計・施工等、事業の核となる重要施設を現地リ

ソースで施工する際には、カウンターパート機関の技術者が工事を直接監理し、現場で施工

手順の遵守や防水モルタルの塗布などの対策を徹底させ、品質を確保するなどの対策が必要

である。同時に、技術協力において、日本側の専門家は、先方負担事項であっても、施工現

場でその進捗や品質について留意し、専門的見地からリスクを軽減する方策をとることが不

可欠である。 
 

（５）都市開発省と財務省経済局による本プロジェクトの承認の遅延 
本有償勘定技術協力は、JICA と DJB との間で R/D を締結し、事業を開始したが、事業途中

に都市開発省と財務省経済局の同意も得ておく必要があったことが判明した。有償勘定技協

のマニュアルでは要請書の提出は不要となっているが、インドの場合は研修員受け入れ等各

種手続きの際に、国際協力関係省庁の許可が必要なので、結局はこれら関係省庁をとおさな

ければいけなくなる点に留意する。 
 

（６）有償勘定技術協力支援におけるカウンターパートの関与の在り方 
技術協力支援は DJB の能力強化を目的としており、DJB に対するアプローチは円借款事業

のコンサルティング業務とは異なる。本プロジェクトのように活動が技術協力のスキームと

して実施される以上、共に活動するカウンターパートの主体者意識の醸成がプロジェクト効

果の発現には不可欠である。当初、カウンターパートも専門家チームも円借款のコンサルタ

ントサービスと技協の専門家の立場の違いを十分に認識していなかったので、この点を活動

開始当初から周知し認識を統一させる必要があった。 
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Summary of Mid-Term Review Result 
1. Outline of the Project 
Country: Republic of India Project title: The Assistance related to Delhi Water Supply 

Improvement Project 
Issue/Sector: Water Resources/ Disaster 
Management – Urban Water Supply 

Cooperation scheme: Technical Assistance Project related 
to ODA loan 

Division in Charge: 
Global Environment Department 

Total Cost:  507 million Japanese Yen (at the time of the 
mid-term review)  

Period of 
Cooperation

(R/D: 25 March 2013) 
June 2013 - March 2018 
 (4 years 10 months) 

Partner Country’s Implementing Organization:  
Delhi Jal Board (DJB) 
Supporting Organization in Japan:  
TEC International Co., Ltd., Tokyo Suido Services Co, Ltd. 
Related Cooperation: the Yen loan project “Delhi Water 
Supply Improvement Project” 

1-1. Background of the Project 
One of the areas of serious concern in the National Capital Territory of Delhi is high rate of 
non-revenue water (hereinafter referred to as “NRW”). The percentage of NRW is currently 40 to 50%. 
Inappropriate operational management and aging facilities are the main causes of this issue. Treatment 
plant and transmission and distribution facility in Chandrawal were firstly built in 1937. Later in 1950s, 
the rest of the facilities were constructed. Therefore, the necessity for the replacement of the facilities is 
becoming more demanding. However, the long-term asset management plan has not been formulated 
because of inefficient amount of data on facilities and NRW. Moreover, because there has been no 
proper maintenance management, the analysis of NRW and NRW reduction measures have not been 
conducted for long period. In addition to postponed replacement, the water pressure disparity among 
areas is worsening the situation of NRW. The areas with higher water pressure have serious water 
leakage problem. High NRW ratio also accounts for deteriorated financial situation that hinders the 
accumulation of fund for facilities’ replacement.  

Under the situation described above, DJB is expected to conduct a project based on the Delhi Urban 
Planning 2021 (Delhi Development Authority, 2008). Through “Study on the Delhi Water Supply 
Improvement Project”, JICA contributed to the formulation of the master plan (hereinafter referred to as 
“MP”). According to the MP, with the prospect of reducing NRW and achieving equitable distribution, 
the project areas are divided into three blocks: 1. Treatment plant to distribution reservoir, 2. 
Distribution reservoir to district metered area (DMA) and 3. Inside of DMA. Then these three blocks 
are proposed to be controlled and managed by Supervisory Control and Data Acquisition (SCADA) 
system. After completion of the plan, the Government of India requested the Yen loan project named 
“Delhi Water Supply Improvement Project”. The project aims to improve the water supply service by 
rehabilitation and improvement of the facilities under Chandrawal WTP command area as it was given 
high priority for implementation in MP. After conclusion of the Loan Agreement on the above project 
between the two governments, JICA dispatched the Detailed Planning Survey Team to India to 
accelerate the project and strengthen DJB’s capability on the project implementation. As a result, JICA 
and the Government of India reached an agreement on establishing “The Assistance related to Delhi 
Water Supply Improvement Project”. The Project was launched in June 2013.  

This technical assistance project intends to maximize the result of the Yen loan project by strengthening 
the technical capacity of DJB through dispatching 13 experts in the following various fields (Chief 
Advisor/Water Supply/Planning, Deputy Chief Advisor/Pipe-network (2), Water Supply Management, 
Pipe-Network (1), SCADA, NRW Analysis, DMA, Leak Detection, GIS Application, Project 
Coordinator/GIS Mapping Assistant, Civil 1, Water Supply Management Assistant/Civil 2, and GIS 
mapping). Because of the delay in implementation of Output 2 (installation of SCADA), R/D was 
amended in March 2018 and the Project period was extended by 22 months till March 2018 for 
four-year and ten-month in total. 
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1-2. Project Overview 
(1) Overall Goal: To achieve the equitable and continuous water distribution in the National Capital 

Territory of Delhi, by improving the water supply network including service network to customers, 
thereby contributing in upgrading citizen’s living standard.

(2) Project Purpose: DJB’s capacity to implement, operate and maintain “Delhi water supply 
improvement project” is strengthened. 

(3) Outputs:
1) DJB’s capacity to manage data and information on water supply facilities in Chandrawal 

command area is strengthened.  
2) DJB’s capacity to monitor and control the water distribution for equitable distribution and 

non-revenue water management is upgraded. 
3) Draft of scenarios for stage wise development of GIS/RMS application in DJB is prepared. 

(4) Inputs (At the time of the Mid-Term Review) 
Japanese side: Total inputs Approximately 507 million Japanese Yen 

Short-term Experts: 13 short-term experts (96.20 M/M)  
Trainees received: 8 person (C/P training in Japan: JPY4,170,000) 
Provision of Equipment: Equivalent to JPY 58,558,000 
Local Operational 
Expenses: 

Equivalent to JPY 22,093,000 

Indian side:  
Counterpart 
Personnel: 

19 persons (since the commencement of the Project)  

Provision of land, 
buildings and 
facilities: 

Office space and furniture for the JICA Expert Team in DJB 
headquarters and Pitampura office, SCADA control room at the 
Pitampura Underground Reservoir (UGR) 

Local Cost Sharing: Approximately 1,560,000Rs (construction of valve chambers, 
backfilling, and road restorations, contract fees for telecommunication 
and electricity supply to obtain the transmission network, permanent IP 
address and electricity supply to the chambers) 

Others: Water tankers for the water resistance test of the demonstration 
chamber (equivalent to Rs. 10,000) 
 

 

2. Evaluation Team 
Member of 
Evaluation 
Team 

<Japanese Side> 
Team leader Mr. Sadanobu Sawara Global Environment Department, JICA 
Cooperation Planning Mr. Shingo Fujiwara Water Resources Team 1, Water Resources

Group, Global Environment Department, 
JICA 

Evaluation Analysis Ms. Hiroyo Onozato Global Link Management 
<Indian Side> 
Project Director Mr. Neeraj Semwal Additional Chief Executive Officer, DJB 
C/P in Output 
3/Former Deputy 
Project Manager 

Mr. Vikram Singh Chief Engineer (Drainage) Project-II/ 
Mapping Cell, DJB 

Project Manager Mr. Rajesh Mittal Chief Engineer (Water) Project, DJB 
C/P in Output 2 Mr. Ramesh Thakur Chief Engineer (West), DJB 
Deputy Project 
Manager 

Mr. Ajay Kumar Superintending Engineer (Project) 
Water-III, DJB 

Focal person Mr. B.S. Rawat Executive Engineer (Project) Water-II, 
DJB 
 

Schedule of 
survey 18 July – 4 August, 2016 Type of Evaluation: Mid-Term Review 
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3. Result of Evaluation 
3-1. Project Performance 
3-1-1. Outputs
Achievements of Outputs 1 to 3 are as follows. 
(1) Output 1 (DJB’s capacity to manage data and information on water supply facilities in 

Chandrawal command area is strengthened.) 
Output 1 has been achieved. In order to reduce leakage of water associated with aging facilities, the 
Delhi Water Supply Improvement Project is going to develop facilities and renew the prioritized 
distribution pipes and all the water supply pipes. The survey was conducted in three target areas 
(West, Central, and East) to collect basic information necessary for the GIS mapping and calculation 
of the pipe network. After test drills (259 sites), cutting pipes (50 pipes), crossing survey (25 sites), 
and topography survey (1,415km), “Final Report on Pipe Replacement Criteria” has been developed 
for the pipe laying construction method (Open-cut and Trenchless) and a specialized construction 
method with road, railway and drain crossing. GIS data of these survey results were compiled by 
August 2015 and approved by DJB (Indicator 1a). Moreover, “The Final Report on Pipe Alignment 
and Crossings & GIS DATA Creation, August 2015” was developed (Indicator 1b). Data and 
information of these facilities in the Chandrawal command area were handed over to the Yen loan 
project consultant after approval by DJB. Development of the DPRs has been undertaken based on 
these documents.    

 
(2) Output 2 (DJB’s capacity to monitor and control the water distribution for equitable 

distribution and non-revenue water management is upgraded.) 
Output 2 has not been achieved yet at the time of the Mid-Term Review. 
Both Indicator 2a and 2b of Output 2 will be available after installation and test-run of SCADA 
system in the pilot area. However, issues of water ingress and risk of electricity leakage were 
emerged in the chambers for SCADA components such as flow meters and control valves, etc. The 
pilot project, which was supposed to start initially in 2015, has not been started yet because 
installation of the SCADA system was postponed to conduct improvement of the chambers (13 sites). 
At the time of the Mid-Term Review, the latest plan for test-run of the system operation is planned in 
February 2017 followed by the baseline survey for water pressure and volume in each DMA in March 
2017. Monitoring for volume and pressure of water flow will be conducted for the period from March 
2017 to March 2018.  

It is going to be a new attempt for DJB to control equitable water supply through DMA management. 
Hence, it is essential to carry out a series of activities including development of the manual, water 
supply management and operation, calculation of amount of water billed to the customers, and 
calculation of NRW ratio, etc. with active participations of relevant DJB staff. If these activities are 
implemented smoothly by the end of the Project period, DJB will be able to adequately control water 
flow and pressure with SCADA system in accordance with manual and guidelines (Indicator 2a), as 
well as to clarify and constantly observe NRW ratio in the pilot DMAs (Indicator b). 

 
(3) Output 3 (Draft of scenarios for stage wise development of GIS/RMS application in DJB is 

prepared. 
Output 3 has been achieved by the time of the Mid-Term Review. In Year 2, “GIS and RMS 
utilization application and development scenarios” was developed (2015.01). “Asset management 
guideline” was developed and approved by DJB (2015.03) (Indicator 3). 

 
3-1-2. Project Purpose (DJB’s capacity to implement, operate and maintain “Delhi water supply 

improvement project” is strengthened.) 
The Project Purpose has been progressing towards the positive direction at the time of the Mid-Term 
Review. 
Basic information on pipe-networks collected through the survey in Output 1 has been reflected in 
formulation of DPR for Package 2 (West), 3 (Central) & 4 (East) of the Yen loan project. As of July 
2016, DJB has been examining DPRs (Central and West) developed by the Yen loan consultant (e.g. 
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O&M methods). DPR for East is under development by the Yen loan consultant. Indicator a. will 
meet the full achievement, once the DPR for each package is finalized and approved at the board 
meeting of DJB and submitted to MoUD for approval (Submission is scheduled for 
September-November 2016).  

As for Indicator (b), “The gap among DMAs in water pressure and volume based on DMAs’ demand 
is reduced (pressure in meters, volume in m3 per connection),” if pilot project activities are 
implemented as planned with active involvement of DJB staff in technical transfer by JICA experts, 
Indicator (b) will be achieved within the Project period.  

Concerning Indicator (c), “Guideline for introduction of asset management based on scenarios for 
stage wise development of GIS/RMS application is reflected in DPR for component 5”, it will meet 
the full achievement once DPR for Package 5 is finalized and submitted by DJB to MoUD for 
approval (scheduled from September 2016 to December 2016). 

3-2. Evaluation Results 
3-2-1. Relevance: “High” 
The Project is in line with “Twelfth Five Year Plan (2012-2017)” (Planning Commission, Government 
of India, 2013) and “Master plan for Delhi 2021” (Delhi Development Authority, 2007). In the “Twelfth 
Five Year Plan (2012-2017),” emphasis is made on achieving 24-hour continuous supply, total urban 
coverage, and equitable water supply. In “Master plan for Delhi 2021”, Delhi Development Authority 
emphasizes the needs of NRW reduction and equitable water distribution. Based on this plan, DJB 
conducts planning and implementation of programs. As a part of this, “Study on the Delhi Water Supply 
Project (2009-2011)” was implemented with JICA's assistance and the master plan for the water supply 
sector in Delhi was formulated. In this master plan, the priority was given to the oldest Chandrawal 
WTP area. Moreover, this Project is part of the cooperation program for “Water quality and water 
resources management cooperation program”, as a part of the prioritize area of “Environment and 
global warming”. 
 
3-2-2. Effectiveness: “Relatively High” 
The Project is progressing towards achievement of the Project Purpose. As Output 1 and Output 3 have 
been producing outcomes, it is highly likely that the Project Purpose would be achieved along with 
implementation of the plan for Output 2. Moreover, while the Indicator (a) focuses only on Package 2, 3 
and 4 of the Yen loan project, it is notable to say that the result of the survey of Chandrawal WTP and 
its command area was utilized for formulation of DPR for Package 1. Through this process, DJB staff 
has been able to build their capacities in project implementation. In addition, Revenue Department has 
been working on improvement of RMS system by integrating the data to GIS. This will contribute to 
accurate data collection and analysis for NRW and DMA management in the long-term. 
 
3-2-3. Efficiency: “Relatively Low” 
As for Output 1 and Output 2 inputs and project activities were completed as planned. Since expected 
outputs were produced, quantity, quality and timing of inputs were appropriate for these two outputs. 
On the other hand, Output 2 faced a delay in procurement of SCADA related equipment and ingress of 
rain waters to the chambers. As a result, in order to undertake countermeasure against water ingress and 
risk of electricity leakage, the project period was extended and project costs were also increased (civil 
works for improving the chambers, dispatch of JICA Experts), which negatively affected efficiency of 
the Project. 
 
3-2-4. Impacts: “Moderate” 
Impacts of the Project have already been emerged at the time of the Mid-Term Review while the 
prospect of Overall Goal indicators will be examined after completion of the construction of facilities 
under the Yen loan project. Since the logic between Project Purpose and Overall Goal is appropriate, it 
is expected that completion of “the Delhi Water Supply Improvement Project” will lead to the increase 
in water supply hours and tariff collection ratio associated with reduction of NRW in the Chandrawal 
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WTP command area.  In order to achieve target figures, DJB will need to secure sufficient budget to 
ensure high quality O&M and put the asset management in practice in the long-term.  

There are positive ripple effects observed in the implementation of the technical assistance by Asian 
Development Bank (ADB) regarding the rehabilitation of Wazirabad WTP and water network in its 
command area. DJB has been utilizing the pipe replacement criteria as well as basic information 
collected and compiled in the reports developed under Output 1. As a result, DJB has been able to 
develop DPR in the efficient manner (e.g. saving time for survey and costs of the consultant service, 
etc.) There is no negative effect observed as a result of the Project implementation. 
 
3-2-5. Sustainability: “Moderate” 
Sustainability of the policy aspect is secured as mentioned in 3-2-4. In term of institutional and 
financial aspect of the sustainability, the scope of the Package 5 was expanded by including 
components such as setting up GIS terminal at zonal offices, introducing GIS filing system, developing 
clients' information (meter reading information), and improvement of information system of pipe 
facilities by test drilling, etc. in accordance with the GIS/RMS utilization application and development 
scenario.

In term of technical sustainability, DPR for each package of the Yen loan project is developed through 
utilization of the developed products such as guideline and reports, etc. These products are also utilized 
by ADB funded project for rehabilitation of Wazirabad WTP and water network in its command area. 
Moreover, DJB has applied the same survey approach as the door to door survey conducted for 
identifying illegal connections in DMAs in Pitampura and started their own survey in other areas in 
Delhi. 

Concerning O&M of the SCADA system after the installation and test-run, E&M department in 
Pitampura office will take over responsibility for supervision of the operation and maintenance service 
by outsourcing. Technical sustainability will be promoted if DJB can institutionalize a training system, 
in which know-how gained through pilot project activities can be disseminated to relevant supervisors 
and operational staff. Therefore, SCADA system in Pitampura is expected to be utilized as a training 
hub for the DJB staff.  
 
3-3. Factors promoting the Project effect 
(1)  Contents of the Plan 
1) Flexibility in changing the survey plan  

With regard to Output 1, commencement of the survey for new pipelines was delayed due to the long 
period required for obtaining the permission for test drilling on roads. Since the primary purpose of 
Output 1 is to accelerate detail designing of the Yen loan project, the Project team changed the plan 
by reducing the number of candidate sites for test drilling from 600 to 300 for three areas. On the 
other hand, pipe cutting was conducted for 50 parts instead of 30 parts. Based on the Japanese criteria 
for pipe replacement, the proposal for replacing pipes was developed for target areas. In addition, the 
Project team saved time by conducting surveys simultaneously for West and East, which were 
initially planned to be conducted separately. Data collected through the topography survey was 
shared through the server in DJB and confirmed with the research company conducted the survey as 
well as with the Yen loan consultant. As a result of efficient process of work, data for all areas was 
handed over to the Yen loan consultant with two-month delay. 

(2) Implementation Process 
1) Collaboration with the Yen loan project 

Since the progress of these Outputs could affect the progress of the Yen loan project, JICA Expert 
Team initiated implementation of activities, especially for Output 1 and 3, such as collection and 
compilation of basic pipeline data for formulation of DPR for the Yen loan project as well as 
approval of these products by DJB. Consequently collaboration with the Yen loan project was 
promoted. 
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3-4. Factors inhibiting the Project effect 
(1) Contents of the Plan 
There is no issue found regarding the contents of the plan. 

(2) Implementation Process 
1) Restricted access to Delhi State Spatial Data Infrastructure (DSSDI) database  

In Year 1, due to the operational reasons, JICA Expert team was unable to access to the DSSDI 
database in Mapping Cell office. To solve the problem, network was connected by installation of the 
optical fiber cable between Mapping Cell office and the Project office in November 2014. 

2) Water ingress in the chambers constructed for the pilot project sites 
In July 2015, heavy rains resulted in ingress of water into the chambers, which were constructed by 
July 2015 (13 sites), and issue of water resistance of chambers was emerged. In order to undertake 
the countermeasure for prevention of damages to electrical equipment and possible electricity 
leakage due to the submission of electrical equipment, activities such as installation of SCADA 
equipment have been suspended. In addition, concerning O&M, DJB and JICA have agreed on 
demarcations for contracting electrical work of the facility and maintenance for SCADA facility. 
Based on the agreement, both parties have been undertaking the countermeasure. 

 
3-5. Conclusion 
The Project has been progressing toward the goal and contributing to the detailed designing and 
effective scope setting for the Yen loan project even though there have been some lessons to be learned 
during the course of the implementation. Various unexpected factors delayed implementation of the 
pilot project with the SCADA system in the first half of the Project period and resulted in the extension 
of the Project period by 22 months. By the end of the extended Project period in March 2018, it is 
highly likely that the remaining pilot project activities with SCADA system will be implemented, and 
expected outcomes will be produced. 

3-6. Recommendations 
(1) Demarcation of responsibilities of improvement of the chambers  

1. Improvement works of the valve chambers and the demarcations of responsibilities (starting 
October 2016) 
・ Stopping ingress of water into the chambers through the periphery of manhole/opening covers 

located on the top slab of the chambers is the responsibility of the JICA Expert Team. 
・ Stopping ingress of water into the chambers through the top slab and side walls of the chambers 

is the responsibility of DJB. JICA Expert Team will provide technical guidance of the method for 
improvement to DJB. 

2. Construction of the remaining one valve chamber (starting October 2016) 
・ The Joint Mid-Term Review Team confirmed that DJB should construct the remaining one 

chamber immediately after the completion of installation of a flow control valve by Recktronic 
Devices and Systems (RDS).  

(2) Quality control of chamber construction    
It was relatively a new experience for DJB to construct chambers suitable for installing electrically 
operated valves, and hence certain challenges were faced during the construction of the chambers. 
Therefore, it is recommended that the top slab should be constructed post equipment installation as 
there will be less opening required. In this way, water seepage to the chamber can be reduced. In Yen 
loan project, learning from the lessons of this technical assistance, Reinforced Cement Concreate 
(RCC) chambers with provision of a drain pit should be constructed. 

(3) Ensuring sustainable utilization of the pilot SCADA system after the technical assistance period by 
applying knowledge and techniques gained through the project  

DJB should continuously utilize the pilot SCADA system located in Pitampura as a training facility 
for the enhancement of equitable water distribution and NRW monitoring even after completion of 
the technical assistance. The technical assistance project is designed with the aim for capacity 
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building of DJB staff. It is expected for DJB to maximize the utilization of the SCADA facility as the 
training site, where DJB staff from other areas can visit and receive training from the trained staff 
about the methods of monitoring and controlling water flow and pressure for equitable water supply 
to DMAs. Therefore, it is recommended for DJB C/Ps to start considering about how to disseminate, 
sustain and accumulate technical knowledge and skills utilizing the training facility and manuals with 
technical guidance by JICA Experts. 

(4) Adequate O&M of SCADA facility for ensuring quality control of service delivery 
DJB should prepare for undertaking responsibility for the operation and maintenance of the SCADA 
system in Pitampura (Pitampura Training Facility for SCADA system), and secure necessary budget 
and implementation structure for this purpose. Therefore, as agreed at the earlier JCC meeting, DJB 
will take up O&M of the SCADA system by engaging a qualified agency after taking over the 
SCADA system from JICA. In addition, it is expected to conduct inspection at least once a year so 
that cleaning and dewatering can be done. Therefore, by the end of the Project period, it is preferable 
that DJB engineers from Civil and E&M units get necessary on-site training for the inspection 
process of chambers by JICA Experts. 

(5) Consideration of the implementation process of the Project activities to enhance senior officials’ 
involvement and sense of ownership towards the Project  

In order to promote sustainability of the Project’s effects, it is essential to enhance the sense of 
ownership towards the Project among senior officials of DJB. It is expected to further promote 
information and opinion exchanges between DJB C/Ps and JICA Experts. Therefore, it may be 
recommended for DJB C/Ps and JICA Experts to discuss and plan in order to increase involvement of 
senior officials to the site before starting the pilot project at Pitampura. Moreover, in order to 
minimize the effect of personnel changes that frequently occur in DJB, it is essential for JICA Expert 
team to share their technical expertise and follow-up with more than one engineer. 

(6) Utilization of good practices and lessons of the technical assistance Project to the Yen loan project, 
etc.  

It is recommended for DJB to continue reflecting good practices and lessons learned from the 
technical assistance project to the Yen loan project in order to improve implementation process as 
well as other project in an efficient manner (e.g. specifications of the chambers for preventing water 
ingress and electricity leakage, the method of supervising civil works, process for obtaining road 
drilling permits from different authorities, etc.) It is expected that impacts will be expanded 
throughout DJB. 

(7) GIS information updating 
As indicated in the “GIS and RMS utilization application and development scenarios” developed 
through Output 3 of the Project, it is essential for DJB to have fully updated facility information in 
GIS, in order to start practicing asset management in future in accordance with the “Asset 
Management Guideline.” Since DJB is planning to strengthen GIS mapping, which is managed by the 
Mapping Cell, through Package 5 of the Yen loan project, it is expected of DJB to accelerate the 
tendering process so that the Mapping Cell can continue building a sound information management 
system.  

3-7. Lessons Learned 
(1) Active cooperation by the senior officials for the household survey for NRW leading to the 

expansion of the household survey in the areas beyond the Project target sites <Good Practice> 
Concerning calculation of NRW, the Project conducted the household survey as well as checking data 
of consumer ID registered in the RMS with tariff record, etc. Effectiveness of the survey was 
recognized among senior officials, and now the same survey approach has been applied to other areas 
in Delhi. It shows that strong commitment by senior officials has direct impacts to promote relevant 
activities. Hence, it is essential to capture the situation on sites and understand the issues on ground 
for further strengthen the business management as well as facility management by making adequate 
decision. 
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(2) Expanding the scope of the Yen loan project package for the improvement of DJB’s business 
management  <Good Practice> 

One of the Project Purpose indicators is to reflect the Asset Management Guideline based on the 
GIS/RMS development scenario into the Package 5 of the Yen loan Project. In addition to the initial 
plan such as installation of GIS equipment at WTP and pump stations, DJB is working on integrating 
new components such as installation of GIS terminal and filing system to each zonal office, and 
development of the customer information system, etc. As a result of such positive flexible scope 
change, these components are expected to enhance business management of DJB. 

(3) Consideration of the timeframe required for obtaining permissions from the third parties  
In order to conduct test drilling of the pipes, it is required to obtain the permission from MCD and 
PWD, etc. for different test drill sites. However, the process took the long period and affected the 
schedule of the Project activities. Thus, it is essential to review the experiences from the past projects 
and make sure to set the sufficient timeframe for the permission process into the operational plan 
from the designing stage of the similar projects. 

(4) Ensuring risk control for inputs, which implementation responsibilities are shared by both parties 
In case of the chamber construction and constructing important facilities with local resources, it is 
essential to assign engineers from the C/P organization to provide direct supervision of the quality 
control on sites. At the same time, the Project learned a lesson that it would be necessary for JICA 
Experts to pay attention to inputs made by C/P through providing technical guidance with their 
expertise to ensure the progress and quality of the work. 
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第１章 中間レビュー調査の概要 

１－１ 調査団派遣の経緯と目的

インドにおける安全な水へのアクセス率は、1990 年に都市部 90%、農村部で 66%であったもの

が、2008 年には都市部 96%、農村部で 84%へと改善しており、「第 11 次 5 カ年計画」（2007 年 4
月～2012 年 3 月）で掲げられている「インド全土での飲料水への持続的なアクセスの確立」とい

う目標に向けて着実に改善が見られたものの、人口増加や経済発展に伴う上水需要の増加に依然

として施設整備が追いついていない。加えて、「第 12 次 5 カ年計画」（2012 年 4 月～2017 年 3 月）

では、2017 年度までに都市部全人口への上水供給、24 時間連続給水、均等給水の実現、水道事業

体の独立採算経営（O&M コストに対するコストリカバリーの実現）の達成が目標として含まれ

ており、水量、水質、及びサービスの面で依然として数多くの問題を抱えている。デリー準州で

は給水時間が約 3 時間/日であり、その主な原因は、限られた水源と、高い無収水率が挙げられる 6。
無収水率は 40－50%と言われており、主に施設の老朽化及び不十分な運転維持管理による漏水と

盗水に起因する。最も古いチャンドラワール浄水場、送配水施設は 1937 年に建設され、1950 年

代を中心に施設整備が進められてきたため、近年では施設老朽化による劣化が問題となっている。

しかし、施設データの整備が出来ておらず、施設更新計画を含む長期アセットマネジメント計画

を有していないことから、計画的な施設の更新が実施されてこなかった。さらに、適切な運転維

持管理がなされておらず、無収水の原因分析やその対策が出来ていない。加えて、配水量の地域

毎のばらつきがあることから地域間の水圧差が生まれ、水圧の高い地域では漏水量が増える原因

の一つとなっている。これらに起因する高い無収水率は財務状況を悪化させ、必要な施設投資を

行うことが出来ず、さらなる無収水率の悪化を招くという悪循環が生じている。 

かかる状況に対応すべく、2008 年にデリー開発庁により策定された「デリー都市計画 2021」
の中で、特に上水道セクターについては無収水削減対策と均等給水の必要性が指摘されており、

デリー上下水道公社（Delhi Jal Board：DJB）は当該計画に基づいた事業実施を推進することが求

められている。その一環として、JICA は開発調査「デリー水道事業改善計画調査」（2009 年度－

2011 年度）を通じマスタープラン策定を支援した。同マスタープランでは、2021 年を目標年とし、

均等給水実現と無収水率対策を実施するために、配水方式について 124 の配水区に設定した。さ

らに、各配水区にて 3 階層①浄水場から配水池、②配水池から小ブロック（District Metering Area：
DMA）、③小ブロック内配水に送配水を分け、それらを SCADA7 で監視・制御を行い、小ブロッ

ク単位での無収水対策を行うことを提案し、必要な施設整備計画を作成した。 

このような背景から、インド政府は日本政府に対して、同マスタープランの中で最優先事業と

                                                        
6 無収水量とは、水道システムに投入された水量のうち、水道料金の請求対象にならない水量のことである。無効水量（漏水

等） 及び有効無収水量（水道水として利用されたが料金徴収の対象となっていない水量）から構成されており、限られた

水資源を効 率的に給水できているかを見る一つの指標である。デリー準州の場合、気候条件から水源が限られているため、

無収水を削減し、 既存水源を最大限に活用することが求められている。 
7 SCADA とは計測データの制御及び監視システム（Supervisory Control and Data Acquisition の略）。適時の流量、水圧などのデ

ータ取得と遠隔でのバルブ等の操作を行う遠隔監視制御システムであり、計測データに基づくタイムリーな流量、水圧の調

整が可能となる。 



 

－2－ 

されていたチャンドラワール浄水場系統について、既存上水道施設のリハビリによる給水サービ

ス改善を目的とする、円借款「デリー上水道改善事業」（2012 年 10 月－2023 年 1 月）（以下、「本

体事業」という）を要請した。想定される事業工期も長いこと等から、本体事業の実施促進支援、

ハード支援と技術協力の相乗効果による開発効果増大を目指すことを目的とした円借款附帯プロ

ジェクトの実施が合意された。2012 年 12 月に「デリー上水道運営維持管理能力強化プロジェク

ト」（以下、「本プロジェクト」という）の詳細計画策定調査が行われ、本体事業および本プロジ

ェクトの枠組みが合意され、2013 年 6 月～2016 年 5 月（3 年間）の予定で本プロジェクトは開始

された。 

本プロジェクトでは、DJB の「デリー上水道改善事業」実施、維持管理に係る能力が強化され

ることを目指し、総括/上水道計画、副総括、送配水管網、水道事業経営、GIS マッピング、SCADA、

無収水分析、DMA、漏水探査、GIS 活用計画、業務調整、土木等の分野で 13 名の専門家を派遣

して活動を進めている。 

成果 1「チャンドラワール浄水場系統の施設データ・情報における DJB の管理能力が強化さ

れる。」及び、成果 3「GIS/RMS（収入管理システム）活用に係る段階ごとの発展シナリオ案が作

成される。」については、現時点で成果を達成し活動を終えている。一方、プロジェクトの成果 2
「均等給水・無収水管理のための配水コントロール・モニタリングに係る DJB の能力が強化され

る。」にかかる活動は、当初 2016 年 5 月までに終了する予定であったが、以下の理由（※）によ

り関連する活動である遠隔データ収集・監視制御システム（SCADA）の導入が遅れているため、

期間を延長する必要が生じた。2016 年 3 月に R/D の修正が承認され、プロジェクト期間は 2018
年 3 月まで延長、全体期間は 4 年 10 カ月となった。 

今回実施する中間レビュー調査は、プロジェクト活動の実績、成果を評価、確認するとともに、

今後のプロジェクト活動に対する提言及び今後の類似事業の実施に当たっての教訓を導くことを

目的とした。 

※プロジェクト期間を延長した理由：SCADA 導入の遅延 

（１）SCADA 導入にかかる仕様確定の遅れ（9 カ月延長） 
SCADA 業者選定に必要となる仕様書を作成する際に、既設パイプラインの配置位置やサイズを確認する

必要があったが、想定以上に管網情報が欠損し、かつ、不正確であったことから、データ収集や追加的な

試掘調査を実施するなどの情報確認に多くの時間を要した。 

（２）バルブ・チャンバーの改良工事（1 年 1 カ月延長） 
SCADA の導入にあたっては、これを構成する流量計やバルブ制御装置（アクチュエータ）を、DJB が道

路下に埋設するチャンバーに設置する予定であった。しかし、デリーでは雨季に道路が冠水し、そのチャ

ンバーの施工不良もあって、チャンバー内に雨水が流れ込むことが判明した。設備保護や漏電による危険

性を排除するため、チャンバーの改良並びに試験施工が新たに必要となっており、改良工事等に係る期間

プロジェクトを延長する必要が生じた。 
 

１－２ 調査団日程

本現地調査は 2016 年 7 月 18 日から 8 月 4 日の日程で実施された。詳細は「付属資料 1. 協議

議事録 ANNEX 4」を参照されたい。 
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成果 3 の C/P・前プロジェクト副マ

ネジャー 
Mr. Rajesh Mittal Chief Engineer (Water) Project, 

DJB 
プロジェクトマネジャー 

Mr. Ramesh Thakur Chief Engineer (West), DJB 成果 3 の C/P 
Mr. Ajay Kumar Superintending Engineer (Project) 

Water-III, DJB 
プロジェクト副マネジャー 

Mr. B.S. Rawat Executive Engineer (Project)  
Water-II, DJB 

フォーカル・パーソン 

１－４ 主要面談者

主要面談者は「付属資料 1. 協議議事録 ANNEX 3」を参照されたい。 

１－５ プロジェクトの概要

  (1) 有償勘定技術支援の概要： 
案件名 デリー上水道運営・維持管理能力強化プロジェクト 
カウンターパート機関 デリー上下水道公社（Delhi Jal Board） 

プロジェクト期間 当初計画：2013 年 6 月～2016 年 5 月（3 年間） 
変更計画：2013 年 6 月～2018 年 3 月（4 年 10 カ月間） 

対象地域 デリー準州内チャンドラワール浄水場系統、及びピタンプラ地区

（パイロットプロジェクトサイト） 
受益者 DJB 職員 
上位目標 デリー準州において、給水装置を含む既存の上水道施設を改築・

更新することにより、24 時間連続給水かつ、均等で安定的給水サ

ービスの提供を図り、もって同地域住民の生活環境の改善に寄与

する。 
【指標】 

a. チャンドラワール浄水場系統内の顧客に対して 24時間連続

給水が実現する。 
b. チャンドラワール浄水場系統における無収水率が 15%以下

になる。 
c. チャンドラワール浄水場系統における水道料金徴収率が

90%以上となる。 
プロジェクト目標 DJB の「デリー上水道改善事業」実施、維持管理に係る能力が強

化される。 
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【指標】 
a. 送配水管網に係る基礎情報が、DJB が作成する本体事業の

コンポーネント②-④に係る DPR に反映される。 
b. パイロットプロジェクトの対象 DMA 間における差（水圧

差 X メートルから Y メートルへ、及び給水管接続一件あた

りの平均水量の差 Xm3 から Ym3 へ）が減少する。 
c. GIS/RMS（収入管理システム）の段階ごとの開発シナリオ

案に基づくアセットマネジメント導入ガイドラインが、DJB
が作成する本体事業のコンポーネント⑤に係る DPR に反映

される。 
成果 チャンドラワール浄水場系統の施設データ・情報における DJB

の管理能力が強化される。 
【指標】 

1a. 本体事業建設に係る横断工法及び布設方法が DJB によって

決められる。 
1b. 本体事業における送配水管の布設位置（場所・深さ）が DJB

によって決められる。 
均等給水・無収水管理のための配水管理、操作に係る DJB の能力

が強化される。 
【指標】 

2a. DJB がマニュアルやガイドラインに従い SCADA を用いて

パイロットエリアにて流量、水圧を適切にコントロールで

きる。 
2b. パイロットエリア内の無収水率が明確になり、継続して把

握される。 
GIS/RMS（収入管理システム）活用に係る段階ごとの発展シナリ

オ案が作成される。 
【指標】 

3a. アセットマネジメント導入ガイドライン案が作成される。
 

  (2) 関連円借款「デリー上水道改善事業」概要： 
プロジェクト期間 2012 年 10 月 29 日～2023 年 1 月 23 日を予定（計 123 カ月） 
対象地域 デリー準州 
総事業費 34,310 百万円（うち、円借款対象額：28,975 百万円） 
事業目的 インド北部デリー準州において、既存の上水道施設を改築・更新

することにより効率化し、24 時間連続且つ、均等な安定的給水サ

ービスの提供を図り、もって同地域住民の生活環境の改善に寄与

するもの 
成果 チャンドラワール浄水場系統区における上水道施設（浄水場、ポ

ンプ場、送配水管、給水管、水道メーター等）の改築・更新 
浄水場の更新 
本事業で対象となる浄水場は、二系統。 
・ チャンドラワール I：ろ過池、浄水池、ポンプ場、塩素注入設

備の更新 
・ チャンドラワール II：高速凝集沈澱池、ろ過池、浄水池、ポン

プ場、凝集剤注入設備、塩素注入設備の更新 
送配水管新設及び更新、送配水ポンプの更新、給水管及び水道メ

ーターの取替 
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本事業では送水系統を 3 分割。 
・ 送水管 50.8km（新設 20.8km、更新 30.0km） 
・ 配水本管 62km（新設 43km、19km） 
・ 配水管 528km（新設 191km、391km） 
・ 給水管 約 22 万戸（対象地域内全戸更新） 
・ 水道メーター 約 22 万戸（対象地域内全戸更新） 
配水制御システム（SCADA）の導入及び上水道施設データに係

る GIS の改善等 
SCADA システム導入 
・ 中央水管理センター 1 カ所 
・ 浄水場 SCADA 2 カ所（チャンドラワール I 及び同 Ⅱ） 
・ 配水 SCADA 1 式（18 配水池、141DMA） 
GIS 強化 
・ デリー準州全域を対象とした施設データの更新 
コンサルティング・サービス（詳細設計、入札補助、運営・維持

管理体制強化、施工監理、住民啓発活動支援等） 
調達パッケージ  パッケージ パッケージ数 調達方法 

1 浄水場更新 1 ICB 
2 送配水管路布設（西地区） 1 ICB 
3 送配水管路布設（中央地区） 1 ICB 
4 送配水管路布設（東地区） 1 ICB 
5 GIS システム整備 1 ICB 
6 住民啓発活動 1 LCB 

本プロジェクトとの関

連 
GIS による上水道施設データ管理や、GIS・SCADA を活用した均

等給水実現及び NRW 削減に係る DJB の運営・維持管理体制の強

化において、日本の地方自治体の知見を活かした円借款附帯プロ

ジェクトを通じた支援を実施。 
 

本体事業と本プロジェクトの関係性を図 １－１に示す。DJB は各パッケージ（No.1～5）の詳

細設計（Detailed Design：DD）を基に、プロジェクト実施報告書（Detailed Project Report：DPR8）

を作成し、都市開発省（Ministry of Urban Development：MoUD）へ提出し、承認申請を行う。同

省の承認に続き、財務省経済局（Department of Economic Affairs, Ministry of Finance：DEA）が承

認を行う9。これらの省の承認を受け、DJB は入札書の交付を開始する。2016 年 7 月時点のスケ

ジュールと進捗を表 １－１に示す。 

                                                        
8 Detailed Project Report:詳細設計や Feasibility Study を含むプロジェクトの詳細が記載されたレポートで、インド国内の計画

や投資に係る意思決定の根拠となる文書である。本体事業各コンポーネントにおいて、施工業者調達に向けた公示を行う前

にインド国都市開発省から DPR の承認を得なければならない。 
9 円借款コンサルタントによると、最大規模のパッケージ①に関しては、MoUD の精査、承認プロセス、DEA による承認まで

1 年間かかった。この経験を踏まえ、パッケージ②③④に関しては、申請から承認まで 3-4 カ月を要すると想定されている。 
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図 １－１ 本体事業と本プロジェクト（有償勘定技術協力）との連携 

（出所：JICA 専門家チーム作成資料、2016 年 7 月） 
 

表 １－１ 各調達パッケージのスケジュールと進捗（2016 年 7 月） 

No 件名
10

進捗

DPR の都市

開発省への

提出時期

入札書

交付時期
調達方法 入札書類

1 
チャンドラワール

浄水場及び中央水

管理センター 

1) DPRとDD: MOUD、及びDEA承認済 
2) 入札書：作成、交付済 

2015 年 
6 月 30 日

2016 年

7 月 15 日

(交付済)

国際競争入札
(International 
Competitive 

Bidding:ICB) 
一段階三札入札 

標準入札書類
(Standard 

procurement 
document: 
SPD, Bid 

Data Sheet: 
BDS) 

(Works) 

2 送配水管路布設 
（西地区） 

1) DPE 案/DD：円借款コンサルタントから

2016 年 3 月に提出。DJB 精査中。 
2) 入札書: 
 標準入札書類作成済（パッケージ 2,3,4）
 仕様書（業務のスコープ、技術仕様書）

は円借款コンサルタントにより作成

（2,3,4 共通、各パッケージ内容により

微調整） 

2016 年 
10 月予定

2017 年

3 月予定

ICB 
一段階三札入札 

SPD,BDS 
(Works) 

                                                        
10 パッケージ名（英語）1. Chandrawal WTP & Central Water Management Center、2. Water Supply, DMA and NRW reduction under 

Chandrawal Command Area – West, 3. Water Supply, DMA and NRW reduction under Chandrawal Command Area – Central, 4. Water 
Supply, DMA and NRW reduction under Chandrawal Command Area – East）, 5a. Updating GIS infrastructure (Urgent matter), 5b. 
Strengthening GIS mapping and Asset Management Plan. 

2023

10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 7 8 9 10 11 12 1

Assistance Project (AP) ▲ ▲ ▲

Commencement Original Termination Extended Termination

AP Output 1, Central

AP Output 1, West

AP Output 1, East

AP Output2, SCADA Operation

AP Output 3, GIS and Asset Management

L/A End

Yen Loan (YL) ▲ ▲ ▲ ▲

L/A（～2023.1） Consultant Contract（～2022.9） Consultant End

YL Package 1, WTP Design DPR Expected Bidding
2nd to DJB    1st to MoUD

Design & DPR ▲ ▲ ▲ ▲ ▲ ▲

１st to DJB Final to DJB        2nd to MoUD Final to MoUD

Tnder Documents ▲ ▲ ▲

Documents １st to DJB 1st to JICA Final to JICA
YL Package 2, West

Design & DPR ▲

Design and Documents １st to DJB
Tnder Documents

YL Package 3, Central

Design & DPR ▲ ▲

Design and Documents １st to DJB Final to DJB
Tnder Documents ▲ ▲

１st to DJB       O & M Model 
YL Package 4,East decided by DJB

Design & DPR ▲

Design and Documents １st to DJB
Tnder Documents

YL Package 5, GIS Development
Present'n Present'n

Tnder Documents ▲ ▲ ▲ ▲

Draft to DJB Final Draft
to DJB

YL Package 6, Public Outreach Programme ▲ ▲

Present'n Present'n

20132012 …………2018 20222017201620152014

Guideline/operation
Manual will be 
transferred toDJB.
And  Knowhow of 
SCADA O&M and NRW 
analysis, learned at 
SCADA Pilot Project , 
will be utilized after 
commencement of 
SCADA system to be 
installed by the Loan 

Report on pipe replacement  criteria
and pipe route and crossing has been 
accepted by DJB and  transferred to Yen
Loan Consultants.

Report on Step wise scenario for utilizing 
GIS has been accepted by DJB and  
transferred to Yen Loan Consultants.
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No 件名
10

進捗

DPR の都市

開発省への

提出時期

入札書

交付時期
調達方法 入札書類

 維持管理方法：入札様式、業務要件、契

約条件が円借款コンサルタントにより

作成。デリー政府により精査中（DJB の

カスタマーインターフェースを維持す

る方向性）。 
 入札書：上記がデリー政府に承認された

時点で最終化予定。 

3 送配水管路布設 
（中央地区） 

1) DPE案/DD：2015年8月に円借款コンサ

ルタントにより作成されたDPR案に対

し、2016年3，5月にDJBがコメント。2016
年7月、MoUD承認用の最終DPRが円借

款コンサルタントからDJBへ提出され

た。 
2) 入札書：パッケージ②と同様。 

2016 年 
9 月予定 

2017 年

1 月予定

ICB 
一段階三札入札 

SPD,BDS 
(Works) 

4 送配水管路布設 
（東地区） 

1) DPR案/DD: 全ての調査、水理模型、基

礎設計が完了し、DPR案が円借款コンサ

ルタントにより作成中。 
2) 入札書：パッケージ②と同様。 

2016 年 
11 月予定

2017 年

5 月予定

ICB 
一段階三札入札 

SPD,BDS 
(Works) 

5 

GIS システム整備 
Strengthening of 

GIS mapping  

1) 調達方法とスコープ変更：2つの調達に

分ける（下記5.A, 5B）予定。DJB承認手

続き待ち。 
2) 入札書：パッケージ②と同様。 

- - 調達方法の 
変更申請中 

- 

5. A. GIS 施設整備 5.A. - DJB の標準発注書 N/A 2016 年

9 月予定
直接契約 DJB 規定様式

5. B. GIS マッピン

グ、アセットマネジ

メントプラン強化 
5.B. – 業務要件の作成中。 N/A 2016 年

12 月予定

ICB 
一段階二札入札 

BDS 
(設計 Design 

Build) 

6 住民啓発活動 

1) 委託事項（Terms of Reference）:ベース

ライン調査のTORが円借款コンサルタ

ントにより作成され、DJBが精査中。 
2) 提案依頼書（Request for Proposal: 

RFP)：標準提案依頼書（Standard Request 
for Proposal: SRFP）を作成中。 

N/A 2016 年

9 月予定
ショートリスト SRFP 

出所：JICA 専門家チーム提供の円借款コンサルタント作成資料（2016 年 7 月）。“JICA Loan Agreement No ID P-225 Project status 
and scheduling report on JICA assisted-Delhi Water Supply Improvement Project in Chandrawal WTP command area” (June 27, 2016) 
備考：各パッケージの DPR は以下のとおり構成される【パッケージ 1, 2, 3, 4: a) Preliminary design, b) Detailed design (by 
contractor for Package 1), c) Cost estimation, d) Implementation schedule, e) Environmental and social impact, f) Institutional aspects, 
and g) Financial plan】【パッケージ 5: a) TOR – Implementation strategy, b) Cost estimation, c) Implementation schedule, d) 
Environmental and social impact, e) Institutional aspects, and f) Financial plan】 
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第２章 中間レビュー調査の方法 

２－１ 評価の手法

日本側、インド側の評価調査チームが合同で、現行プロジェクト・デザイン・マトリックス

（Project Design Matrix：PDM）と評価 5 項目（表 ２－１）による評価手法を用い、以下のとお

り中間レビューを実施した11。 

  (1) プロジェクトの実績 
PDM 最新版に基づき、プロジェクトの実績に関する情報を収集し、投入実績、成果の達

成度、プロジェクト目標、および、上位目標の達成見込みを確認した。PDM（Version 5）は

「付属資料 1. 協議議事録 ANNEX 1」を参照されたい。 

  (2) プロジェクトの実施プロセス 
詳細活動計画（Plan of Operations：PO）に基づき、プロジェクトの実施プロセスを把握す

るとともに、貢献要因および阻害要因を確認した。 

  (3) 評価 5 項目の視点に基づく評価 
評価 5 項目（妥当性、有効性、効率性、インパクト、持続性）の観点から、評価グリッ

ドに沿って評価した（「付属資料 2. 評価グリッド（調査結果）」を参照）。 

  (4) 提言と教訓の抽出 
プロジェクト残存期間の活動に係る提言、及び類似案件に対する教訓を抽出した。 

表 ２－１ 評価 5 項目 

妥当性 
プロジェクトのターゲットグループのニーズへの整合性、プロジェクト内容の先

方政府と援助側の政策や優先順位との整合性、プロジェクトの戦略やアプローチ

の妥当性に関する視点。 

有効性 プロジェクトの達成見込みと、その達成がアウトプットの達成によりもたらされ

るかに関する視点。 

効率性 
アウトプットの達成状況と投入がいかにアウトプットの達成に転換されているか

（量的、質的観点）に関する視点。他のアプローチと比して最も効率的な方法を

適用しているかも必要に応じ問う。 
インパクト 
（予測） 

上位目標の達成見込みと、プロジェクトの実施による直接/間接的な影響。また、

正/負、予期した/予期していない影響の計測。 
持続性 

（見込み） プロジェクト終了後にプロジェクトがもたらした効果の持続性を問う視点。 

 

２－２ 主な調査項目とデータ収集・分析方法

評価グリッドに基づき、5 項目それぞれに設置した調査項目に沿って定性的、定量的データを、

以下の方法で収集した（表 ２－２）。調査項目については、「付属資料 2. 評価グリッド（調査結

                                                        
11 「JICA 事業評価ガイドライン第 2 版」（2014 年）、「JICA 事業評価ハンドブック(ver.1)」（2015 年 8 月）に基づく。 
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果）」、及び面談者一覧は「付属資料 1. 協議議事録 ANNEX 3」を参照されたい。 

表 ２－２ データ収集方法 

1 文献調査 

プロジェクト関連

資料のレビュー 

事前評価表、ワークプラン（第 1 年次、第 2 年次、第 3 年

次、第 4 年次）、業務進捗報告書（第 1 号、第 2 号、第 3 号、

第 4 号、第 5 号、第 6 号）、コンサルタント業務従事月報等

技術協力成果品 
「鉄道・下線等の横断箇所の施工検討書」、「パイプ布設位

置及び深さに関する設計案」、「GIS/RMS 活用・開発シナリ

オ報告書」、「アセットマネジメント導入ガイドライン」 

政策文書 
インド国「第 12 次 5 カ年計画（2012－2017 年）」（Twelfth Five 
Year Plan 2012-2017）、「デリー都市計画 2021」（Master plan for 
Delhi-2021）、DJB Citizens Charter 等 

2 調査票調査 
DJB 職員 8 人 

専門家チーム 1 件 

3 インタビュー 
DJB 職員 22 人 

専門家チーム 8 人 

4 現地踏査 

 チャンドラワール浄水場 I 

 ピタンプラ地下配水池 

 耐水性試験デモンストレーション用チャンバー 

 ピタンプラ地区公園内設置チャンバー（4 カ所） 

 中央地区調査対象地域 
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第３章 プロジェクトの実績と実施プロセス 

本プロジェクトの実績においては、PDM に基づいた投入、活動、成果、プロジェクト目標、上

位目標の達成状況を確認した。PDM は「付属資料 1. 協議議事録 ANNEX 1」を参照されたい。 

３－１ 投入実績

 ３－１－１ 日本側の投入 

  (1) 専門家派遣 
プロジェクト終了までの投入計画（合計 110 人月（MM））に基づき、①総括/上水道計画、

②副総括/送配水管網（2）、③水道事業経営、④送配水管網（1）、⑤SCADA、⑥無収水分析、

⑦DMA、⑧漏水探査、⑨GIS 活用計画、⑩業務調整/GIS マッピング補助、⑪土木 1、⑫水

道事業経営補助/土木 2、⑬GIS マッピングの分野においてシャトル型専門家が延べ 13 名派

遣されている。本調査時点の投入実績は合計 96.20 人月（MM）（2016 年 7 月末時点）であ

る。詳細は、「付属資料 1. 協議議事録 ANNEX 5」を参照されたい。 

  (2) 供与機材 
供与機材及び携行機材の支出実績（1 年次から 3年次）は中間レビュー時点で 5,855万 8,000

円である。第 1 年次には、プロジェクト実施に必要な、管探知機、管厚計等計測機器、パソ

コンなどのオフィス機器、GIS ソフト、プリンター、GPS などが投入されている。また、第

2～3 年次には、パイロットプロジェクトに必要な SCADA 関連資機材（コントロールバル

ブ、流量計、水圧計、SCADA システム）などが調達されている。機材リスト詳細は「付属

資料 1. 協議議事録 ANNEX 6」を参照されたい。 

表 ３－１ 供与機材費（2016 年 6 月） 

1 年次 2 年次 3 年次 4 年次 5 年次 合計 
（円） 2013.06-2014.05 2014.06-2015.05 2015.06-2016.05 2016.06-2017.05 2017.06-2018.03 

3,518,000 42,061,000 12,979,000 0 N/A 58,558,000
（単位：円） 

  (3) 現地業務費 
日本側現地業務費として中間レビュー時点で、合計 2,209 万 3,000 円が拠出されている。

主な支出項目は、第 1-2 年次に支出された、試掘サイトの舗装工事費のほか、セミナー開催

費、車輌借上費、現地傭人費等である。 

表 ３－２ 現地業務費（2016 年 6 月） 

1 年次 2 年次 3 年次 4 年次 5 年次 合計 
（円） 2013.06-2014.05 2014.06-2015.05 2015.06-2016.05 2016.06-2017.05 2017.06-2018.03 

8,655,000 8,670,000 2,368,000 2,400,000* N/A 22,093,000
*第 4 年次は計画額（単位：円） 

  (4) 本邦研修 
第 2 年次、2014 年 11 月 9 日～19 日の期間に実施された本邦研修に 8 名の C/P が参加した
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（参加者リストを表 ３－４に示す）。研修プログラムは 3 つのテーマで構成された（表 ３
－３）。日本側の研修費用支出実績は 417 万円である（C/P の旅費、交通費、研修管理員費）。 

表 ３－３ 本邦研修プログラム 

科目 内容・目的 実施機関 
無収水削減、及び

DMA マネジメント 
無収水削減に関する講義、漏水探知に関するフィールド実習

目的：無収水削減マネジメント、作業実施に係る能力の強化

東京都水道局 
東京水道サービス株式会社

GIS 及び収入管理

システム活用 
GIS 講義、実習、メーター検針業務視察 
目的：GIS マッピング、RMS の活用にかかる能力向上、アセ

ットマネジメントにかかる理解の向上 

東京都水道局 
東京水道サービス株式会社

株式会社クボタ 
SCADA を用いた均

等給水 
SCADA の概念、仕組みに関する講義、実機を使ったデモンス

トレーション、浄水場中央管理室視察 
目的：SCADA システムを用いた水運用（均等給水）に係る能

力の向上 

東京都水道局 
東京水道サービス株式会社

株式会社日立製作所 

 

表 ３－４ 本邦研修参加者リスト 

氏名 参加時の職位（2014 年 11 月） 
Mr. Amit Satija Additional CEO, Director (Finance), Project Management, Administration & 

Finance Division 
Mr. Ravindra Singh Negi Chief Engineer (Water) Project Division 
Mr. Balwan Singh Jaglan Director, Bottling plant division 
Mr. Vikram Singh Superintending Engineer, Project (Water) & Mapping Cell/ IT Division 
Mr. Ajay Gupta Superintending Engineer (Civil), Superintendent Engineer (Central) Division 
Mr. Ajay Kumar Gupta Superintending Engineer, Ground Water Cell and Planning (Water) Division 
Mr. Chander Parkash Executive Engineer, Mapping Cell Division 
Mr. Naresh Kumar Deputy Director, Revenue Division 

 

 ３－１－２ インド国側の投入 

  (1) カウンターパート（C/P）の配置 
DJB は C/P を 11 ポジションに配置した（詳細は「付属資料 1. 協議議事録 Annex7」の

とおり）。プロジェクトダイレクター（Additional Chief Executive Officer/Director, Finance & 
Accounts）、プロジェクトマネジャー（Chief Engineer, Water Projects）、副プロジェクトマネ

ジャー（Superintending Engineer (Project) Water-III）に加え、各成果にカウンターパートが以

下のとおり配置されている。 

【成果 1】 Superintending Engineer (WW)-I, Superintending Engineer (Central), Superintending 
Engineer (Project) Water-III（3 名） 

【成果 2】 Superintending Engineer (North West), Superintending Engineer (Project) Water-III, 
Executive Engineer (E&M) W&S N/W（3 名） 

【成果 3】 Director (Revenue), Superintending Engineer (Mapping Cell)（2 名） 

プロジェクト開始から中間レビュー時点までに配置された C/P 数は延べ 19 人である12。 

  (2) 施設の提供 
DJB 敷地内にプロジェクト事務所、DJB ピタンプラ事務所13内に、専門家用執務室が提供

                                                        
12 この他、成果 1 の活動（GIS の確認、道路試掘許可）に約 57 人、成果 2 の活動（漏水探知、無収水戸別調査）約 59 人、成

果 3 の活動（アセットマネジメント、浄水場の機材点検、GIS 関連）には約 12 人が参加した。 
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された。このほか、ピタンプラ配水池に SCADA コントロール室が提供される予定である。 

  (3) プロジェクト現地経費の負担 
DJB によるプロジェクト活動経費は本調査時点で以下のとおり支出されてきた14。 

 チャンバー建設費、道路舗装費：約 2,503,800 円（Rs.1,500,000） 
 チャンバーへの電気・通信契約費：約 83,460 円（Rs.50,000） 
 チャンバー耐水性試験用給水車手配（2016 年 6 月、4～6 トン車ｘ10 回）：約 16,692

円相当（Rs.10,000） 

３－２ 活動実績

プロジェクト活動は 2016 年 3 月に改訂された PO に基づき実施されている。活動実績の詳細は

「付属資料 1. 協議議事録 1 Annex 8」を参照されたい。 

  (1) PO の変更理由（2 年次、3 年次） 

 成果 1 に関し、デリー市、公共事業局などから道路掘削許可取得に時間を要し、試掘

調査等の開始が遅れた（活動 1-1、活動 1-2）。中央地区の調査は第 1 年次に計画され、

西地区及び東地区の調査は第 2 年次に計画され、各地区、2 カ月で完了することを当

初想定していた。プロジェクトチームは計画を変更し、試掘対象の候補サイト数を

600 から 300 まで減らすこととした。他方、管切断調査に関しては、当初計画の 30
カ所から 50 カ所まで増やし対応した。また、日本の更新管路の基準を参考に、対象

地区の更新管の基準案を策定した。中央地区での調査は、2 年次に完了するまで 10
カ月を要したものの、一定程度は遅れを取り戻し、円借款プロジェクトのコンサルタ

ントへ提出するための、管布設路線に関する測量図面、及び鉄道、河川などの横断箇

所の施工検討書を策定した。 
 成果 2 に関し、以下に示す理由により、SCADA システム導入を行うパイロットプロ

ジェクトの実施（活動 2-3）が遅延したことから、第 3 年次に PO が改訂された。そ

の結果、一連のパイロットプロジェクトの活動（活動 2-3、2-4）に関しては、プロジ

ェクト期間を 22 カ月間延長し（2018 年 3 月迄）、再計画された。協力期間延長に関

しては、2016 年 3 月 25 日に R/D の改訂に係る議事録が署名された。 

ア. SCADA 導入にかかる仕様書確定の遅れ（9 カ月延長）： 
SCADA 業者選定に必要となる仕様書を作成する際に、既設パイプラインの配置位置やサイ

ズを確認する必要があったが、想定以上に管網情報が欠損し、かつ、不正確であったこと

から、データ収集や追加的な試掘調査を実施するなどの情報確認に多くの時間を要した。 

イ. バルブ・チャンバーの改良工事（1 年 1 カ月延長）： 
SCADA の導入にあたっては、これを構成する流量計やバルブ制御装置（アクチュエータ）

を、DJB が道路下に埋設するチャンバーに設置する予定であった。計画の 14 カ所中、13
カ所のチャンバーが建設された後、2015 年 7 月、雨季に道路が冠水し、そのチャンバーの

施工不良もあって、チャンバー内に雨水が流れ込むことが判明した。設備保護や漏電によ

                                                                                                                                                                                   
13 DJB ピタンプラ事務所には、次の 3 つの機能が備わっている。：①North West ゾーンを統括する S.E.事務所としての機能、

②Division を構成する Ward の管路を管理する Z.E.（土木：NW III）事務所としての機能、 ③同一敷地内にある配水ポンプ

場及び配水設備を管理する E.E.（機電：W&S/NW）事務所としての機能。 
14 換算レート@1.6692JPY/Rs (JICA 統制レート 2016.05) 
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る危険性を排除するため、2016 年雨季にチャンバーの改良並びに試験施工が新たに必要と

なっており、14 カ所のチャンバー改良工事等に係る期間、プロジェクトを延長する必要が

生じた。 

ウ. SCADA システムによる日常モニタリング活動の遅延： 
SCADA システムの試運転は 2017 月 2 月頃を想定している。加えて、SCADA システムの

モニタリング期間、無収水率の算出含むマニュアル作成、文書化などの活動は約 1 年間

（2017 年 3 月～2018 年 8 月）を想定している（当初の PO で計画された活動項目に基づ

く）。 
 

  (2) 残りのプロジェクト期間中（第 4 年次、及び第 5 年次）に残された成果 2 の活動（活動

2-3、2-4） 
 2016 年 4 月から 7 月の間、チャンバー内部への漏水、漏電防止対策に基づき、デモ

ンストレーション用チャンバーの建設、及び、耐水性試験が実施され、改善効果が確

認された。具体的には、DJB の C/P（土木、機電）と JICA 専門家が共に活動し、以

下の対策を講じた。 

 「３－６－３ チャンバーの浸水及び漏電防止対策」に述べるとおり、雨季（2016 年

7 月末頃）にチャンバーの耐水性の実験が行われた。大雨のシミュレーションを経て、

中間レビュー調査中にマンホールが空けられ、耐水性強化技法の有効性が実証された。

2016 年 8 月上旬には、実証結果を踏まえ、既存のチャンバーに適用する、耐水性改

善方法を確定する予定である15。実際の改修作業は 2016 年 9 月頃から準備を始め、

同年 10 月～12 月には完了予定である。 

 2017 年 2 月に計画されている SCADA システムの試運転後、同機材は JICA から DJB
に供与される。 

 2017 年 3 月から 2018 年 3 月にかけて、SCADA システムの運転を通し、均等給水及

び無収水のためのモニタリング活動が計画されている。同時に、ガイドラインやマニ

ュアルの作成を行う活動が計画されている。 
 パイロットプロジェクトの成果については、セミナーなどを通し、DJB 内で共有され

る予定である。 

３－３ 成果の達成状況

本調査時点の各成果の達成状況は以下のとおりである。 

 

                                                        
15 その後、2016 年 8 月 4 日に開催された第 6 回 JCC において、既存チャンバーに適用する、耐水性改善技法が確認された。 
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 ３－３－１ 成果１の達成状況 

成果 1「チャンドラワール浄水場系統の施設データ・情報における DJB の管理能力が強化される。」

成果 1 は指標の達成状況に示されるとおり、本調査時点で既に達成されている。  

表 ３－５ 成果 1 指標の達成状況 

指標 達成状況

1a. 本体事業建設に係る

横断工法及び布設方

法が DJB によって決

められる。 

 第 2 年次、本体事業建設に係る、パイプ布設、及び鉄道、河川、排水

路、主要道路の横断方法を設計するための調査が完了した（2015 年 5
月）。 

 第 3 年次、パイプ布設工法（開削、トレンチレス）と横断方法（鉄道、

河川、排水路、主要道路）に関する設計案として、「鉄道・下線等の横

断箇所の施工検討書（Final Report on Pipe Replacement Criteria, August 
2015）」が作成された（2015 年 8 月）。同報告書は、本体事業の詳細設

計、DPR に活用された。 
1b. 本体事業における送

配水管の布設位置（場

所・深さ）が DJB に
よって決められる。 

 第 3 年次、「パイプ布設位置及び深さに関する設計案（Final Report on 
Pipe Alignment and Crossings & GIS Data Creation, August 2015）」（2015 年

8 月）が策定され、本体事業の詳細設計、及び DPR に活用された。 

 

 ３－３－２ 成果２の達成状況 

成果 2「均等給水・無収水管理のための配水管理、操作に係る DJB の能力が強化される。」

成果 2 は達成されていない。 

表 ３－６ 成果 2 指標の達成状況 

指標 達成状況

2a. DJB がマニュアル

やガイドラインに

従い SCADA を用

いてパイロットエ

リアにて流量、水圧

を適切にコントロ

ールできる。 

 中間レビュー時点では、指標（パイロットエリアの流量、水圧）に係

る情報は入手されていない。 
 活動 2-3-11 にかかる、流量、圧力コントロールと無収水モニタリング

のためのマニュアルとガイドラインは、活動 2-3-7、及び 2-3-9 実施結

果を反映し、作成される予定（2017 年 6 月～2018 年 3 月予定）。 

2b. パイロットエリア

内の無収水率が明

確になり、継続して

把握される。 

 中間レビュー時点では、指標データ（パイロットエリアの無収水率）

は入手されていない。無収水率の算定に必要な使用水量と配水量のう

ち、使用水量の算定が終了した。配水量は SCADA 設置後に分析する

予定である。 
 第 3 年次、DMA1-3 内の全ての顧客（約 5,000 戸）を対象にコマーシャ

ルロスの実態調査を行い、その結果を RMS の顧客管理番号である KNO
（Key Identification Number）を関連付けし、DJB の GIS へ反映させる

ために、JICA 専門家と DJB ピタンプラ事務所職員から成る調査チーム

は、戸別訪問調査を実施した。 
 他方、多くの家のメーターは宅内に設置されており、留守であると検

針が出来ない。この様な場合、正確な請求水量の把握が困難であり、

代わりに、過去の平均水量を用いるとか、検針できたタイミングで一

気に数カ月分を請求している例が多い。したがって、定期的な使用量

の把握が困難であり、その結果、適時適切な無収水の算出にも影響を

与える。 
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 ３－３－３ 成果３の達成状況 

成果 3「GIS/RMS（収入管理システム）活用に係る段階ごとの発展シナリオ案が作成される」

成果 3 は上記の指標の達成状況に示されるとおり、本調査時点で達成されている。 

表 ３－７ 成果 3 指標の達成状況 

指標 達成状況

3. アセットマネジメン

ト導入ガイドライン

案が作成される。 

 活動 3-5、活動 3-6 を通し、「GIS/RMS 活用・開発シナリオ報告書」、活

動 3-7 を通し「アセットマネジメント導入ガイドライン」が作成、提

出され、同ガイドラインは 2015 年 3 月に DJB によって承認された。
 

３－４ プロジェクト目標の達成状況

プロジェクト目標「DJB の『デリー上水道改善事業』実施、維持管理に係る能力が強化される。」

プロジェクト目標は指標の達成状況（表 ３－８）に示されるとおり、本調査時点では達成されて

いないが、プロジェクト完了時までには達成される見込みである。 

表 ３－８ プロジェクト目標指標の達成状況 

指標 達成状況

a. 送配水管網に係る基

礎情報が、DJB が作

成する本体事業のコ

ンポーネント②-④に

係る DPR に反映さ

れる。 

 成果 1で実施された調査活動を通し取り纏められた送配水管網に係る

基礎情報は、本体事業のコンポーネント②、③、④（②西地区、③中

央地区、④東地区の送配水管更新）に係る DPR 策定に、以下の段階

を経て反映されている。各コンポーネントの DPR が DJB 内で最終化

され、都市開発省の承認手続きのために提出されれば、指標（a）は

完全に達成される（提出予定は 2016 年 9-11 月）。 
1) 本体事業への収集された基礎情報の引渡し 

 中央地区（③）と西地区（②）の調査結果は 2014 年 12 月、東地

区（④）に関する調査結果は 2015 年 6 月に取り纏められた。DJB
内部の承認後、円借款コンサルタントに引き渡された。 

2) 収集された基礎情報に基づくコンポーネント②、③、④にかかる DPR
の作成と最終化 
 ②（西地区）：DPR 案は 2016 年 3 月までに作成され、DJB は同

DPR を精査し、配水システムと維持管理方法に関し変更を加え

た。 
 ③（中央地区）：DPR 案は 2015 年 8 月までに策定された。 
 ④（東地区）：DPR 案は借款コンサルタントが作成中であり、2016

年 8 月までに DJB に提出される予定。 
3) コンポーネント②、③、④に係る DPR 最終版の都市開発省への提出

 ②（西地区）：DJB が借款コンサルタントから DPR 最終版を受領

後、2016 年 10 月までに都市開発省へ提出することで、2017 年 3
月までに同省からの承認が得られ、入札書が交付されると想定さ

れている。 
 ③（中央地区）：DJB が借款コンサルタントから DPR 最終版を受

領後、2016 年 9 月までに都市開発省へ提出することで、2017 年

1 月までに同省からの承認が得られ、入札書が交付されると想定

されている。 
 ④（東地区）：DJB が借款コンサルタントから DPR 最終版を受領

後、2016 年 11 月までに都市開発省へ提出することで、2017 年 5
月までに同省からの承認が得られ、入札書が交付されると想定さ

れている。 
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指標 達成状況

b. パイロットプロジェ

クトの対象 DMA 間
における差（水圧差 X 
メートルから Y メー

トルへ、及び給水管接

続一件あたりの平均

水量の差 Xm3 から

Ym3 へ）が減少する 

 中間レビュー時点では指標（b）のデータは入手されていない。現在

のところ、システムの試運転は 2017 年 2 月、各 DMA の現況の水圧

状況を確認するためのベースライン調査は 2017 年 3 月に計画されて

いる。その後の、SCADA を活用したパイロットプロジェクトエリア

内の流量と圧力のモニタリング等は、2017 年 3 月～2018 年 3 月に実

施される予定である。 
 なお、未定のベースライン値（X）、目標値（Y）は活動 2-3-5（SCADA

システムによるパイロットプロジェクトエリア内の流量と水圧のモ

ニタリング）をとおし、設定される予定である。 
c. 「デリー上水道改善

事業」のコンポーネン

ト 5 の GIS/RMS アプ

リケーションの段階

的整備計画に基づい

たアセットマネジメ

ントの導入ガイドラ

インが DJB によって

DPR に反映される。 

 指標（c）は DPR が DJB で最終化され、都市開発省へ提出されれば、

完全に達成される。成果 3 で策定された、「GIS/RMS 活用・開発シナ

リオ報告書」、「アセットマネジメント導入ガイドライン」は、コンポ

ーネント⑤の DPR に反映されてきた。 
 GIS/RMS 開発シナリオでは、本体事業の L/A 締結時に承認されてい

たスコープ（浄水場やポンプ場の測量調査と GIS データ化）に加え、

DJB の経営改善に必要と考えられる開発項目（維持管理事務所への

GIS 端末設置、GIS ファイリングシステムの導入、顧客情報（メータ

情報）の整備、試掘による管路施設の情報制度向上等）が追加されて

いる。 
 同シナリオに基づき、DJB は Package 5 のスコープを 5.A（ソフトウ

ェアの調達を通しマッピングセルを強化することで GIS 施設の整備

を行う）及び 5.B（フィールド調査と検査のコンサルティング・サー

ビスを通した GIS マッピング、アセットマネジメントの強化）に分割

することを決めた。 
 DJB は 5.B の仕様書を作成中であり、入札書の交付を 5.A に関しては

2016 年 9 月、5.B に関しては 2016 年 12 月に予定している。 
 

コンポーネント②、③、④に加え、チャンドラワール浄水場、及び同浄水場系統の調査結果は

本体事業の DPR 策定に反映された。コンポーネント①は、本体事業の中で最大規模のパッケージ

であり、都市開発省の精査、及び承認手続きを完了し、入札書交付に至るまでに 1 年以上を要し

た。本プロジェクトの指標としてはコンポーネント①は設定されていないものの、DJB 職員、JICA
専門家、借款コンサルタントの連携による多大な努力が費やされ、その結果、本体事業の実施に

必要な DJB の能力は向上したと考えられる。



 

－17－ 

３－５ 上位目標の達成見込み

上位目標「デリー準州において、給水装置を含む既存の上水道施設を改築・更新することにより、

24 時間連続給水かつ、均等で安定的給水サービスの提供を図り、もって同地域住民の生活環境の

改善に寄与する。」

上位目標『デリー上水道改善事業』の完了から 2 年後に達成されることが期待される。 

表 ３－９ プロジェクト目標指標の達成状況 

指標 達成状況

指標 a.チャンドラワール

浄水場系統内の顧客に

対して 24 時間連続給水

が実現する。 

 指標(a)のデータはチャンドラワール浄水場系統内施設と管路の更

新後、入手可能となる（1 日当たりの平均給水時間 2011 年のベース

ライン値は 6 時間である16。） 

指標 b. チャンドラワー

ル浄水場系統における

無収水率が 15%以下に

なる。 

 指標(b)データはチャンドラワール浄水場系統内施設と管路の更新

後、入手可能となる（無収水率の 2011 年のベースライン値は 50%
である 14。） 

指標 c. チャンドラワー

ル浄水場系統における

水道料金徴収率が 90%
以上となる。 

 指標(c)データはチャンドラワール浄水場系統内施設と管路の更新

後、入手可能となる（水道料金徴収率の 2011 年のベースライン値

は 65%である 14。） 

 

３－６ 実施プロセス

 ３－６－１ プロジェクト実施プロセス全体 

「３－２ 活動実績」で述べたとおり、1 年次、及び 2 年次にはいくつかの課題が発生し、プ

ロセスにマイナスの影響をあたえたものの、全体的に適切な実施プロセスであったといえる。

状況の変化に応じ、改訂された PDM と PO に基づき、活動は実施されてきた。特に成果 1 にお

ける既存管網の情報に係るデータ収集、及び成果 3 における GIS/RMS 活用、開発シナリオ、ア

セットマネジメント・ガイドラインの開発の進捗は、本体事業の進捗に影響を与えることから、

JICA 専門家チームによる徹底したスケジュール管理の下、活動が展開された。他方、対象地域

（中央地区、西地区、東地区）の DJB 配水事務所の職員は JICA 専門家に既存管路に関する情

報をマップ上で確認したり、必要に応じ、管路確認のためにフィールド調査時に同行したりと

いった形で活動に参画した。 

 ３－６－２ プロジェクト運営管理 

  (1) モニタリング体制 
モニタリング体制は適切に機能している。JCC 会議において、メンバーは年間計画、及び

成果の達成や進捗にかかる協議を実施している。加えて、成果 2 に関し、SCADA システム

の調達と据付計画の進捗を協議し、モニタリングするために、DJB ピタンプラ事務所、契

約業者、JICA 専門家、JICA 事務所の参加の下、月例会議が実施されてきた。 

                                                        
16 出所：円借款「デリー上水道改善事業」事前評価表（2012 年） 
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  (2) DJB のカウンターパート、JICA 専門家チーム、円借款コンサルタント間のコミュニケ

ーション 
DJB カウンターパートと JICA 専門家チームメンバーはマスタープラン策定時（2009-2011

年度）から、良好な関係を構築してきた。更に、円借款コンサルタントと JICA 専門家は、

効率的に技術情報を共有している。 

  (3) プロジェクト・マネジメントの意思決定プロセス 
JCC がこれまで 5 回（①2013 年 8 月 30 日、②2014 年 8 月 27 日、③2015 年 3 月 26 日、

④2015 年 9 月 24 日、⑤2016 年 3 月 10 日）実施され、JCC メンバーにより、プロジェクト

の年間計画、PDM、及び PO 改訂等の協議と承認などが適切になされてきた。 

  (4) 他機関との連携 
成果 1 の既存管の確認活動のための試掘においては、デリー市（Municipal Corporation of 

Delhi：MCD）等に道路掘削許可、舗装復旧費の許可発行に際し、同市役所のエンジニアに

よる現場確認への同行などの協力を得た。具体的には、専門家チーム、DJB のエンジニア、

同市役所エンジニアの立会で舗装種別を確認し、舗装復旧費の有無・費用を MCD が算出し

た。したがって、他機関との連携は良好であったといえる。 

 ３－６－３ チャンバーの浸水及び漏電防止対策 

2015 年 12 月に DJB と JICA はチャンバーへの浸水、及び漏電の防止対策に係る、責任分担

について合意をした。中間レビュー時点の進捗は以下のとおりである。 
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表 ３－１０ チャンバー改修と SCADA システムにかかるスケジュール 

 
出所：JICA 専門家チーム作成資料 
 

表 ３－１１ バルブ・チャンバー浸水と漏電防止対策の進捗 

 対策 
※責任分担は（ ）内に示す。 

進捗 
（2016 年 7 月時点） 

第 1 段階：チャンバーの耐水性改善により侵入水を最小限にする。 
1.1 上床版開口部周りからの漏水対策

（JICA/JICA 専門家チーム） 
耐水性試験のデモンストレーション用チャンバーが建設さ

れた（2016.04-07）。中間レビュー調査中（8 月）、耐水性試

験結果が確認された。雨季があける 9 月以降、既存チャンバ

ーの改修工事が開始される見込みである。 
1.2 側壁及び上床版からの漏水対策を実施

（DJB） 
上記 1.1 で実証された方法に従い、DJB はチャンバーの側壁、

及び上床版からの漏水対策を行うことが求められている。

第 2 段階：機材が浸水する前に電源を遮断する対策 
2 水位検知装置、電源遮断装置の設置 

（JICA） 
2016 年 3 月、JICA インド事務所から契約業者へ仕様書を送

付し、7 月、業者は JICA インド事務所へ見積書を提出。業

者は、JICA 事務所、JICA 本部、及び専門家との協議を通し、

技術面に関する事項を明確にし、契約変更がなされる予定。

第 3 段階：上記の電源遮断が機能しない場合でも安全性を確保する対策 
3.1 適切な防水性能を有する機材及びケー

ブル類の調達（JICA） 
上記 2 と同様。 

3.2 アース、漏電（地路）保護設備装置、漏

電ブレーカーによる漏電保護（JICA）

上記 2 と同様。 

第 4 段階：チャンバーの維持管理 
4 チャンバーの定期点検、清掃、除水 

（DJB） 
DJB の土木及び機電ユニットは合同で、各チャンバーの定期

点検を最低 1 年に 1 回行う責任がある。 
 

2018

Oct Nov Dec Jan Feb Mar Apr May Jun Jul Aug Sep Oct Nov Dec Jan Feb Mar ・・・・ Mar

●Model Chamber（JET)
Design
1st Revised Consultant Agreement ★

Tendering
Contract Award ★

Construction
Test (2 times) ★ ★

●Improvement to Chambers (JET)
Design
2nd Revised Consultant Agreement ★

Tendering
Construction

●Improvement to Chambers (DJB)

Construction

●Improvement to SCADA system (JICA and RDS)
Specification assisted by JET
Contract Preparation
Contract Award ★

Design by RDS
Manufacturing

●SCADA (JICA and RDS)
Measures against electricity leakage
Installation of acutuator

●SCADA operation
SCADA trial run
SCADA operation (DJB and JET) ・・・・

Plan and Actual Plan

2015 2016 2017
Item
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 ３－６－４ プロジェクト活動達成のための外部条件と阻害要因 

  (1) 都市開発省、及び財務省経済局によるプロジェクト承認手続きの遅延 
第 1 年次、DJB は、本プロジェクトの財務省経済局の承認を得るため、デリー準州政府、

次いで都市開発省の承認手続きを開始した。同手続きには時間を要し、本プロジェクトの活

動のうち特に第三者機関が関与する活動が一定期間制限された（例：デリー市への掘削許可

申請の中断、JICA 専門家による DJB 管轄の浄水場・配水池への立入制限による測量活動の

遅延、本邦研修の延期等）。最終的には、本プロジェクト開始から約 1 年後の 2014 年 6 月

13 日、財務省経済局による承認文書が発行された。 

  (2) デリー準州空間データ基盤（Delhi State Spatial Data Infrastructure：DSSDI）へのアクセ

ス制限 
本プロジェクトの前提条件である、デリー準州が作成・管理する DSSDI の閲覧には、厳

格な運用ルールが存在し、専門家チームが DJB のマッピングセル事務所内の DSSDI データ

を扱えないことが判明した。この対応として 2014 年 11 月、DJB のマッピングセルとプロジ

ェクト事務所を光ファイバー・ケーブルで結ぶネットワークが整備された。 

  (3) パイロットプロジェクトサイトに建設されたチャンバー内部の漏水問題 
2015 年 7 月、大雨の影響で DJB が設置したチャンバー内部が浸水し、チャンバーの耐水

性の問題が明らかとなった。電気機器の故障や漏電の危険性を防ぐための改善策を講じるた

め、成果 2 の SCADA 機器の据付け作業が中断した。SCADA システムの据付、及び試運転

は、当初予定では 2015 年 7 月完了予定であったが、改訂された PO によると、据付、及び

試運転が全て完了するのは 2017 年 2 月の見込みである。 
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第４章 評価結果 

各評価項目は 5 段階（高い、やや高い、中程度、やや低い、低い）で判断された。 

４－１ 妥当性

本プロジェクトの妥当性は「高い」と判断される。 
本プロジェクトは以下に述べるインド政府の開発政策、及び日本の対インド援助政策、技術の

優位性、プロジェクトデザイン、ターゲットグループの選択との整合性があることが確認された。 

 ４－１－１ インドにおける政策との整合性 

  (1) 「第 12 次 5 カ年計画（2012-2017）」 
 インド政府は「第 12 次 5 カ年計画」において、効果的な政策介入を行い、配水シス

テムにおける漏水や不適切な管理による膨大な水量損失の課題を解決するためには、

水使用量の正確なデータの必要性に加え、均等給水管理の向上の必要性を強調して

いる。改革課題として、都市給水・下水処理にかかる持続的な解決策への方向転換

が掲げられており、優先課題の一つとして、需要管理、市内の不均等給水の削減、

水質に重点を置いた、給水への投資が挙げられている17。同アジェンダでは、24 時

間連続給水、都市部全人口への水供給、均等給水の実現、水道事業体の独立採算経

営（O&M コストに対するコストリカバリー）の実現が強調されている。 

  (2) 「デリー都市計画 2021」 
 デリー開発局は「デリー都市計画 2021」を策定し、必要な水供給量 172 リットル/

人/日（lpcd）を確保することを明記している18。水供給の向上を図るためには、無収

水削減と均等給水の必要性が強調されている。DJB は同計画に基づき、本プロジェ

クトを含む給水事業を計画、実施している。 

 ４－１－２ 日本の援助政策との整合性 

 日本政府は対インド国別援助方針において、重点分野「環境・気候変動対策への支援」

を掲げ、上下水道関連施設などの整備、事業運営機関の財務持続性の確保、事業運営機

関の能力向上、貧困層への公共サービスの拡充、市民社会の参加促進、住民啓発等に取

り組んできた。本プロジェクトは、同重点分野の協力プログラム「水質・水資源管理プ

ログラム」に位置づけられている。 

 ４－１－３ プロジェクト戦略と手段の適切性 

本プロジェクトの戦略と手段は適切である。 

                                                        
17 出所：Planning Commission, Government of India. 2013. Twelfth Five Year Plan (2012-2017) (Volume 1. Urban water and waste 

management: P.161-162, P.165-167) 
18 出所：Delhi Development Authority. 2010. Master plan for Delhi – 2021 (7th February 2007 – Re-printed dated May 2010) (14.2 Water: 

P.163-166) 
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 円借款事業の実施促進のため、本プロジェクトでは、①老朽化した施設更新等の施設能

力強化、②SCADA システム導入による配水能力向上、③GIS 及び RMS を活用した事業

実施能力強化を目指している。①については、本プロジェクトで基礎データを調査し、

本体事業にて施設整備を行い、優先順位の高い配水管、全給水管の更新を行い、老朽化

に起因する漏水を削減する。②については、本体事業にて SCADA システムを導入し、

本プロジェクトでその操作方法と活用に係る技術移転を行い、バルブ操作による均等給

水の実現を支援するとともに、流量データと顧客への請求データとの比較による無収水

率の明確化を図り、無収水対策の強化に貢献する。③については、本プロジェクトにて、

GIS/RMS の段階的な活用および開発シナリオ作りを支援し、本体事業にてその中長期

シナリオに基づき整備されるデータを活用したアセットマネジメント・プランの作成を

通じて、計画的で効率的な施設更新を行う能力強化を行い、無収水削減を含めた持続的

な DJB の経営体制構築に貢献する。これら 3 つのアプローチにより、高い無収水率の

悪循環を断ち、均等給水を実現し、安定的給水サービスの提供を図る本プロジェクトは

デリー準州の開発課題の解決に向けた戦略として適切であるといえる。 

 本プロジェクトの対象機関は DJB であり、その使命は「均等かつ持続的に安全な水を

提供するとともに、効率的な下水サービスを提供すること」である。また、「24 時間給

水を実現し、財政面の持続性とアカウンタビリティの確保、貧困層へのサービス向上、

顧客主義、人材育成、持続可能な環境に配慮することで、信頼されるサービスプロバイ

ダーとなること」を目指している19。従って、対象機関の選定も適切であった。 

 成果 2 で実施する SCADA パイロットプロジェクトエリアは技術面での選定基準をもと

に、適切に選択されている。ピタンプラ地区は Haiderpur I 浄水場からの直接給水区域

であったが、2012 年 2 月に新設した配水池、配水ポンプを経由した朝夕 2 回の時間給

水に移行した。候補 6 配水区からピタンプラが選定された20。SCADA 試行の拠点とし

て、同地区以外の職員の研修拠点となることが期待されている。 

４－２ 有効性

本プロジェクトの有効性は「中程度」と判断される。 

 ４－２－１ プロジェクト目標及び成果の達成見込み 

 プロジェクト目標は達成に向け前進しており、指標 a、b、c はいずれもプロジェクト期

間内に達成される見込みが高い。指標 a は部分的に達成されており、各コンポーネント

（②、③、④）の DPR が DJB で最終化され、都市開発省へ提出されれば指標 a は達成

される。本調査時点での見込みは 2016 年 9 月から 11 月の間の予定である。なお、指標

a はコンポーネント②、③、④に焦点があてられているが、本プロジェクトで実施した

調査結果は、本体事業の主要コンポーネントである、チャンドラワール浄水場施設（二

系統）の更新と SCADA 導入（コンポーネント①）の詳細設計作業にも活用され、DJB

                                                        
19 出所：DJB Citizens Charter 
20 6 配水地区（Pitam pura, Piragarhi, Vivek Vihar, Rohini Sec. 11, Mangol puri, Model Town） 
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は同 DPR 策定作業、承認手続きをとおし、事業実施能力を向上しつつある。指標 b は、

パイロットエリアにおける DMA 間の水圧差に関連するものであることから、成果 2 の

パイロット活動が DJB の積極的な関与の下、実施され、計画どおり JICA 専門家による

SCADA 操作方法、活用にかかる技術移転がカウンターパートに行われれば、同指標が

協力期間内（2018 年 3 月）に達成される見込みである。指標 c に関しては、DJB がコ

ンポーネント⑤の DPR を最終化し、都市開発省へ提出することで、達成可能であると

思われる（5.a に関しては、2016 年 9 月、 5.b に関しては 2016 年 12 月の見込み）。 

 成果 3 を通して策定された GIS/RMS 開発シナリオに基づき、DJB はコンポーネント⑤

のスコープを確定している。同シナリオでは、本体事業の L/A 締結時に承認されてい

たスコープ（浄水場やポンプ場の測量調査と GIS データ化）に加え、DJB の経営改善

に必要と考えられる開発項目（各維持管理事務所への GIS 端末設置、GIS ファイリング

システムの導入、顧客情報（メーター情報）の整備、試掘による管路施設の情報制度向

上等）が追加されている。 

 プロジェクト目標の達成への貢献要因としては、①DJB、JICA 専門家、借款コンサル

タントとの連携、②Revenue 部による RMS と GIS データの統合が挙げられる。DJB、

JICA 専門家、借款コンサルタントとの連携は、DPR 策定に際し、技術面、実施プロセ

ス面に係る情報共有の促進に貢献した。また、Revenue 部は 4 年前に導入した RMS シ

ステムの更なる整備のため、GIS データとの統合作業を進めている。これにより正確な

データ収集、無収水分析、DMA 管理が長期的に促進される。 

 プロジェクト目標の達成を阻害し得る懸案事項は、「３－２ 活動実績」の項で述べたと

おり、チャンバー建設の問題による SCADA システム据付の遅延が挙げられる。成果 2
に加え、プロジェクト目標の指標 b への影響を与えた。 

 ４－２－２ プロジェクト目標と成果の因果関係 

 成果 1、及び成果 3 は計画どおりに達成されており、今後、成果 2 の活動が計画どおり

に実施されれば、プロジェクト目標の達成の可能性は高い。従って、本プロジェクトと

成果の因果関係に問題は見られない。他方、プロジェクト目標を達成する上で設定され

た外部条件「本体事業のコンサルタントがスケジュールどおりに詳細設計作業を行う」

は引き続き影響を与えるものである。当初予定の本体事業の「設計期間」は 2 年間（2013
年 10 月～2015 年 11 月）が想定されていたが、実際は、同期間を超えての確認、修正

作業が行われている。例えば、維持管理方法の契約条件の検討、配水池や配管網の長さ

に関するスコープ変更、配管ルート、主要道路、鉄道、下水道管の交差に係る土地所有

者からの承認作業に時間を要した。 

４－３ 効率性

本プロジェクトの効率性は「やや低い」と判断される。 
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 ４－３－１ 各成果の達成状況 

 第３章の「３－３ 成果の達成状況」の項で述べたとおり、本調査時点で成果 1、及び

成果 3 の投入とプロジェクト活動は計画どおり完了している。他方、残された活動は、

SCADA 運転のモニタリング期間を含め、延長されたプロジェクト期間中に完了する見

込みである。パイロットプロジェクト開始は当初 2015 年 4 月を予定していたが、SCADA
関連資機材の調達の遅れ、チャンバー内部の浸水問題による資機材据付の遅れにより、

活動はまだ開始していない。中間レビュー時点では、2017 年 2 月に SCADA 試運転が

計画されており、翌 3 月に、各 DMA の流量と水圧のベースライン値確認を行い、2018
年 3 月までの期間、SCADA システムを活用した流量と水圧のモニタリング活動が実施

される予定である。 

 貢献要因としては、「３－２ 活動実績」で述べたとおり、成果 1 を達成する上で、既存

管の試掘調査計画にかかる変更を柔軟に行ったことが挙げられる。中央地区の調査の完

了は大幅に遅れたものの、計画変更により、東地区、及び西地区に関しては遅れを取り

戻し、パイプ布設位置及び深さに関する設計案、管路ルートおよび鉄道・河川等の横断

箇所の検討書が円借款コンサルタントへ提出された。更に、成果 1 における配水事務所

員の既存管の確認作業への参加のほか、成果 2 に係る無収水率の算出に必要な違法接続

などを特定する戸別調査にメーターリーダーを参加させた点なども円滑に調査を行う

上で、促進要因であった。 

 阻害要因としては、「３－２ 活動実績」で述べたとおり、財務省経済局、及び都市開発

省からの本プロジェクトにかかる承認プロセスが遅延したことが挙げられる。その結果、

プロジェクト活動のプロセスが阻害された。 

 ４－３－２ 活動と成果の因果関係 

 活動から成果にかけてのロジックは適切である。成果 1、及び成果 3 は達成されており、

実施された活動は効果的に成果を産出している。成果 2 については、予期せぬ問題から

活動が遅れている。その結果、期限内に計画された活動を完了することが困難となり、

プロジェクト期間は 2018 年 3 月まで延長されることとなった。また、耐水性を高め、

漏電を防止する試験用のデモンストレーションチャンバー建設が新たな活動として加

えられた。 

 ４－３－３ 投入の適切性 

  (1) 専門家の投入 
 当初計画と比較し、専門家の数と専門分野などを増やして対応したことから、投入

量が増加した。成果 2 において、チャンバー内部の浸水と漏電防止対策のための土

木工事のモニタリングを行うため、専門家派遣期間は追加された。同時に、パイロ

ットプロジェクト活動の延期に合わせ、当該活動を担当する専門家の派遣時期は延

期された。プロジェクトでは現地リソースを活用し、試掘調査、GIS、CAD、調整員

等として、延べ 7 人のスタッフが活動実施に貢献した。 
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  (2) 施設・機材 
 DJB は本部にプロジェクト事務所を提供し、DJB ピタンプラ事務所に執務室を提供

している。このほか、ピタンプラ配水池に SCADA コントロール室のスペースを提

供している。これらの施設の提供は、DJB 側プロジェクト関係者と JICA 専門家との

コミュニケーションを効率的に行う上で貢献した。 
 日本側はプロジェクト活動実施に不可欠な機材を投入している。しかし、「３－２ 活

動実績（1）PO 変更理由（2 年次、3 年次）」で述べたとおり、成果 2 のパイロット

プロジェクトに必要な SCADA 関連資機材（バルブと流量計）は、業者選定、受注

業者による各種作業（設計図書提出、PLC Panel 製作、管材納期等）の遅れのほか、

道路の掘削許可手続き、各 PLC パネルへの通電等の一連の作業に時間を要した結果、

調達と据付が遅れた。計画された 14 カ所中 13 カ所は 2015 年 6 月までに据付が完了

していたものの、上述のチャンバー耐水性問題の発生により、据付作業は中断して

おり、耐水性改善が完了後に、残り 1 カ所の据付作業が再開される予定である。 

  (3) 本邦研修 
 第 1 年次（2014 年 3 月）に計画していた本邦研修は、第 2 年次（2014 年 11 月）に

実施された。これは、財務省経済局、及び都市開発省による本プロジェクト承認手

続に時間を要したことに起因し（2014 年 6 月まで）、本邦研修へ C/P を派遣するた

めには、財務省経済局の承認が必要であったことから、業務計画に影響を与えた。 

  (4) カウンターパート配置 
 DJB は C/P を計 11 のポジションに配置している（内、8 つのポジションは成果レベ

ルを担当）。C/P は通常業務で多忙である上、中間レビュー時点までに、多くの C/P
は人事異動で他の職務、又は職位に就くことになり、本プロジェクトをとおして、

組織内の知識の定着・普及は難題である。それゆえに、今後予定されている成果 2
のパイロット活動では、SCADA 運転、維持管理の統括を担う C/P の参画を確保する

こと、2017 年 2 月から開始予定の試運転やマニュアル開発活動のために、より多く

の DJB 職員が配置されることが不可欠である。 

  (5) 現地業務費 
 「３－１－１ 日本側の投入」、及び「３－１－２ インド側の投入」で述べたとおり、

インド側、並びに日本側は現地業務費を適時拠出してきた。成果 1 と成果 3 は計画

どおりの投入が行われ、期待された成果が達成されたといえる。成果 2 に関しては、

特に現場での施工管理はチャンバー建設と機材調達に業務を二つに分け、其々、DJB
側と日本側で責任分担がなされた。しかし、DJB が業者に依頼した仕様はインドで

は一般的なレンガ造りであり、日本では標準のコンクリート製チャンバーではなか

った。そのため、建設されたレンガ造りのチャンバーは、追加で機材の浸水・漏電

防止対策を施さなくてはならない状態であり、結果的に、プロジェクト費用の増加

につながった。 
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４－４ インパクト

本プロジェクトのインパクトは「中程度」である。顕著な正のインパクトが発現している。一方、

上位目標の達成見込みは本体事業の完了後に指標の進捗が確認できる予定であるであるため、中

間レビュー時点でその見込みを判断するのは時期尚早である。 

 ４－４－１ 上位目標の達成見込み 

 上位目標達成のためには、チャンドラワール浄水場が改修され、SCADA システムが設

置される必要がある。同時に、西地区、中央地区、東地区の送配水管路布設が実施され、

GIS に施工された工事情報が反映され、GIS マッピングが強化される必要がある。DJB
が管路及び施設工事を検査し、施工の品質管理を確保できれば、本体事業の完工により、

チャンドラワール浄水場系統区における給水時間の増加、無収水率の減少とともに、水

道料金徴収率の上昇が見込まれる。更に、目標値達成のためには、DJB は質の高い維持

管理と長期的なアセットマネジメント・プランを実行する十分な予算の確保が必要であ

る。 

 ４－４－２ プロジェクト目標と上位目標の因果関係 

 プロジェクト目標と上位目標のロジックは現時点でも適切である。上位目標達成に至る

外部条件には、「本体事業が計画通り完了する」ことが設定されている。中間レビュー

時点では、コンポーネント②、③、④の DPR は最終化されておらず、都市開発省への

承認手続きに至っていないことから、当初予定されていた設計期間を超過している。 

 ４－４－３ DJB の技術面への波及効果 

 本プロジェクトの波及効果として、正のインパクトを示す事例が確認された。DJB はア

ジア開発銀行（Asian Development Bank：ADB）の支援による Wazirabad 浄水場系統の

改修事業の DPR を策定中である。その中で、本プロジェクトの調査報告書を活用し、

布設替え対象管選定基準を適用し、送配水管網に関する基礎データを参照することで、

DJB 職員を含む技術支援（Technical Assistant:TA）チームが自ら DPR を効率的に策定す

る等（調査時間、費用面等）、他事業の円滑な実施に貢献しており、本プロジェクトの

特筆すべきインパクトである。 

 表 ３－６で述べたとおり、ピタンプラのパイロット DMA にて、JICA 専門家と DJB 職

員が無収水率算出の際に行った戸別調査の有効性が認識され、中間レビュー時点で DJB
は同取組みを 32 カ所の DMA で実施し、デリー市内の残りの DMA でも継続していく

計画である21。 

 本プロジェクトの実施による負のインパクトは観察されなかった。 

 

                                                        
21 デリー市内の 98 の DMA を対象としており、32DMA の戸別調査を完了し、2016 年末までに残りの DMA の調査を完了予定。

（Deputy Director of Revenue 聞取り、2016 年 8 月） 
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４－５ 持続性

本プロジェクトの持続性は以下の要因から「中程度」と評価される。 

 ４－５－１ 制度・政策面 

 「４－１－１ 妥当性」の項で述べたとおり、インド政府の国家開発計画「第 12 次 5
カ年計画（2012-2017 年）」、及び「デリー都市計画 2021 年」ともに継続しており、デ

リー準州における 24 時間給水、均等給水、無収水の削減等を重点課題とする政策面で

の持続性は担保されている。 

 ４－５－２ 組織・財政面 

 本体事業は DJB に対し、チャンドラワール浄水場系統の施設データ・情報整備、均等

給水、無収水管理、及び対象地域の GIS/RMS 開発にかかる予算措置を講じる予定であ

る。他方、DJB の経営改善の必要性の高さから、特に GIS/RMS 開発シナリオでは、浄

水場やポンプ場の測量調査と GIS データ化に加え、維持管理事務所への GIS 端末設置、

GIS ファイリングシステムの導入、顧客情報（メーター情報）の整備、試掘による管路

施設の情報制度向上等、DJB の経営改善に資する項目を追加した。このシナリオに基づ

き、DJB は円借款コンサルタントとコンポーネント⑤のスコープ検討を進めており、同

シナリオが実行されれば、組織・財政面の持続性を担保する上でプラスの要素となる。 

 ４－５－３ 技術面 

 本プロジェクトでは、以下の技術協力成果品が作成され、DJB 内で活用・共有されるこ

とにより、技術面の持続性を担保している。これらの成果品を活用し、本体事業の DPR
の策定が進められている。更に、「４－４ インパクト」の項で述べたとおり、DJB では

ADB の支援を受け、Wazirabad 浄水場系統施設と管路の更新事業を進めており、同事業

の DPR 策定に際し、本プロジェクトで策定した布設替え対象管選定基準、送配水管網

に関する基礎情報が有効活用されている。 

 「鉄道・下線等の横断箇所の施工検討書（Final Report on Pipe Replacement Criteria, August 
2015）」（2015 年 8 月） 

 「パイプ布設位置及び深さに関する設計案（Final Report on Pipe Alignment and Crossings & 
GIS DATA Creation, August 2015）」（2015 年 8 月） 

 「GIS/RMS 活用・開発シナリオ報告書（GIS/RMS Utilization Application and Development 
Scenario （2015.01）」（2015 年 1 月） 

 「アセットマネジメント導入ガイドライン（Asset Management Guideline, March 2015）」
（2015 年 3 月） 

 

 本プロジェクトが実施した無収水率の算出に必要な違法接続などを特定する戸別調査

の有用性が認められた結果、DJB のイニシアチブにより、デリー市内のパイロットプロ

ジェクトエリア以外の地域でも、同調査が実施されており、収集情報は RMS に入力さ

れ、GIS データとの統合作業が進められている。 

 他方、SCADA 運転と DMA 管理は、プロジェクト期間で計画されている活動であるが、

本調査時点では、技術面の持続性を判断するのは時期尚早である。SCADA 機材に関し
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ては、据付、試運転後、DJB への機材供与とともに、管理責任が移譲される予定である。

しかし、維持管理部門がないため、機電ユニット（Electrical & Mechanical：E&M）の

統括の下、実際のオペレーション・維持管理は外部の業者に発注して行われる予定であ

る。技術面の持続性を確保する為には、DJB がパイロットプロジェクト活動を通じて修

得したノウハウを関係幹部やオペレーションに関わる職員へ普及し、定着させる組織的

な仕組みづくりが不可欠であり、本プロジェクトで整備する SCADA 施設を研修センタ

ーとして活用することが求められている。DJB にとっては、SCADA システムにより

DMA 管理を行うことは初めてであり、挑戦的な試みとなる。本調査時点では、具体的

な研修計画等が策定されておらず、DJB 職員が残されたパイロット活動を通し、どの程

度、JICA 専門家から移転される技術を習得・維持できるか等は不確定である。 

 ４－５－４ その他 

 持続性を阻害し得る要素としては、DJB では頻繁な人事異動があるにもかかわらず、組

織内で知識や技術を共有したり、担当者間で引継ぎしたりといったことが十分に行なわ

れていない点が挙げられる。本プロジェクト期間中も、関連カウンターパートが異動す

ると蓄積してきた情報やノウハウが、当該部署や事務所レベルにあまり定着、又は保持

されないという状況に直面した。DJB では今年に入り、オンラインで文書の格納などを

行う、電子オフィス（E-office）のシステムが導入されたことから、情報管理の効率化

とともに、本プロジェクトの成果が維持、定着することが期待される。 
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第５章 結論 

本プロジェクトは実施過程でいくつかの課題に直面したものの、目標達成に向け前進しており、

本体事業の詳細設計、及び、有効なスコープ設定に直接的に貢献した。SCADA システムを導入

するパイロットプロジェクトの実施は、プロジェクト期間前半に発生した様々な予期せぬ要因に

より、遅延しており、その結果、プロジェクト期間を 22 カ月間延長することとなった。新たに設

定されたプロジェクト期間が終了する 2018 年 3 月までに、パイロットプロジェクトが実施され、

期待される成果が産出される見込みは高い。そして、DJB が均等給水・無収水管理のための配水

管理、操作に係る能力を向上することが期待される。最終的には、パイロットプロジェクトの対

象 DMA 間における水圧差、及び給水管接続一件あたりの平均水量の差が減少することが想定さ

れている。持続性の観点から、DJB の関連部署の職員は JICA 専門家による技術移転により最大

限の利益を得て、DJB 内で修得した知識とスキルを他の職員へ広く普及し、定着させていく必要

性が示唆される。 

これまでの実績と外部要因の分析に基づき、妥当性は「高い」と評価される。有効性は「やや

高い」、インパクト、持続性はいずれも「中程度」と判断される。効率性は「やや低い」ものの、

計画どおりにパイロットプロジェクトが実施されれば、上昇すると期待される。 
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第６章 PDM の改訂 

中間レビュー調査団は、PDM 第 5 版のとおり、修正を提案する（「付属資料 1. 協議議事録 

Annex 1」）。 

表 ６－１ PDM の変更履歴 

  (1) 欄外 

項目
第 0 版

2013 年 3 月
(R/D) 

第 1 版
2013 年 8 月

(第 1 回 JCC) 

第 2 版
2014 年 8 月

(第 2 回 JCC)

第 3 版
2015 年 12 月
(第 4 回 JCC)

第 4 版 第 5 版
2016 年 8 月

(中間レビュー)
2016 年 3 月 10 日
 (第 5 回 JCC) 

2016 年 3 月 10 日
R/D 改訂
期間延長22

Version 
number - - - - - - 

<Add> 
PDM Version 5 
as of 4 August 
2016 
 
[Reason] Since 
there was no 
indication of 
version number, it 
is added. 

Duration of 
Period: 

Three years 
from June 
2013 

- - - 

Four years and ten 
months from June 
2013 (June 2013 - 
March 2018) 

Four years and ten 
months from June 
2013 (June 2013 - 

March 2018) 

- 

Note: 

Indicators 
will be 
finalized 
within 18 
months after 
commencem
ent of the 
Project. 

Unfixed 
figures (X and 
Y) in PDM 
shall be 
decided after 
activity 2-3-5, 
probably 18 
months after 
the start of the 
Assistance.  

Unfixed 
figures (X and 
Y) in PDM 
shall be 
decided after 
activity 2-3-5, 
probably 25 
months after 
the start of the 
Assistance. 

Unfixed 
figures (X and 
Y) in PDM 
shall be 
decided within 
2 months after 
the SCADA 
operation 
starts. 

Unfixed figures(X 
and Y) in PDM 
shall be decided 
during activity 
2-3-5.  - - 

- 

The PDM was 
approved at 
the 1st JCC 

The PDM was 
approved at 
the 2nd JCC 

- 

This PDM is 
approved at the 5th 
JCC.  
The "Duration of 
Period", however, 
becomes effective 
after approval of 
"Minutes of 
meetings for 
amendment of the 
Record of 
Discussions". 

- 

<Delete> 
 
 [Reason] The 
version number 
and date are 
indicated as 
above. 

 

                                                        
22 プロジェクト期間延長に関する、R/D 改訂の MM が、2016 年 3 月 30 日に都市開発省と財務省によりが承認された。 
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  (2) 活動 

項目
第 0 版

2013 年 3 月
(R/D) 

第 1 版
2013 年 8 月

(第 1 回 JCC)

第 2 版
2014 年 8 月

(第 2 回 JCC) 

第 3 版
2015 年 12 月
(第 4 回 JCC) 

第 4 版
2016 年 3 月

(第 5 回 JCC) 

第 5 版
2016 年 8 月

(中間レビュー)

Activity 

2-3-4. Install the 
equipment and 
conduct trial runs 
of SCADA system 

- - - - 

2-3-4.  
(a) Construct a 
demonstration 
chamber to check 
its performance 
(b) Implement 
improvement 
works for water 
ingress of the 
constructed 
chambers 
(c) Install the 
equipment and 
conduct trial runs 
of SCADA 
system 
 
[Reason] 
Countermeasures 
against the water 
ingress and 
electricity 
leakage of the 
valve chambers 
were added to 
clarify the steps 
in details.

 
（３）投入 

項目
第 0 版

2013 年 3 月
(R/D) 

第 1 版
2013 年 8 月

(第 1 回 JCC)

第 2 版
2014 年 8 月

(第 2 回 JCC) 

第 3 版
2015 年 12 月
(第 4 回 JCC) 

第 4 版
2016 年 3 月

(第 5 回 JCC) 

第 5 版
2016 年 8 月

(中間レビュー)

Inputs 
[Japanese 
side] 

1. Japanese 
Experts  
(1) Chief Advisor 
(2) GIS Mapping  
(3) GIS 
Application  
(4) Pipe-Network 
(5) SCADA  
(6) DMA  
(7) NRW Analyst 
(8) Leak Detection 
(9) Water Supply 
Management 
(10) Project 
Coordinator 
(11) Others (by 
Mutual consent)  
 
2. Local Experts 

1. Japanese 
Experts  
(1) Chief 
Advisor 
(2) GIS 
Application 
(3) 
Pipe-Network(1)
(4) 
Pipe-Network(2)
(5) GIS Mapping 
(5) SCADA  
(6) NRW 
Analyst 
(6) DMA 
(8) Leak 
Detection 
(9) Water Supply 
Management 
(10) Project 
Coordinator 
(11) Others (by 
Mutual consent)
 
 2. Local 
Consultants 

- - 

1. Japanese 
Experts  
(1) Chief Advisor 
(2) GIS 
Application 
(3) 
Pipe-Network(1) 
(4) 
Pipe-Network(2) 
(5) GIS Mapping/ 
Project 
Coordinator 
(6) SCADA 
(7) NRW Analyst 
(8) DMA 
(9) Leak Detection 
(10) Water Supply 
Management 
(11) Project 
Coordinator 
(12) Others (by 
Mutual consent) 
(13) Civil engineer 
 
2. Local 
Consultants 

1. Japanese 
Experts  
(1) Chief 
Advisor 
(2) GIS 
Application  
(3) 
Pipe-Network 
(4) GIS Mapping 
(5) SCADA  
(6) NRW 
Analyst 
(7) DMA  
(8) Leak 
Detection  
(9) Water Supply 
Management 
(10) Project 
Coordinator 
(11) Others (by 
Mutual consent) 
e.g. Civil Work 
2. Local Experts
 
[Reason] 
Duplications
were omitted as 
indicated in 
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項目
第 0 版

2013 年 3 月
(R/D) 

第 1 版
2013 年 8 月

(第 1 回 JCC) 

第 2 版
2014 年 8 月

(第 2 回 JCC) 

第 3 版
2015 年 12 月
(第 4 回 JCC) 

第 4 版
2016 年 3 月

(第 5 回 JCC) 

第 5 版
2016 年 8 月

(中間レビュー)
initial PDM in 
R/D (Version 0).

- - - - 

6. Civil work for 
construction of a 
demonstration 
chamber 

<Delete and 
indicate it as in 
Activity 2-3-4 
(a)> 

- - - - 

7. Civil work for 
improvement of 
chambers 

<Delete and 
indicate it as in 
Activity 2-3-4 
(b)> 

Inputs 
 [DJB Side] - - - - 

9) Civil in Pilot 
Project area 
10) E&M in Pilot 
Project area 

<Delete and 
indicate it as in 
Activity 2-3-4 
(b)> 7. Civil work for 

improvement of 
chambers 
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第７章 提言と教訓 

７－１ 提言

本プロジェクトの効果を高め、本プロジェクトの成果を確実に達成させるため、また、プロジ

ェクト期間終了後の持続性を担保するために、合同レビュー調査団は以下の活動が行われること

を提言する。 

  (1) バルブ・チャンバーの浸水、及び漏電対策にかかる責任分担 
以下のとおり、バルブ・チャンバーに係る責任分担がなされるべきである。 

① チャンバーの改善作業と責任分担（2016 年 10 月開始） 
 プロジェクト専門家チームは、上床版開口部周りからの漏水対策を実施し、ノウハ

ウを DJB と共有する。 

 DJB は各所に設置しているバルブ・チャンバーについて、側壁及び上床版からの漏

水対策を実施する。 
② 残り 1 カ所のチャンバー建設（2016 年 10 月開始） 

 SCADA 施設整備にあたり、チャンバー建設が 1 カ所残されている。雨期明けに委託

業者がバルブを設置した後、DJB は速やかに残り 1 カ所のチャンバーを建設し、

SCADA 運用の準備工事を終える必要がある。 

  (2) バルブ・チャンバーの浸水、及び漏電対策にかかる品質管理 
DJB にとって電動バルブの設置を目的とした高い耐水性チャンバーを建設することは、

新たな経験であったことから、施工段階で難題に直面した。チャンバー内部への浸水を軽減

するためには、全ての機材の据付後に上板版を建設することで、開口部をマンホール一つに

することが望ましい。なお、本体事業では、本プロジェクトの教訓を活かし、排出口付の鉄

筋コンクリート製（RCC）チャンバーが建設されるべきである。 

  (3) 修得知識と技術の応用による試行 SCADA システムの技術協力期間後の継続活用 
DJB は均等給水と無収水削減のためにパイロットサイトに整備される SCADA システム

を研修施設として、協力期間終了後も継続的に活用すべきである。本技術協力は DJB の能

力強化を意図しており、同施設を最大限活用することで、訓練された職員が、他地区の職員

に対し、水量、水圧モニタリングとコントロール手法、各 DMA に均等給水を行う方法に関

する指導を行う研修の場となることが期待される。従って、活動 2-3 及び活動 2-4 をとおし

て、DJB のカウンターパートは、同研修施設やマニュアルの活用により、どのように技術

知識やスキルを普及し、定着させていくかといった検討を、JICA 専門家の技術アドバイス

の下、進めていくことが求められる。なお、DJB 職員は、セミナーに関し、講義形式より

も、講義と現場での実践を組み合わせた参加型ワークショップ形式で実施されることを希望

している。 

  (4) 質の高いサービスを維持するための適切な SCADA 施設維持管理 
ピタンプラに整備される SCADA 施設（ピタンプラ SCADA システム研修施設）について、
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DJB は維持管理を行うための準備を進め、そのための予算と実施体制を確保すべきである。

先の第 5 回合同調整委員会（Joint Coordination Committee：JCC）で合意されたとおり、JICA
から DJB への同施設機材の引渡後、DJB は条件を満たす業者と契約し、SCADA システムの

維持管理を行っていくことが求められる。更に、最低 1年に 1回はチャンバーの点検を行い、

清掃、除水など必要な作業が行われることが求められる。また、マンホール密閉時には、耐

水性を確保するシーリングを施す必要もあることから、プロジェクト期間終了前に DJB の

土木、及び機電ユニットのエンジニアは、JICA 専門家からチャンバー点検プロセスに係る

指導を受けることが望ましい。 

  (5) 幹部職員のプロジェクトへの参画と主体者意識の向上を図る実施プロセスの検討 
プロジェクト効果を促進するためには、幹部職員のプロジェクトに対するオーナーシッ

プ（主体者意識）を醸成していく必要がある。そのため、DJB 幹部職員と JICA 専門家間の、

より活発な情報交換、意見交換を図ることが期待される。従って、パイロットプロジェクト

開始前に、DJB カウンターパートと JICA 専門家は、どのように幹部職員の現場活動への参

画機会を増やすことが出来るか等、事業の進め方を協議することが望ましい（例：ピランプ

ラのサイトでの共同作業、JICA 専門家による OJT 機会、マニュアル開発のためのワーキン

ググループの形成等）。更に、DJB では頻繁に行われる人事異動の影響を最小限にするため

に、JICA 専門家チームは、残りの能力強化活動を通し、常に複数のカウンターパートに対

し、技術の専門性の共有、フォローアップを行っていくことが不可欠である。 

  (6) 円借款事業への本有償勘定技術協力の好事例と教訓の活用 
本技術協力で得た優良事例や教訓等の知見を、継続して円借款事業や他事業に活用し、

事業実施プロセスの効率化が図られることが望ましい（チャンバーの仕様、施工管理方法、

道路掘削許可の取得プロセス等）。組織内で好事例と教訓を活用していくことにより、DJB
内に波及効果が現れることが期待される。 

  (7) GIS データの更新 
「GIS/RMS 活用・開発シナリオ報告書」に示したとおり、「アセットマネジメント導入ガ

イドライン」に基づき、DJB がアセットを管理していくことが出来るようになるためには、

まずは施設設備情報を GIS 上で常に更新していく必要がある。また、DJB はパッケージ⑤

を通じて、マッピングセルが管理する GIS 機能を強化していく意向であることから、調達

プロセスを迅速に行い、情報マネージメントシステムの構築が促進されることが望まれる。 

７－２ 教訓

  (1) 幹部職員の積極的な協力による無収水にかかる戸別調査のプロジェクト対象地域外へ

の拡大（好事例） 
無収水率の算出に関し、本プロジェクトではパイロットサイトで戸別訪問調査を実施し、

RMS システムに登録されたメーターの顧客情報と請求記録等の突合せ、メーター迂回配管

調査を行うことで、盗水等の発見を含め、無収水量の実態を把握することができた。同調査

の有効性は、幹部職員に認識され、同様の調査手法を用いてデリーの他地域で調査が進めら

れている。幹部層が現場の実態や課題を理解し、関連職員へ指示することは、適切な施設運



 

－35－ 

営管理、経営改善を図る上で不可欠であるとともに、幹部職員の強いコミットメントにより、

関連活動の促進といった直接的なインパクトがもたらされると示唆される。 

  (2) ビジネスマネジメントの向上を図る円借款事業のスコープ設定の調整（好事例） 
本プロジェクトの目的の一つは、GIS/RMS の開発シナリオ案に基づくアセットマネジメ

ント導入ガイドラインが、DJB が作成する円借款コンポーネント⑤に係る DPR に反映され

ることである。当初想定されていた浄水場やポンプ場の GIS 機器の設置に加え、各管理区

域（ゾーン）の配水維持管理事務所への GIS 端末やファイリングシステムの導入、顧客シ

ステムの整備等もスコープに追加する手続きが進められている。このように柔軟なスコープ

変更の結果、DJB の経営改善がもたらされることが期待される。 

  (3) 第三者機関からの許可証取得にかかる期間の考慮 
道路の試掘を行うためには、デリー市や公共事業局等の関係機関からの道路掘削許可が

必要であるが、取得手続きには多大な時間を要し、活動スケジュールに影響を与えた。従っ

て、類似案件の際は、詳細設計段階から過去の案件の実績等を振り返り、十分な時間を確保

した活動計画を立てる必要がある。 

  (4) 土木工事にかかるリスク・コントロールの必要性 
SCADA 関連機器を設置するチャンバーの設計・施工等、事業の核となる重要施設を現地

リソースで施工する場合、カウンターパート機関の技術者が工事を直接監理し、現場で施工

手順の遵守や防水モルタルの塗布などの対策を徹底させ、品質を確保するなどの対策が必要

である。同時に、技術協力において、日本側の専門家は、先方負担事項であっても、施工現

場でその進捗や品質について留意し、専門的見地から、起こり得るリスクを軽減する方策を

とることが不可欠である。 

  (5) 都市開発省と財務省経済局による本プロジェクトの承認の遅延 
本有償勘定技術協力は、JICA と DJB との間で R/D を締結し事業を開始したが、事業途中

に都市開発省と財務省経済局の同意も得ておく必要があったことが判明し、両者の同意を得

るまでの間、一部の活動を中断せざるを得ない状況に陥った。有償勘定技協のマニュアルで

は要請書の提出は不要となっているが、インドの場合は研修員受入れ等各種手続きの際に、

国際協力関係省庁の許可が必要であることから、結局はこれら関係省庁をとおさなければい

けなくなる点に留意する。 

  (6) 有償勘定技術協力におけるカウンターパートの関与の在り方 
円借款事業のコンサルティング業務は DJB への役務サービスの提供を目的としている。

他方、本事例では、コンサルティング業務の一部を切り出し、本有償勘定技術協力に含める

ことになったが（成果 1 と成果 3）、設計に必要な調査等の活動の性質は同じであっても、

技術協力は DJB の能力強化を目的としており、DJB に対するアプローチは異なる。本プロ

ジェクトのように、活動が技術協力のスキームとして実施される以上、共に活動する C/P
の主体者意識の醸成がプロジェクト効果の発現には不可欠である。当初、カウンターパート

も専門家チームも円借款のコンサルタントサービスと技協の専門家の立場の違いを十分に

認識していなかったので、この点を活動開始当初から周知し認識を統一させる必要があった。 
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第８章 団長所感 

本技術協力プロジェクトの 3 つの成果の内、成果 1 と成果 3 に関しては既に全ての活動が終了

しており、既に成果は達成済みと見做すことも可能である。しかしながら、中間レビューでは、

敢えて、これらの成果は未達成と判断し、DJB が MOUD に DPR の承認申請書を提出することを

もって成果が達成されたものと見做すこととした。円借款本体事業の進捗が当初スケジュールよ

り遅れており、DJB がすこしでもプロセスを前進させることを願ってのことである。なお、DJB
から MOUD への両成果にかかる DPR の承認申請書提出は、現時点で 2016 年 9 月～11 月になる

見込みであることから、本技術協力プロジェクト期間内における両成果の達成はほぼ確実である。 

一方、成果 2 については、2015 年のモンスーン時期に DJB が建設したチャンバー内に雨水が

侵入するという問題が発生し、SCADA 関連機器のチャンバー内設置が凍結されたまま現在に至

っている。この問題のため、本技術協力プロジェクトの実施期間は当初予定の 3 年間から 1 年 10
カ月延長されることとなった。今回、モデルチャンバーでの改良実験が成功し、改良方法を確定

することができたことは、問題解決に向けての大きな前進である。今後、雨期が明ける 10 月にチ

ャンバーの改良工事に着手し、12 月末までに 14 カ所すべてのチャンバーの改良工事を終える予

定である。また、チャンバー改良工事と並行作業で、チャンバー内外における SCADA 関連機器

の設置も行われる予定である。 

今年の 10 月から 12 月にかけては、コントラクター3 社が緊密に連携して工事を進めることが

求められることになる。JICA 専門家チームが雇用する予定のコントラクター（チャンバー改良工

事）、DJB が雇用する予定のコントラクター（チャンバー改良工事）、そして JICA が雇用するコ

ントラクター（SCADA 関連機器設置工事）の連携を確実に進める必要がある。SCADA の試運転・

調整が 2017 年 1 月から開始される予定になっており、工事の遅れは許されない状況にあるからで

ある。 
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付属資料２ 評価グリッド（調査結果） 
 

評

価 

項

目 

評価設問 

必要なデータ 結果 
大項目 小項目 

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
の
実
績 

上 位 目

標 の 達

成 見 込

み 

上位目標は本体事業完成予定の2

年後に達成される見込みがある

か。 

「デリー準州において、給水装置

を含む既存の上水道施設を改

築・更新することにより、24 時

間連続給水かつ、均等で安定的給

水サービスの提供を図り、もって

同地域住民の生活環境の改善に

寄与する。」 

指標a. チャンドラワール浄水場

系統内の顧客に対して24 時間連

続給水が実現する。 

・ 本体事業のチャンドラワール浄水場系統内施設と管路の更新により、同事業完成予定の 2 年後に上位目標指標は達成される見込みであ

る。2011 年のベースライン値は、1日当たりの平均給水時間：6時間（出所：円借款「デリー上水道改善事業」事前評価表（2012 年））。 

・ 完成した施設の持続的な事業運営には、施工された施設情報の GIS への適切な反映、GIS とアセットマネジメントが不可欠である。 

指標b. チャンドラワール浄水場

系統における無収水率が 15％以

下になる。 

・ 本体事業のチャンドラワール浄水場系統内施設と管路の更新により、同事業完成予定の2年後に上位目標指標は達成される見込みである。

2011 年のベースライン値は、無収水率：50％（出所：円借款「デリー上水道改善事業」事前評価表（2012 年））。 

・ 配水池・ポンプ、管路などの施設情報に加え、DJB が現在進めている、顧客情報(RMS)が GIS に統合され、整理されることで、違法接続箇

所の把握が容易になり、この是正により無収水率が減少する見込みである。 

指標c. チャンドラワール浄水場

系統における水道料金徴収率が

90％以上となる。 

・ 本体事業のチャンドラワール浄水場系統内施設と管路の更新により、同事業完成予定の2年後に上位目標指標は達成される見込みである。

2011 年のベースライン値は、水道料金徴収率：65％（出所：円借款「デリー上水道改善事業」事前評価表（2012 年））。 

プ ロ ジ

ェ ク ト

目 標 の

達成度 

プロジェクト目標はプロジェク

ト期間終了（2018 年 3 月）まで

に達成される見込みがあるか。 

DJB の「デリー上水道改善事業」

実施、維持管理に係る能力が強化

される。 

指標 a.送配水管網に係る基礎情

報が、DJB が作成する本体事業の

コンポーネント②-④に係る DPR 

に反映される。 

・ 成果 1で実施された調査活動をとおし、取り纏められた送配水管網に係る基礎情報は、本体事業のコンポーネント②、③、④（②西地区、

③中央地区、④東地区の送配水管更新）に係る DPR 策定に以下の段階を経て反映されている。各コンポーネントの DPR が DJB 内で最終化

され、都市開発省の承認手続きのために提出されれば、指標（a）は完全に達成される（提出予定は 2016 年 9-11 月）。 

(1) 円借款プロジェクトへの収集された基礎情報の引渡し 

中央地区（③）と西地区（②）の調査結果は 2014 年 12 月、東地区（④）に関する調査結果は 2015 年 6 月に取り纏められた。DJB 内部の

承認後、円借款コンサルタントに引き渡された。 

(2) 収集された基礎情報に基づくコンポーネント②、③、④にかかる DPR の開発と最終化 

②（西地区）：DPR 案は 2016 年 3月までに作成され、DJB は同 DPR を精査し、配水システムと維持管理方法に関し変更を加えた。 

③（中央地区）：DPR 案は 2015 年 8月までに策定された。 

④（東地区）：DPR 案は円借款コンサルタントが作成中であり、2016 年 8月までに DJB に提出される予定。 

(3) コンポーネント②、③、④に係る DPR 最終版の都市開発省への提出 

②（西地区）：DJB は円借款コンサルタントから DPR 最終版を受領後、2016 年 10 月までに都市開発省へ提出することで、2017 年 3 月まで

に同省からの承認が得られ、入札書が交付されると想定。 

③（中央地区）：DJB は円借款コンサルタントから DPR 最終版を受領後、2016 年 9月までに都市開発省へ提出することで、2017 年 1月まで

に同省からの承認が得られ、入札書が交付されると想定。 

④（東地区）：DJB は円借款コンサルタントから DPR 最終版を受領後、2016 年 11 月までに都市開発省へ提出することで、2017 年 5 月まで

に同省からの承認が得られ、入札書が交付されると想定。 

指標b. パイロットプロジェクト

の対象 DMA 間における差（水圧

差X メートルからYメートルへ、

及び給水管接続一件あたりの平

均水量の差 Xm3 から Ym3 へ）が

減少する。 

・ 中間レビュー時点ではデータ（DMA 間における水圧差、平均水量差）は入手されていない。 

・ パイロットプロジェクトは、SCADA が設置され試運転が完了すると想定していた 2015 年 4 月頃から実施する予定であったが、SCADA 調

達・据付が遅れているため開始していない。現在のところ、システムの試運転は 2017 年 2月、各 DMA の現況の水圧状況を確認するため

のベースライン調査は 2017 年 3月、その後、SCADA を活用したパイロットプロジェクトエリア内の流量と圧力のモニタリング等は、2017

年 3月～2018 年 3月に実施される予定。 

指標 c. GIS/RMS（収入管理シス

テム）の段階ごとの開発シナリオ

案に基づくアセットマネジメン

ト導入ガイドラインが、DJB が作

成する本体事業のコンポーネン

ト⑤に係る DPR に反映される。 

・ 指標（c）は DPR が DJB で最終化され、都市開発省へ提出されれば、完全に達成される。成果 3で策定された、「GIS/RMS 活用・開発シナ

リオ報告書」、「アセットマネジメント導入ガイドライン」は、コンポーネント⑤（パッケージ 5）の DPR に反映されてきた。 

・ GIS/RMS 開発シナリオでは、本体事業の L/A 締結時に承認されていたスコープ（浄水場やポンプ場の測量調査と GIS データ化）に加え、

DJB の経営改善に必要と考えられる開発項目（ZONAL オフィスへの GIS 端末設置、GIS ファイリングシステムの導入、顧客情報（メータ情

報）の整備、試掘による管路施設の情報精度向上等）が追加されている。 

・ 同シナリオに基づき、DJB はパッケージ 5 のスコープを 5.A（ソフトウェアの調達により、マッピングセルを強化することで GIS 施設の

整備を行う）及び 5.B（フィールド調査と検査のコンサルティング・サービスによる、GIS マッピング、アセットマネジメントの強化）

に分割することを決めた。DJB は 5.B の仕様書を作成中であり、入札書の交付を 5.A に関しては 2016 年 9 月、5.B に関しては、2016 年

12 月を予定。 
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成 果 の

達成度 

成果 1「チャンドラワール浄水場

系統の施設データ・情報における 

DJB の管理能力が強化される。」

は達成されているか。 

指標 1a. 本体事業建設に係る横

断工法及び布設方法が DJB によ

って決められる。 

・ 第 2 年次、本体事業建設に係る、パイプ布設、及び鉄道、河川、排水路、主要道路の横断方法を設計するための調査が完了した（2015

年 5 月）。 

・ 第 3 年次、パイプ布設工法（開削、トレンチレス）と横断方法（鉄道、河川、排水路、主要道路）に関する設計案として、「鉄道・下線

等の横断箇所の施工検討書（Final Report on Pipe Replacement Criteria, August 2015)」が作成された（2015 年 8月）。同報告書は、

本体事業の詳細設計、DPR に活用された。 

指標1b.本体事業における送配水

管の布設位置（場所・深さ）が

DJB によって決められる。 

・ 第 3 年次、「パイプ布設位置及び深さに関する設計案（Final Report on Pipe Alignment and Crossings & GIS DATA Creation, August 

2015)」（2015 年 8月）が策定され、本体事業の詳細設計、及び DPR に活用された。 

成果 2「均等給水・無収水管理の

ための配水管理、操作に係る DJB 

の能力が強化される。」は達成さ

れているか。 

指標 2a. DJB がマニュアルやガ

イドラインに従い SCADA を用い

てパイロットエリアにて流量、水

圧を適切にコントロールできる。

・ 中間レビュー時点では、指標（パイロットエリアの流量、水圧）に係る情報は入手されていない。 

・ 活動 2-3-11 をとおし、流量、圧力コントロールと無収水モニタリングのためのマニュアルとガイドラインは、活動 2-3-7、活動 2-3-9 実

施結果を反映し作成予定（2017 年 6月～2018 年 3月予定）。 

指標 2b. パイロットエリア内の

無収水率が明確になり、継続して

把握される。 

・ 中間レビュー時点では、指標に係る情報（パイロットエリアの無収水率）は入手されていない。無収水率の算定に必要な使用水量と配水

量のうち、使用水量の算定が終了。配水量は SCADA 設置後に分析する予定。 

・ 第 3年次、DMA1-3 内の全ての顧客（約 5000 戸）を対象に Commercial Loss の実態調査を行い、その結果を RMS の顧客管理番号である KNO

を関連付けし、DJB の GIS へ反映させるために、DJB ピタンプラオフィスの調査チームは戸別訪問調査を実施。 

・ 多くの家のメーターはおそらく盗難を恐れて宅内に設置されており、留守であると検針が出来ない。この様な場合、正確な請求水量の把

握が困難であり、代わりに、過去の平均水量を用いるとか、検針できたタイミングで一気に数か月分を請求したりしている例が多い。し

たがって、定期的な使用量の把握が困難であり、その結果、正確な NRW の算出にも影響を与える。 

成果 3「GIS／RMS（収入管理シス

テム）活用に係る段階ごとの発展

シナリオ案が作成される」は達成

されているか。 

指標 3.  アセットマネジメント

導入ガイドライン案が作成され

る。 

・ 活動 3-5，3-6 をとおし、「GIS/RMS 活用・開発シナリオ報告書」、活動 3-7 をとおし、「アセットマネジメント導入ガイドライン」が作成、

提出され、同ガイドラインは 2015 年 3月に DJB によって承認された。 

投 入 実

績 

日本側投入 専門家の配置 ・ 13 名の専門家が以下の分野に配置された（①総括/上水道計画、②副総括/送配水管網（2）、③水道事業経営、④送配水管網（1）、⑤SCADA、

⑥無収水分析、⑦DMA、⑧漏水探査、⑨GIS 活用計画、⑩業務調整/GIS マッピング補助、⑪土木 1、⑫水道事業経営補助/土木 2、⑬GIS

マッピング）。計画 110MM、実績 96.20MM（2016 年 7月 31 日末）。 

現地スタッフの雇用 ・ 第 1－2 年次に実施した試掘調査のサイト・インスペクターの他、GIS、CAD、コーディネーター等、延べ 7 人の現地職員が雇用され、活

動実施に貢献した。 

現地業務費支出（現地研修などの

開催と実施、機材供与、施設整備）

・ 現地業務費は22,093,000円が拠出された（第1年次8,655,000円、第2年次8,670,000円、第3年次2368,000円、第4年次（予定）2,400,000

円）。 

本邦研修、第三国研修の実施 ・ 本邦研修が 1回実施された。 

【期間】2014.11.09-11.19【トピック】①NRW 削減、②GIS/RMS の活用、③SCADA を用いた均等給水【参加者】8名 

インド国 DJB 側投入 カウンターパート等の配置 ・ DJB から常時 11 名の C/P が配置されている。途中、異動もあり、プロジェクト開始から配置された延べ人数は 19 名。JCC メンバーとし

て Additional Chief Executive Officer/Director(Finance & Accounts)がプロジェクトダイレクター（1名）、Chief Engineer (Water) 

Projects がプロジェクトマネージャ（1名）、Superintending Engineer(Project)Water-Ⅲが副プロジェクトマネージャ（1名）として配

置されている。このほか、各成果の活動を担当する 8名（ポジション）が以下の通り配置されている。 

【成果 1】3名 (①Superintending Engineer(WW)-Ⅰ、②Superintending Engineer (Central), ③Superintending Engineer (Project) Water-

Ⅲ） 

【成果 2】3名（①Superintending Engineer(North West), ②Superintending Engineer(Project)Water-Ⅲ、③Executive Engineer (E&M) W&S 

N/W) 

【成果 3】2名（①Director(Revenue), ②Superintending Engineer(Mapping Cell)） 

ローカルコスト負担 ・ DJB は成果 2の SCADA 関連資機材の調達に伴い、土木工事費用（バルブ・流量計用のチャンバー、埋戻し、舗装復旧）を負担した。また、

各チャンバーへの通信契約と電気契約費を負担している。 

施設などの提供 ・ DJB は以下の事務所、施設を提供した（2013 年 11 月～本部事務所、2013 年 11 月～ピタンプラ配水事務所、ピタンプラ配水池 SCADA コン

トロール室）。 
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実
施
プ
ロ
セ
ス 

実 施 プ

ロ セ ス

の 適 性

度 

活動は計画どおり実施されたか 計画（PO)と実際の実施状況の比

較、PDM オリジナル版から PDM 改

訂版への変更の適切性（理由、内

容、変更による影響）、変更手続

きの適切性 

・ 成果 1及び成果 3に関する活動はデータアクセス、掘削許可など様々な外部機関への申請手続きが求められる許可取得に時間を要し、計

画の進捗に影響を与えたものの、中間レビュー時点で計画された活動は全て完了している。 

・ 他方、成果 2 のパイロットプロジェクト実施にかかる活動は、SCADA 設置にかかる受注業者の想定外の事由により、各作業が遅延した。

加えて、第 2 年次に入り、DJB 側が調達したチャンバー内部が浸水したため、耐水性を改善する対応策の検討、手配がとられた。この影

響に伴い、当初予定の 2016 年 5月までに成果②の活動を完了することが不可能となった事から、プロジェクト期間を 2018 年 3月まで延

長することで合意し、PDM・PO が改訂された(2016 年 3月）。 

活動における JICA 専門家の活

動、技術移転の適切度 

DJB対象グループの能力向上状況

と JICA 専門家の関わり 

・ 成果 1, 3 に関し、本体事業の進捗に関わることから、専門家のスケジュール管理の下、活動が進められた。DJB カウンターパートの能力

向上機会は、調査に同行した職員の OJT 機会、セミナー実施、本邦研修実施などである。 

・ 他方、成果 2 は、能力向上が不可欠となる活動であり、これまで漏水探査のデモンストレーション、NRW の算出のために必要な戸別調査

をとおした、技術移転がなされた。SCADA 機器の設置が終わる第 4年次以降、DJB 職員の SCADA モニタリング、配水管理、DMA の無収水量・

率の算定等の能力向上が図られる予定であり、DJB の主体性が求められるコンポーネントとなっている。今年次以降、予定されている活

動をとおし、DJB のカウンターパートの中からトレーナーの役割を担う人材の育成が求められている。 

実施機関、カウンターパートのプ

ロジェクトへの関与度合い 

プロジェクトの実施におけるカ

ウンターパートや関連機関の関

与の度合い 

・ 本体事業の進捗に関わる DPR 作成に必要な配管に関する基礎データ収集・作成（成果 1）及び、GIS/RMA の活用・開発シナリオ及びアセ

ットマネジメント導入ガイドライン策定等（成果 3）の活動は、時間的制約から、JICA 専門家チームがスケジュール管理を主導し、実施

された。DJB 側は活動に必要な情報提供のほか、主席技師（CE）、主任技師（SE)の指示の下、技師（EE）、技師補（JE）が現場調査などの

同行をとおし OJT 機会を得た。 

・ 成果 2に関しては、能力強化は不可欠であり、漏水探知のデモンストレーション、無収水の一部である盗水などを発見するために行った

戸別調査をとおし、技術移転が行われた。今後、第 4年中に SCADA システムが設置されれば、DJB 職員は SCADA モニタリング、配水管理、

DMA の無収水率の算出といった技術に関し、能力強化を図る機会が設けられる予定である。 

プ ロ ジ

ェ ク ト

マ ネ ー

ジ メ ン

ト 

モニタリングシステムの有無と

その機能 

プロジェクト活動のモニタリン

グ計画と現状 

・ 年 2 回開催される JCC をとおし（計 5 回開催済）、年間・半期計画の協議、活動実績および成果進捗の確認などプロジェクトのモニタリ

ングがなされている。また成果 2のパイロット活動に関しては、月例会議の開催により、DJB、受注業者、JICA 専門家、JICA 事務所が参

加し、その計画と進捗管理をモニタリングしている。 

活動における JICA 専門家及び関

係者とインド側カウンターパー

トとの関係性 

JICA 専門家と DJB 側カウンター

パートのコミュニケーションの

頻度、状況（JCC 会議など） 

・ 専門家チームは 2009 年-2011 年度にかけて実施された開発調査「デリー水道事業改善計画調査」をとおし、DJB との関係性を築いてきた。

DJB のカウンターパートと JICA 専門家のコミュニケーションは良好である。また、月例会議、JCC などをとおし定期的に本体事業と本附

帯技術協力の情報共有が行われている。 

プロジェクトの管理における意

思決定状況 

プロジェクトの意思決定に係る

DJB 側と日本側による会合等

（JCC、運営委員会）の実施状況

・ これまで JCC は 5回開催され（2013.08.30, 2014.08.27, 2015.03.26, 2015.09.24, 2016.03.10)、PDM、PO の承認の他、年間又は半期計

画の承認、活動実績・成果のレビューが行われており、プロジェクト管理における意思決定は適切になされている。 

他組織、機関との協力関係 プロジェクト活動における、関連

機関との調整、協力状況 

・ 成果 1の既存管の確認活動のための試掘においては、デリー市（Municipal Corporation of Delhi：MCD)等に道路掘削許可、舗装復旧費

の許可発行に際し、MCD エンジニアによる現場確認への同行等、必要な協力を得た。具体的には、専門家チーム、DJB の EE、JE、MCD エ

ンジニアの立会で舗装種別を確認し、舗装復旧費の有無・費用を MCD が算出した。 

運 営 指

導 調 査

(2015

年 12

月）の提

言 へ の

対 応 状

況 

チェンバーの耐水性・漏電対策は

計画通り行われているか？ 

DJB, JICA の各分担業務の進捗 1.1. 上床版開口部周りからの漏水対策(JICA/JICA 専門家チーム)：耐水性試験のデモンストレーション用チャンバーが建設された 

(2016.04-07)。中間レビュー調査中（8月）、耐水性試験結果が確認された。雨季があける 9月以降、既存チャンバーの改修工事が開始される

見込みである。 

1.2. 側壁及び上床版からの漏水対策を実施（DJB）：上記 1.1 で実証された方法に従い、DJB はチャンバーの側壁、及び上床版からの漏水対策

を行うことが求められている。 

2. 水位検知装置、電源遮断装置の設置 (JICA):2016 年 3 月、JICA インド事務所から契約業者へ仕様書を送付し、7月、業者は JICA インド事

務所へ見積書を提出。業者は、JICA 事務所、JICA 本部、及び専門家との協議をとおし、技術面に関する事項を明確にし、契約変更がなされ

る予定。 

3.1 適切な防水性能を有する機材及びケーブル類の調達 (JICA):上記 2と同様。 

3.2 アース、漏電（地路）保護設備装置、漏電ブレーカーによる漏電保護(JICA):上記 2と同様。 

4. チャンバーの定期点検、清掃、除水 (DJB):DJB の土木及び機電ユニットは合同で、各チャンバーの定期点検を最低 1 年に 1回行う責任が

ある。 

上記の対策実施中、DJB C/P は配

置されているか？  

EE(civil) for 1-1, 1-2, 4 

EE(E&M) for 2. 3-1, 3-2 

・ デモチャンバー建設・耐水試験については、C/P（SE 及び EE）の指示を受けたピタンプラの JE は積極的に参加し、JICA 専門家と課題や

解決策を共有する事ができた。また、耐水試験には大量の水が必要であったが、給水車の手配など積極的に動いた。 

・ DJB は SCADA 調達の内、電源・通信を担当している。これに関し、C/P は協力的であったものの、電力ピーク時期で電気会社との調整が

うまく行かないこともあり、専門家チーム、施工担当者によるサポート（電力会社への作業依頼や通信会社への申込書準備等）をおこな

った。 
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SCADA 供与後の DJB による SCADA

メンテナンスに係る適切な業者

への年間維持管理業務委託 

DJB の計画 ・ DJB によると、ピタンプラ配水事務所の機電ユニットが SCADA システムの維持管理を統括する予定である。本調査時点では、SCADA 試運

転開始が 2017 年 2月の予定であるが、その後の維持管理のための具体的な業者の検討（業務内容など）はまだ進められていない。 

上記に対応する、PDM と PO の改

訂、協力期間延長 

変更後 PDM・PO、RD ・ 2016 年 3月、第 5回 JCC で合意された改訂 PDM と PO にかかる改訂 R/D が署名され正式に協力期間の延長（2018 年 3 月）が決定した。 

その他 プロジェクト活動における阻害

要因、対象地の特殊性等 

プロジェクトの運営に関わる、予

想外の状況の発生など外部要因

の有無 

・ 第 1 年次、財務省経済局と都市開発省から本プロジェクトの承認を得るため、DJB はデリー準州政府経由で、必要な手続きを開始した。

手続きが長期化したことから、本プロジェクトの活動のうち第三者機関が関与する活動が制限された（成果 1：MCD からの掘削許可中断、

JICA 専門家による DJB 管轄の浄水場・配水池への測量活動の延期（2013 年 11 月中旬予定が、12 月中旬まで遅延）、本邦研修：財務省経

済局からの C/P 研修派遣に係る承認が必要なため、第 1年次実施予定が第 2年次に延期。） 

・ 2015 年 7月、大雨の影響で DJB が設置したチャンバー内部が浸水し、チャンバーの耐水性の問題が明らかとなった。これら問題への改善

策をとるため、成果 2の SCADA 機器の据え付け作業が中断した。据付け、試運転が完了するのは 2017 年 2月の見込み。 

・ 前提条件である、デリー州が作成・管理する DSSDI のデータの閲覧には、厳格な運用ルールが存在し、専門家チーム直接データを扱えな

いことが判明した。この対応として 2014 年 11 月、DJB のマッピングセルとプロジェクト事務所が光ファイバーケーブルで繋がれた。 

妥
当
性 

必要性 上位目標及びプロジェクト目標

はインド社会の都市給水課題を

解決する方策として整合性があ

るか。 

社会的ニーズ分析結果 ・ 本プロジェクトは、インド社会の都市給水課題を解決する方策として整合性がある。デリー開発公社により策定された「デリー都市計画

2021」では、無収水削減対策と均等給水の必要性が指摘されており、DJB は当該計画に基づいた事業実施を推進することとなっている。

その一環として、JICA の支援による開発調査「デリー水道改善計画調査」（2009－2011 年度）を通じマスタープラン（MP）が策定された。

もっとも古いチャンドラワール浄水場系統は同 MP の中で最優先事業とされていた。本プロジェクトはチャンドラワール浄水場系統を対

象地にしていることから、優先地区の給水ニーズに合致している。 

上位目標及びプロジェクト目標

は、対象地域、対象グループ（DJB）

のニーズと合致しているか。 

対象地域、グループのニーズとの

合致 

・ DJB の使命は、均等かつ持続的に安全な水を提供し、効率的な下水サービスを提供することである。また、24時間給水を実現し、財政面

の持続性とアカウンタビリティの確保、貧困層へのサービス向上、顧客主義、人材育成、持続可能な環境に配慮することで、信頼される

サービスプロバイダーとなることを目指している。 

優先度 プロジェクトはインド国の開発

政策における水セクターの方針

に合致しているか。 

インド開発政策との整合性 ・ 本プロジェクトは、インド国政府の「第 12 次 5ヶ年計画（2012-2017 年）」と「デリー都市計画 2021」との整合性がある。 

・ 「第 12 次 5ヶ年計画（2012-2017 年）」：インド政府は「第 12 次 5カ年計画」において、効果的な政策介入を行い、配水システムにおけ

る漏水や不適切な管理による膨大な水量損失の課題を解決するためには、水使用量の正確なデータの必要性に加え、均等給水管理の向上

の必要性を強調している。改革課題として、都市給水・下水処理にかかる持続的な解決策への方向転換が掲げられており、優先課題の一

つとして、需要管理、市内の不均等給水の削減、水質に重点を置いた、給水への投資が挙げられている。同アジェンダでは、24 時間連

続給水、都市部全人口への水供給、均等給水の実現、水道事業体の独立採算経営（O&M コストに対するコストリカバリー）の実現が強調

されている。 

・ 「デリー都市計画 2021」：デリー開発局は、必要な水の供給量 172 リットル/人/日（lpcd）を確保することを強調している 。水供給の向

上を図るためには、無収水削減と均等給水の必要性が明記されている。同計画に基づき、本プロジェクトを含め DJB の事業は実施されて

いる。 

プロジェクトは日本の援助政

策・JICA の援助実施方針との整

合性はあるか。 

支援基本方針と重点分野、国別事

業展開計画におけるプロジェク

トの位置付け 

・ 日本政府は上下水道関連施設など整備、事業運営機関の財務持続性の確保、事業運営機関の能力向上、貧困層への公共サービスの拡大、

市民参加の促進と住民の啓発に取り組んできた。本プロジェクトは、対インド国別援助方針の重点分野「環境・気候変動対策への支援」

における、協力プログラム「水質・水資源管理プログラム」に位置づけられる。 

手 段 と

し て の

適切性 

プロジェクトは都市給水野の開

発課題に対する戦略として適切

か。（プロジェクトのアプローチ、

対象地域の選択の適切性、他援助

機関との援助協調において、どの

ような相乗効果があるか等） 

現行のプロジェクトアプローチ

の内容、他援助機関の都市給水支

援の最新状況、 

・ 本体事業、及び本プロジェクトでは、①老朽化した施設更新等の施設能力強化、②SCADA システム導入による配水能力向上、③GIS 及び

RMS を活用した事業実施能力強化を目指している。①については、本プロジェクトで基礎データを調査し、本体事業にて施設整備を行い、

優先順位の高い配水管、全給水管の更新を行い、老朽化に起因する漏水を削減する。②については、本体事業にて SCADA システムを導入

し、本プロジェクトでその操作方法と活用に係る技術移転を行い、バルブ操作による均等給水の実現を支援するとともに、流量データと

顧客への請求データとの比較による無収水率の明確化を図り、無収水対策の強化に貢献する。③については、本プロジェクトにて、GIS/RMS

の段階的な活用および開発シナリオ作りを支援し、本体事業にてその中長期シナリオに基づき整備されるデータを活用したアセットマネ

ジメント・プランの作成を通じて、計画的で効率的な施設更新を行う能力強化を行い、無収水削減を含めた持続的な DJB の経営体制構築

に貢献する。これら 3つのアプローチにより、高い無収水率の悪循環を断ち、均等給水を実現し、安定的給水サービスの提供を図ること

を目指している。 

・ 成果 2で実施する SCADA パイロット対象エリアは技術面での選定基準をもとに、適切に選択された。対象地区ピタンプラは Haiderpur I

浄水場からの直接給水区域であったが、2012 年 2月に新設した配水池（UGR)、排水ポンプを経由した朝夕 2回の時間給水に移行した（浄

水場に最も近い区域で配水区北西隅では直接配水区域が残っている）。候補 6 配水区（Pitam pura/Piragarhi/Vivek Vihar/Rohini Sec. 

11/Mangol puri/ Model Town)のなかから、ピタンプラが選定された。 
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対象グループの選定は適切か。 計画時おける対象グループと現

状の比較 

・ 対象グループ（DJB）の選定は適切である。成果 2 をとおし、本体事業で整備される SCADA システムの操作方法と活用にかかる技術を残

りのプロジェクト期間で習得する予定であり、バルブ操作による均等給水を実現し、流量データと顧客への請求データとの比較による無

収水率の明確化を行う役割を担うことが期待されている。 

その他 案件形成時以降、カウンターパー

トおよび対象グループを取り巻

く環境の変化はないか。 

案件形成時における政策、経済、

社会状況の現状の比較 

・ 2014 年に政権が変わって以降、月当り 20KL（m3）以下の使用者に対する水道料金が無料となった。この政策は、DJB の財源をさらに悪化

させる要因と思われる。一方、この料金相当額がデリー準州政府から DJB に補填されているため、実害がないという意見もある。 

有
効
性 

プ ロ ジ

ェ ク ト

目 標 の

達成度 

投入、活動、アウトプットの実績

の状況を鑑みて、プロジェクト目

標達成の見込みはあるのか。 

「プロジェクトの実績」の項参照 ・ 指標 a.は各パッケージ（2，3，4）の DPR が DJB で最終化され、都市開発省に提出されれば達成される（2016 年 9月-11 月予定）。 

・ 指標 b.は、パイロットエリアにおける DMA 間の水圧差に関連するものであることから、成果 2のパイロット活動が DJB の積極的な関与の

下、実施され、計画通り JICA 専門家による SCADA 操作方法、活用にかかる技術移転がカウンターパートに行われれば、同指標が協力期

間内(2018 年 3月）に達成される見込みはある。 

・ 指標 c.はパッケージ 5の DPR が DJB により最終化され、都市開発省に提出されれば、完全に達成されたといえる。 

・ 成果 1で実施されたチャンドラワール浄水場系統の調査は、パッケージ 2，3，4に加え、パッケージ 1の DPR 作成に反映された。パッケ

ージ 1は本体事業の最大のパッケージであり、都市開発省へ DPR 提出後、承認を得て、2016 年 7月、入札書交付に至るまで、1年間もか

かった。プロジェクト目標指標には含まれていないものの、DJB と JICA 専門家、円借款コンサルタントの多大な努力が費やされた。その

結果、本体事業実施にかかる DJB の能力は向上しつつある。 

プロジェクト目標の達成を促進

している要因はあるか。 

「プロジェクトの実績」の項参照 ・ DJB、JICA 専門家、円借款コンサルタントとの連携は、DPR 策定に際し、技術面、実施プロセス面に係る情報共有の促進に貢献した。 

・ Revenue Department は 4 年前に導入した RMS システムの更なる整備のため、GIS データとの統合作業を進めている。これにより正確なデ

ータ収集と NRW 分析、DMA 管理への長期的な貢献となる。 

プロジェクト目標の達成を阻害

している要因はあるか。 

「プロジェクトの実績」の項参照 ・ パイロットプロジェクトの「DMA 間における差」は、SCADA 設置後に計測が可能となる。当初計画では、SCADA 設置その後の計測、および

指標の決定はプロジェクト開始から約 18 ヶ月後を予定していた。しかし、SCADA 資機材の調達手続きの遅れにより、当初計画より遅れ、

2014 年 8月 27 日に開催された第 2回 JCC 会議で、「DMA 間における差」の決定時期を、プロジェクト開始から約 25ヶ月後の 2015 年 6月

に変更した。さらに、チャンバーの改善工事の追加により、SCADA 試運転時期は 2017 年 2月まで延期されることとなった。 

因 果 関

係 

3つのアウトプットはプロジェク

ト目標を達成するために十分で

あるか。 

「プロジェクトの実績」の項参照 ・ 成果 1と成果 3は着実にアウトプットを産出しており、成果 2（活動 2-3, 2-4）も計画通り実施されれば、プロジェクト目標が達成され

る可能は高い。 

アウトプットからプロジェクト

目標達成に至るまでの外部条件

は、現時点においても正しいか。

外部条件が満たされる可能性は

あるか。 

外部条件①本体事業のコンサル

タントがスケジュールどおりに

詳細設計作業を行う。 

・ プロジェクト目標達成に至るまでの外部条件は現在においても正しい。本体事業の進捗に直接的に関わる、成果 1、及び 成果 3の活動実

施に関しては、JICA 専門家チームの主導により進められた結果、本体事業のコンサルタントが詳細設計作業に必要な情報はほぼスケジュ

ールどおりに引き渡された。当初予定の本体事業の「設計期間」は 2年間（2013 年 10 月～2015 年 11 月）が想定されていたが、実際は、

同期間を超えての DJB による確認、修正作業が行われている。例えば、維持管理方法の検討、配水池や配水管網のスコープの変更の検討、

パイプラインのルートの土地所有者、主要道路、鉄道、下水の交差場所の土地所有者の承認手続きに時間がかかり、その結果、DPR の最

終化に時間を要している。 

効
率
性 

ア ウ ト

プ ッ ト

の 達 成

度 

アウトプットの達成度は適切か。

（実績と目標との比較） 

「プロジェクトの実績」の項参照 ・ 成果 1及び成果 3は既に達成された。 

・ 成果 2は延長されたプロジェクト期間である 2018 年 3月までに達成される見込みである。当初パイロットプロジェクトは、2015 年 4 月

頃から実施する予定であったが、SCADA 調達・据付けが遅れているため開始していない。改訂された PO では、システムの試運転は 2017

年 2 月、各 DMA の現況の水圧状況を確認するためのベースライン調査は 2017 年 3 月、その後の、SCADA を活用したパイロットプロジェ

クトエリア内の流量と圧力のモニタリング等は、2017 年 3月～2018 年 3月に実施される予定である。 

アウトプット達成に貢献した要

因はあるのか。 

「プロジェクトの実績」の項参照 ・ 成果 1では、既設管の工事試掘に関し、デリー市など各道路を管轄する機関からの道路掘削許可の取得に想定以上の時間を要した。成果

1 の主目的は、円借款コンサルタントの設計作業の迅速化にあるため、試掘箇所数を当初の 600 ヶ所から 300 ヶ所に減らす一方、管切

断個所数を 30 個から 50 個に増やし、日本の管更新基準を参考として、当該地区の管更新基準案をまとめた。また、当初、別のタイミ

ングで行う予定だった 2つの地区（西地区、東地区）の作業を同時並行で行った。これらの作業効率化の結果、当初予定から 2ヶ月遅

れで全てのデータが円借款コンサルタントに提供された。 

・ 成果 2 に係る無収水率の算出に必要な違法接続などを特定する戸別調査にメーターリーダーを参加させた点なども調査を円滑に行う上

で、促進要因となった。 
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アウトプット達成を阻害した要

因はあるのか。 

「プロジェクトの実績」の項参照 ・ 第 1 年次、財務省経済局からの本プロジェクトの承認を得るため、DJB はデリー準州政府、次いで都市開発省の承認手続きを開始した。

手続きが長期化したことから、本プロジェクトの活動のうち第三者機関が関与する手続き（成果 1に係る、MCD からの掘削許可等の中断、

JICA 専門家による DJB 管轄の浄水場・配水池への測量活動、C/P 研修派遣に係る財務省経済局からの承認）が制限された。 

・ 成果 2 はパイロット活動にかかる、SCADA の調達、据付に関し、複数の問題が発生し、計画が遅延した。受注業者側の設計・施工能力に

も問題があった。2015 年 7月までに施工が完了した SCADA の末端となる流量計やコントローラー等を入れる弁室（チャンバー、13地点）

が浸水した。漏電事故につながる恐れがあることから、チャンバーの耐水性改善策がとられている。 

因 果 関

係 

活動は 3 つのアウトプットを産

出するために十分な活動であっ

たか。 

「活動実績表」参照 ・ 成果 1及び成果 3は既に達成しており、実施された活動は十分であったといえる。 

・ 成果 2は予期せぬ事由により遅延した結果、当初のプロジェクト期間中の達成が困難と判断され、2016 年 3月にプロジェクト期間を延長

した。改訂された PO どおり、活動が実施されれば、プロジェクト期間中に成果は達成する見込み。追加された活動は、SCADA システムの

据付用に設置されたチャンバーの耐水性を高めるために、実証用チャンバーをつくり、その耐水性を確認した上で、修繕を行う。また、

漏電防止対策を講じるなどである。 

日本側の投入はアウトプットを

産出するために十分な投入であ

ったか。投入がタイミング良く実

施され、活用されているか。 

①専門家の配置（人数、時期、分

野） 

・ 専門家の投入は人数・時期・分野ともに増加した。成果 2に関しては、浸水・漏電対策にかかるチャンバーの施工にかかる土木工事管理

のモニタリング体制の整備が必要であったことから、日本人専門家の投入期間を追加し、DJB による施工管理を促進することになった。 

②機材供与（種類、数、時期） ・ 活動に必要なパソコンなどのオフィス機器、計測機器などが適切に投入されている。 

・ 成果 2 のパイロットプロジェクトに必要な SCADA 関連資機材（コントロールバルブ、流量計、水圧計、RTU/PLC）は、業者選定の遅れ、

受注業者による各種作業（設計図書提出、PLC Panel 製作、管材納期等）の遅れ、道路の掘削許可手続きによる遅延、各 PLC パネルへの

通電の遅れを経て、計画された 14 箇所中 13 箇所は 2015 年 6 月までに据付が完了していた。しかし、チャンバー耐水性問題の発生によ

り、据付作業は中断し、耐水性改善が完了後に、残り 1カ所の据え付け作業を再開予定。 

③本邦研修、第三国研修の実施

（研修内容・期間・時期・人数）

・ 第 1 年(2014.03）に計画していた本邦研修は第 2 年次(2014.11)に実施された。財務省経済局による本プロジェクトの承認手続に時間を

要し、業務計画に影響を与えた。 

④現地業務費の支出状況（現地研

修、ワークショップの実施など）

・ 東京都水道局から講師を招へいし、現地セミナーは計 6 回計画されており、これまで 4 回実施された（2013.08.30, 2014.03.06, 

2014.08.27, 2015.03.03)。第 4年次中、SCADA 設置を終え、SCADA 運転開始後、第 5年次に、2回のセミナーが開催される予定である。 

⑤現地スタッフの活用 ・ 本プロジェクトでは効率的な活動のために、ローカル人材を活用し、延べ 7名の現地スタッフがこれまで雇用されている。成果 1に係る

試掘調査のインスペクター、GIS データ入力作業に関する GIS、CAD オペレーターが投入されたほか、コーディネーターなどである。 

インド側の投入はアウトプット

を産出するために十分な投入で

あったか。投入がタイミング良く

実施され、活用されているか。 

①カウンターパートの配置（人

数、時期、分野、兼任状況、資質）

・ DJB から合計 11 名の C/P が JCC メンバーとして配置されており、うち 8名が各成果を分担している。しかし、各 CP は他業務を抱え、多

くの担当者の異動も重なり、プロジェクト活動の知見が引き継がれない課題がある。従って、特に、今後予定されている、成果②のパイ

ロットプロジェクトによる技術移転から、着実に成果を産出するには、SCADA の運用を統括する職員の協議段階からの関与、試運転から

の担当職員の配置とマニュアル作成を担う担当職員の配置と関与が不可欠である。 

②ローカルコストの負担状況 ・ DJB 側は SCADA 導入にかかる土木工事・維持管理費を負担している。 

・ 今後、チャンバー（14 地点）の耐水性改善策として、DJB はチャンバー本体の部分補修（壁面と天井の防水）を実施予定である。 

③機材や施設の提供（種類、アイ

テム、単価、数量、活用状況） 

・ DJB は本部にプロジェクト事務所、ピタンプラ配水事務所スペース、ピタンプラ配水池 SCADA コントロール室のスペースを提供した。 

活動からアウトプットに至るま

での外部条件は、現時点において

も正しいか。外部条件による影響

はないか。 

外部条件①パイロットプロジェ

クト対象の配水池に浄水場から

水が送水される。 

・ 想定されている活動からアウトプットに至るまでの 2つの外部条件は、SCADA 操作中（2017 年 2月頃から 1年間）に必要となる項目（活

動 2-3 以降に関連する）である。現時点では①②共に問題はない。 

・ 成果 2に係るその他の外部条件として、SCADA システム関連資機材（コントロールバルブ、流量計、水圧計)据付の際は、給水を中断する

必要があることから、4-9 月の需要が高い時期は、避けなければならないことが挙げられる。 

・ 現地委託業者が実施予定のチャンバー改修工事にかかる、施工管理が残された活動進捗と効率性に影響する。 
外部条件②パイロットプロジェ

クトサイトのポンプや他の機材

に大きな障害がなく運転される。

コスト アウトプットは投入予定のコス

トに見合ったものか。投入コスト

に見合ったプロジェクト目標の

達成度が見込まれるか。 

投入実績と達成度 ・ 成果 1，成果 3については計画通りの投入が行われ、期待された成果が達成された。 

・ 成果 2については、チャンバー内部への浸水、及び浸水による漏電を防ぐための対策が必要となった。その結果、プロジェクト費用も増

加した。 

他の JICA のスキーム、プロジェ

クトとの連携や他の援助機関と

の連携によるコスト面での効果

があったか。 

他の JICA のスキーム、プロジェ

クトの計画・実施状況(円借款「デ

リー上水道改善事業」）、他開発パ

ートナーの都市給水、無収水対策

支援プログラムの最新状況 

・ 本プロジェクトは円借款「デリー上水道改善事業」の附帯技術協力支援であり、連携によるコスト面での効果がある。成果 1では本体事

業に必要な DPR 策定を促進することを目的に必要な基礎データ・作成が行われた。成果 2では本体事業で SCADA システムを導入し、本プ

ロジェクトのパイロット活動でその操作方法と活用に係る技術移転を行う。成果 3では本プロジェクトにて策定した GIS/RMS の段階的な

活用・開発シナリオ案を本体事業で活用し、同シナリオ案に基づき整備されるデータを活用したアセットマネジメント・プランの作成、

実施することにより、効率的な施設更新、持続的な経営体制構築といった連携効果が期待されている。 
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イ
ン
パ
ク
ト
（
予
測
） 

上 位 目

標 の 達

成予測 

円借款事業の完成予定の 2 年後

時点で、上位目標は、プロジェク

トの効果として発現が見込まれ

るか。また、阻害要因はあるか。 

「プロジェクトの実績」の項参照 ・ 本体事業のチャンドラワール浄水場系統内施設と管路の更新により、同事業完成の 2年後に上位目標指標は達成される見込みである。し

かし、施設が構築される際には、適切はマネジメントを行うためにも以下のプロセスが求められる（工事の品質管理のインスペクション、

施工された工事情報の GIS、及び台帳への適切な反映、施工後の施設管理における GIS とアセットマネジメント、漏水管理やアセットに

とって重要な顧客情報の整備・GIS への入力・更新を行うための長期的・継続的な活動、組織変更や担当異動があっても継続的に活動が

出来る組織、予算運営など）。 

因 果 関

係 

上位目標とプロジェクト目標は

乖離していないか。 

関係者意見 ・ 上位目標とプロジェクト目標は乖離していない。 

プロジェクト目標から上位目標

に至るまでの外部条件は、現時点

においても正しいか。外部条件が

満たされる可能性は高いか。 

外部条件①本体事業が予定どお

り終了する。 

・ 中間レビュー時点で、当初予定よりも本体事業の設計に時間を要しており、当初の想定である 2年間（2013 年 10 月-2015 年 11 月）を超

過している。 

波 及 効

果 

上位目標以外のポジティブ・イン

パクトは想定されるか。 

ポジティブ・インパクト（政策制

度、法律等の整備、ジェンダー人

権、環境、技術、対象社会、文化

的側面など） 

・ ワジラバード浄水場の改修に係る ADB の技術支援にかかる正のインパクトが確認された。DJB は成果 1で取り纏めた更新管の基準書（布

設替え対象管選定検討書含）を活用し、収集され報告書にまとめられた基礎情報を活用している。これにより、調査や DPR 作成のコンサ

ルティングサービスといった、時間やコストを削減できたということである。 

・ 本プロジェクトが対象地域（ピタンプラの 3 つの DMA）で実施した NRW 算出に必要な戸別訪問調査の有効性から、DJB は独自に同手法を

用いた調査をデリー全域（全域から 98 カ所の DMA を選択）で実施している。中間レビュー時点（2016 年 7月）で 32 カ所の DMA の調査を

完了している。 

プロジェクトの実施によるマイ

ナスの影響はあるか。それを軽減

するための対策は取られている

か。 

ネガティブ・インパクト（政策制

度、法律等の整備、ジェンダー人

権、環境、技術、対象社会、文化

的側面など） 

・ 本プロジェクト実施によるマイナスの影響は確認されていない。 

持
続
性
（
予
測
） 

政策・制

度 

都市開発省、デリー開発公社、DJB

において、プロジェクトの効果を

持続していくための政策や制度

的な措置はなされているか。 

都市開発省、デリー開発公社事業

展開方針、年間計画等、DJB マス

タープランの進捗と見込み 

・ 「第 12 次 5ヶ年計画（2012-2017）」と「デリー都市計画 2021」ともに継続しており、政策的な持続性は担保されている。 

組織・財

政 

協力終了後も効果をあげていく

ための活動を実施するに足る組

織能力はあるか。 

人材配置、意思決定プロセスなど ・ DJB は成果 1と成果 3で作成した成果品を活用している。 

・ 成果 2 に関し、SCADA システムのパイロット活動に関し、C/P が習得スキルと知識を着実に普及するには、戦略的な C/P の配置、研修計

画等が必要である。 

C/P のプロジェクト（DJB の「デ

リー上水道改善事業」実施、維持

管理に係る能力強化）に対するオ

ーナーシップは、十分に確保され

ているか。 

関係者、JICA 専門家意見 ・ GIS/RMS 開発シナリオでは、本体事業の L/A 締結時に承認されていたスコープ（浄水場やポンプ場の測量調査と GIS データ化）に加え、

DJB の経営改善に必要と考えられる開発項目（ZONAL オフィスへの GIS 端末設置、GIS ファイリングシステムの導入、顧客情報（メータ情

報）の整備、試掘による管路施設の情報制度向上等）を追加した。このシナリオに基づき、円借款コンサルタントと DJB はパッケージ 5

のスコープを検討中であることから、同シナリオ通り進めば、アセットマネジメント面の持続性にプラスの要素となる。 

経常経費を含む予算の確保は行

われているか、 当該国側の予算

措置は十分に講じられているか。 

DJBによるチャンドラワール浄水

場系統の施設データ・情報、均等

給水、無収水管理への予算計画と

拠出実績、事業計画など 

・ DJB は円借款により、チャンドラワール浄水場系統の施設データ、情報、均等給水、無収水管理、及び対象地域の GIS／RMS 開発にかかる

予算措置を行う予定である。 

・ DJB の財務報告によると、支出総額の半分以上はローンの利子であり、維持管理費を上回っている。 

Non Plan Budget – FY2013-2015 (Unit: Rs.) 

FY2013/2014 FY2014/2015 FY2015/2016 

Total Income (water and sewage) 20,044,748,000 18,391,267,000 21,648,313,000 

Total Expenditure (Total O&M expenses, Interest on loan, 

Depreciation) 
46,383,723,000 47,670,401,000 50,952,294,000 

Gross Deficit -262,946.88000 -294,791.34000 -29,333,982,000  

Net deficit after deducting repayment of loan and 

depreciation 
636,530,000 -1,390,501,000 133,000 
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Plan Works Budget – FY2013-2015 (Unit: Rs.) 

FY2013/2014 FY2014/2015 

Revenue 7,043,500,000 6,382,700,000

Loan 10,840,000,000 9,856,000,000

Grand Total 17,883,500,000 16,238,700,000

技術 プロジェクトで用いられる技術

は継続的に受容されつつあるか

（技術レベル、社会的・慣習的要

因等）、そのための技術移転の手

法は適切か。 

対象グループの知識、技術レベ

ル、配置状況など、マニュアル、

ガイドラインなどの活用状況・見

込み 

・ NRW 算出の際に行った戸別調査は、プロジェクトエリア内の DMA を対象として実施したが、DJB 上層部は戸別調査の有用性を認識し、デ

リー全域で調査を開始していることから、本調査の技法は、DJB に継続的に受容されつつある。 

・ 以下の技術協力成果品が作成されており、活用されている：Report of Pipe Replacement Criteria（2015 年 8月）、Report on Pipe Route 

and Crossing（2015 年 8月）、 Report on GIS/RMS Utilization Application and Development Scenario（2015 年 1月）、 Asset Management 

Guideline（2015 年 3月） 

供与施設・機材の維持管理は適切

に行われる見込みか。 

対象グループの知識、技術レベ

ル、配置状況など、マニュアル、

ガイドラインなどの活用状況・見

込み 

・ SCADA 機材に関しては、据付、試運転後、DJB への機材供与とともに、管理責任がハンドオーバーされる予定である。DJB には維持管理部

門がなく、実際のオペレーション・維持管理は外部の業者に発注して行われる予定であるが、ピタンプラ配水事務所の機電ユニットがそ

の監督責任を担う。 

DJBが関連機関と連携し技術普及

のメカニズムを維持できる可能

性はどの程度あるのか。 

DJB 内での技術普及・人材育成活

動にかかる人員配置状況・計画な

ど、マニュアル、ガイドラインな

どの活用状況・見込み 

・ ピタンプラで運用予定の SCADA システムは他地域の DJB 職員の研修センターとして活用される予定である。DJB 職員により習得された知

識とスキルは、その後の借款事業により整備される施設運用・管理への活用が求められている。 

・ プロジェクト活動で実施した 2014 年のセミナーでは、チャンドラワール浄水場のエンジニアが、日常点検の取組みと点検様式について

発表を行い、他の浄水場のエンジニアが同取組みを学ぶ機会となった。しかし、同エンジニアの異動に伴い（2016 年 1 月）、中間レビュ

ー時点では、チャンドラワール浄水場では同様式の活用は継続されなくなってしまった（同施設エンジニアによると、日常点検自体は行

っているという）。 

社会・文

化 

多様性への配慮不足により持続

的効果を妨げる可能性はないか。 

関係者意見 ・ プロジェクトはコミュニティの環境や生活に配慮しつつ実施されており、社会環境面での持続性を妨げる可能性はない。例えば、配水管

に関連する活動が実施された際には、給水時間外に行われている。 

その他 持続性を阻害するその他の要因

はあるか。 

関係者意見 ・ プロジェクト期間中、C/P の人事異動があると、個人レベルで蓄積された情報や知識が、旧所属部署・事務所にあまり保持されない傾向

にある。2016 年から DJB では Eオフィスが導入され、オンライン上で、文書が回覧されるといった取り組みが始まっており、長期的に組

織の情報管理の効率化に繋がると考えられる。 
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